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   The Ino map was created by Japan's first modern surveying technology in the latter half of the Edo pe-riod. It has a 
wealth of geographical information centered on coastal areas and major highways nation-wide. In this study, spatial 
information analysis was used to link the geographic information found in the Ino map with the current hazard 
information, and to examine the manifestation of the inundation risk of existing place names and the oversight rate of 
inundation risk due to the disappeared flooded place names. 
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㸯㸬はじめに 
㏆年㸪㢖発化・激甚化する自然災害を受けて㸪㐣去の

被災事実を後世に継承していくことの大切さが改めてぢ

直されている㸬2019 年には国土地理㝔が新しい地図グ号
として「自然災害伝承碑」1)を㏣加するに至ったが㸪こ

うした動きもその一つであると考えられる㸬自然災害を

後世に伝えるものとしては碑文のようなハード的なもの

と㸪災害地名のようなソフト的なものがある㸬いずれも

地域社会の中で受け継がれてきた災害文化を構成する㔜

要な要素の一つである㸬 
災害と地名の㛵㐃性についてはこれまで数多くの研究

がなされ㸪古くは柳田国男によって取り組まれた事例 2)

などが知られる㸬2011年の東日本大㟈災や 2014年の広島
㞵災害を機に災害地名に㛵する一般向けの書籍 3), 4)も

出され㸪災害地名に対する㛵心は再び㧗まっている㸬 
最㏆の研究事例として㸪折橋ら 5)は㸪明治時代以㝆活

発に市街地整備が㐍んだ現在の神戸市中央区㸪兵庫区を

中心とした地域に焦点を当て㸪繰り㏉される被害の歴史

を伝える「災害地名」㸪対策として実施されてきた河川

の付け替えや堰堤の整備㸪そして現在の水害想定を㔜ね

合わせ㸪繰り㏉す災害に対して実施されてきた対策が現

在の被害想定にどのように影㡪を与えているのかを GIS
を用いて分析している㸬また㸪花岡 6)は㸪岩手県と宮城

県の住居表示の町丁・字程度の小地域のㄒ尾などに注目

し㸪GIS を用いた空㛫情報ゎ析により津波や土砂災害の
リスクごとにあらわれた地名の意味や㢖出地名について

検ウしている㸬 いずれも明治以㝆を対㇟にしたものであ
り㸪それ以前のものは地名や住所等の空㛫情報の入手が

困㞴であるためか㸪ほとんどぢることがない㸬 
「伊能図」㸦図-1㸧は㸪江戸時代後期㸪伊能忠敬によ

って行われた第 1 次測㔞㸦1800㸦寛政 12㸧年㸧から第 10 
次測㔞㸦1816㸦文化 13㸧年㸧までの成果をもとに制作さ
れた㸬大図とその編㞟図である「中図」「小図」を併せ

て㸪「大日本沿海㍿地全図」として㸪1821㸦文政 4㸧年

に幕府に上呈された㸬正本はすべて焼失したとされるが㸪

2001 㸦平成 13㸧年には㸪アメリカ㆟会図書㤋で 207 枚の
「伊能大図」の模写図が発ぢされ㸪これを基にしたデジ

タル版 8)が整備された㸬これには㸪伊能㝲の測線だけで

なく㸪当時の海岸線や街㐨㸪町村名㸪地名㸪砂浜等の地

形㸪山・河川・湖沼等の空㛫情報㸦名称・位置情報㸧が

収㘓されている㸬本史料は国土の全容を捉えようとする

意図から㸪全国津々浦々の沿岸㒊の情報が多くを占めて

いるが㸪主要街㐨周㎶などの内㝣㒊の㈗㔜な地理情報も

数多くグ㍕されている㸬 
伊能図を活用した研究事例としては㸪地理学㸪地形学㸪

歴史工学㸪火山学㸪津波工学など多岐にわたる 9) が㸪水
害地名を俯瞰するような研究への展㛤は㸪著者の知る㝈

 

 
図-1 伊能図〔大坂・尼崎〕7)  

㸦一㒊抜粋㸧  
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りぢられない㸬著者らはこれまで伊能図にグ㍕されてい

る伊能図の津波災害地名を対㇟にその現存率や消失時期

をㄪべるとともに㸪津波被災リスクの㢧示性について㸪

有用な結果を得ている 10)㸬また㸪水害地名とオープンデ

ータを活用した簡易洪水浸水リスクホ価の手法について

の研究 11)も㐍めている㸬これらを㋃まえ㸪本研究では伊

能図にぢられる水害地名の洪水浸水リスクの㢧示性や地

名消失によるリスクのぢ㏨しの可能性について検ウした㸬 
 
㸰㸬◊✲方ἲ 
図-2 に本研究のフローを示す㸬本研究では㸪伊能図に

掲㍕されている地名の中から水害地名のみを抽出し㸪災

害地名としての継承性や被災リスクの㢧示性㸪消失によ

るリスクのぢ㏨し率等について検ウした㸬 
まず㸪デジタル伊能図に掲㍕されている 36,000 余の地

名から㸪水害地名のみを抽出した㸬抽出にあたっては㸪

既往の主要地名㎡典等からの情報を網羅していることや㸪

地名の云われとされる㡢表グをもとに具体的な漢字表グ

例が示されていること㸪対㇟とする災害の種㢮が明グさ

れている理由より㸪㐲藤がまとめた情報 12)を基準とした㸬

伊能図から抽出された水害地名の属性を図-3 に示す㸬全
㒊で 14もの属性に分㢮されたが㸪現在の住所と比㍑する
ために㸪全体の約 4分の 3を占める「町村」730地点のみ
を対㇟とした㸬図-4 にこれらの地点の空㛫分布を示す㸬
本図において㸪北海㐨や沖縄県で水害地名地点が皆無で

あるが㸪前者はアイヌㄒ由来の地名が多いため㸪また後

者は当時は琉球王国で伊能㝲の測㔞が及んでいなかった

ことがその理由である㸬 
次に㸪GIS 上でこれらの水害地名地点に㸪国土交㏻省

の 50 万分の 1「土地分㢮基本ㄪ査」13)の地形区分データ

や国土数値情報「河川」「土地利用 3次メッシュ」14)と
いった空㛫情報を付与した㸬土地利用 3 次メッシュは㸪 
12 区分に細分されるが㸪本研究では大まかな特徴を把握
するためにこれを「自然空㛫」「半自然空㛫」「人工空

㛫」の 3区分で再㞟ィした㸦⾲-1㸧㸬 
これらの空㛫情報が付与された水害地名地点㸦ポイン

トデータ㸧と㸪国土数値情報で公㛤されている浸水想定

区域データ 14)を GIS上で㔜ね合わせ㸪浸水地点を抽出し
た㸬なお㸪本研究で使用した浸水想定区域データは平成

24 年公㛤版のもので㸪想定最大つ模㸪浸水想定継続時㛫㸪
家屋倒壊氾濫想定区域等の区別は考慮されていない㸬 
伊能図水害地名地点の現住所は㸪緯度経度情報をもと

に㸪㏫ジオコーディングゎ析 15)によって取得した㸬得ら

れた現住所の中に水害地名が含まれる場合は㸪当時の地

名が存続しているとし㸪継続地名地点としてカウントし

た㸬一方㸪現住所の中に水害地名が含まれていない場合

は消失地名地点としてカウントした㸬 
㠀浸水区域にある水害地名の潜在的な浸水リスクにつ

いては㸪付与された「地形大区分」が「低地」であり㸪

かつその地点が具体的な河川流域内にある場合に㸪潜在

な浸水リスクがあると判断した㸬 
 

 
図-2 研究フロー 
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図-4 伊能図水害地名㸦町村属性㸧の空㛫分布 

 

⾲-1 土地利用 3次メッシュの区分㞟ィ 
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㸱㸬⤖果と⪃察 
 (1) 出⌧水害地名の≉徴 
 図-5に㸪現存地名による浸水リスクの㢧示率を示す㸬 
本図は水害地名㸦出現地点 10以上㸧で現存する地点のう
ち㸪実㝿に浸水域にあるものがどの程度あるのか算出し

た結果を示している㸬最も㧗かったのは「久保田」で㸪

現存地名の半数の地点で実㝿に浸水する結果となってい

る㸬一方㸪「江田」と「巣㬞」は現存地名による浸水リ

スクの㢧示率はゼロであった㸬 
 図-6 に㸪地名の消失による浸水リスクのぢ㏨し率を示
す㸬本図は表-2・表-3に示す水害地名㸦出現地点 10以上㸧
で現在は消失している地点から㸪実㝿に浸水域にあるも

のをィ上し㸪地名の消失によって㸪本来㢧示されていた

被災リスクがどの程度ぢ㏨されたのか算出した結果を示

している㸬この場合においても㸪最も㧗かったのは「久

保田」で㸪現存地名の半数の地点で実㝿に浸水する結果

となっている㸬一方㸪「柴」「加茂」「巣㬞」について

は㸪ぢ㏨しはゼロという結果となった㸬 
 (2) 土地利⏝・河川区分の≉徴 
 図-7 に㸪浸水域と㠀浸水域別の土地利用区分特性の内
ヂを示す㸬浸水域では人工空㛫㸪㠀浸水域では自然空㛫

の占有が㧗くなる傾向がㄞみとれる㸬また㸪水害地名消

失地点における人工空㛫㸦建物用地・㐨㊰・㕲㐨・他用

地㸧の浸水割合が㧗くなっていることから㸪市街地化に

よる地名消失が浸水被災リスクの㢧示率を下げている可

能性が考えられる㸬 
図-8 に㸪浸水区域と㠀浸水区域別の河川管理区分特性
の内ヂを示す㸬浸水域㸪㠀浸水域ともに「一級河川指定

区㛫」と「不明」の占有率が同程度でそれぞれ全体の 2
㹼3 割を占める結果となった㸬ハザードマップをはじめ
とする多様な手段によって㸪浸水リスクが積極的に提示

されている「一級河川指定区㛫」に対し㸪それが㞴しい

沢や渓流などの名称「不明」の小河川においては㸪古く

からの水害地名こそが㈗㔜なハザード情報になりうると

考えられる㸬 
(3) 㠀浸水域における水害地名の潜在リスク 
 浸水・㠀浸水域別の地形大区分の内ヂをㄪべたところ㸪

㠀浸水域では「山地」などにも 3 割㏆く出現しているの
に対し㸪浸水域では「低地」だけで 6 割以上を占める結
果となっていた㸬各水害地名が示唆する地形的な特徴は㸪

「低地」とされる扇状地及び㇂底平㔝㸪三ゅ州㸪干潟及

び湿地性㇂底平㔝㸪砂丘㸪浜堤及び砂州によくぢられる

ものとなっている㸬そこで㸪浸水想定上では㠀浸水域に

あっても㸪地点が「低地」かつ具体的な河川流域内にあ

る場合は㸪潜在的な浸水リスクを有するもの仮定して㸪

各水害地名の潜在的浸水リスク㢧示率をホ価した㸬図-9

   
図-5 現存地名による浸水リスク㢧示率         図-6 地名消失による浸水リスクのぢ㏨し率 

  
図-7 土地利用区分                    図-8 河川管理区分 
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に水害地名の潜在的浸水リスク㢧示率を示す㸬ここで

「小林」や「加茂」には地形区分が不明な地点が複数ぢ

られたこと㸪「巣㬞」は浸水域に存在していなかったこ

とから㸪ホ価の対㇟外とした㸬全ての水害地名を対㇟と

した水害地名の潜在的浸水リスク㢧示率平均値は㸪継続

地名地点で約 0.2㸪消失地名地点で約 0.14であった㸬「㡲
㈡」は㸪継続地名地点と消失地名地点をあわせると 6 割
㏆くに到㐩する結果となっていた㸬一方㸪「江田」や

「久保田」は 2 割程度と値そのものはそれほど大きくは
ないが㸪いずれも消失地名地点のものであり㸪現在のハ

ザードマップや地名からは想㉳できない洪水リスクをㄆ

㆑させる情報として㈗㔜である㸬 
 
㸲㸬まとめ 
 本研究では㸪江戸時代後期に刊行された伊能図にある

水害地名を対㇟に㸪現在の空㛫情報等を付与し㸪浸水リ

スクの㢧示性や㸪地形消失によるぢ㏨し率を算定した㸬

本研究で得られた知ぢをまとめると以下のようである㸬 
(1) 伊能図にぢられる水害地名は全㒊で 75 種あり㸪うち

10地点以上で出現がぢられたのは㸪16種であった㸬 
(2)それらの地名の由来は「低地」にみられる地形的な特
徴をとらえたものが多く㸪伊能図に出現する水害地名

㸦浸水域㸧も約 6割がそのような場所であった㸬 
(3) 水害地名消失地点では㸪自然空㛫や半自然空㛫よりも
人工空㛫での浸水割合が㧗くなっており㸪市街地化に

よる地名消失が浸水被災リスクの㢧示率を下げている

可能性が示唆された㸬 
(4) 伊能図水害地名地点の中には㸪現在のハザードマップ
や地名からは想㉳できない洪水リスクを示唆しうるも

のも少なからず存在しており㸪㈗㔜なハザード情報に

なりうる㸬 
 
既に消失してしまった水害地名を復元することは㞴し

いが㸪現存する水害地名で浸水リスクを提示しうると判

断される水害地名については㸪区画整理等のタイミング

でみだりに改変することなく㸪地域の伝承知として継承

されていくことが望まれる㸬 
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大㜰市消㜵局救急活動グ㘓に基づく 
平成30年台㢼第21号による人的⿕害の経時的変化 

 
Evaluating for casualties hit by typhoon Jebi in 2018 on transporting emergency patients 

using the ambulance activity records of the Osaka City Fire Department 
 

○志垣 智子 

Tomoko SHIGAKI1  
 
1 三㔜大学 学⏕⥲合支援ᶵᵓ 
  Organization for Student Affairs , Mie University 
 

The actual situation of damage in Osaka city was clarified for 117 cases of emergency transportation on September 
4 and 5, 2018 when Typhoon Jebi approached and passed through Osaka city in 2018. The peak number of emergency 
transport cases by time (46 cases) was observed at 14:00 on September 4, when the hourly precipitation was 12.5 mm 
and the wind speed was 20.9 m / s facing south, and three people died during the same time period. Elderly people aged 
60 and over accounted for 40% of the total, and half were moderate or above. Even after the alarm was canceled (17:58 
on the 4th), 22 cases of emergency transportation continued until 19:00 the next day. It was also found that the number 
of non-delivery cases accounted for 26% of the total, which was 6 points higher than in normal times. 
 
Keywords : Ambulance activity records,  The elderly, typhoon Jebi in 2018,  Time-series approach  

 
㸯㸬研究の⫼景と目的 

2018年台㢼➨ 21号による人ⓗ⿕害に㛵して⥲務┬ᾘ
㜵庁➼が公⾲している 1㸧2㸧。Ṛ⪅は 14名㸦大㜰府 8名、
㈡┴ 2名、愛▱┴ 2名、和ḷ山┴ 1名、三㔜┴ 1名㸧、
㔜傷 46名、㍍傷 934名であった。 
これまでに㜵⅏分㔝での㢼Ỉ害に係る既往◊✲は、

時㛫の⤒㐣に伴う㑊㞴⾜動と人ⓗ⿕害の㛵係を明らか

にしたもの 3㸧、また医学・┳ㆤ分㔝では、㢼Ỉ害Ⓨ⏕

┤後㸦㉸急性期・急性期㸧から復旧作業に伴う外⛉⣔

患に加えて、ライフライン⣔の⿕⅏度㸭復旧の㐜㏿

に依存する㏱析、在宅㓟⣲⒪ἲ患⪅の動向➼が報告さ

れている 4㸧。しかしながら、㒔市㒊をくった台㢼⿕害

について、年㱋・性別➼による傷⛬度・傷✀別の

㐪いを時⣔列でヲ⣽に把握した報告は数少ない。 
➹⪅は救急ά動グ㘓㸦㝔搬㏦前後のά動を人㛫属

性➼㔜どのどⅬでヲ⣽にグ㏙した㈨料㸧にὀ┠し、⅏

害Ⓨ⏕時に、地域がもつ㝈られた救急ά動⬟力を有効

にά⏝し、⅏害に伴う人ⓗ⿕害の低ῶに向けた分析を

⾜ってきた。本◊✲では、大㜰市を対㇟に、2018 年台
㢼➨ 21号による救急搬㏦件数㸦㟂せ㸧の動向を明らか
にする。具体ⓗには、受傷ᶵ㌿、傷✀別、傷⛬度

の実態を時㛫㍈で明らかにし、大㜰市ᾘ㜵局の常備ᾘ

㜵のみで対応可⬟であったかどうかを検ドする。 
 
㸰㸬研究方法 
本◊✲は、台㢼➨ 21号が接㏆・㏻㐣した大㜰市内の人

ⓗ⿕害を明らかにすることを┠ⓗに、2018年 9月 4日、5
日の救急搬㏦グ㘓を⏝いた。抽出対㇟㡯┠は、1.搬㏦

年・月日・曜日・Ⓨ⏕時㛫、2.事故件数、3.傷⪅数、4.

Ⓨ⏕場所、5.事故✀別、6.年㱋、7.性別、8.傷⛬度、9.

傷名、10.ά動区分、11.指令内容のィ 11㡯┠である。 
 

㸱㸬結果 
㸦㸯㸧大㜰市内の⿕害実態 

平成 30年台㢼 21号㸦中心Ẽ圧 915hPa、最大㢼㏿ 55
㹫㸦最大勢力㸧㸧が大㜰市内に接㏆・㏻㐣した 2018年
9月 4日は、4時 56分暴㢼Ἴᾉ㆙報、6時 30分大㞵㧗
₻㆙報、11時 49分大㞵暴㢼Ἴᾉ㧗₻㆙報がⓎ⾲され、
17時 58分に暴㢼Ἴᾉ㆙報がゎ㝖された。大㜰市中央区
で最大▐㛫㢼㏿ 47.4㹫をほ し、ほ Ⅼ大㜰最㧗₻位
329cm㸦14時 18分㸧は㐣去の最㧗₻位を▐㛫ⓗに上回
る値をほ した。人ⓗ⿕害はṚ亡が 3名㸦⏨性 2名、
女性 1名㸧、㔜㸦⏨性 3名㸧、中➼㸦⏨性 37名、
女性 27名㸧、㍍㸦⏨性 60名、女性 38名㸧、⌧場処
⨨㸦⏨性 6名、女性 4名㸧でィ 178名㸦⫋員㈇傷 5名
㸦㔜 1名、中➼ 2名、㍍ 2名㸧であった。 

 
 
 
 
 
 
 

 
図㸯㝆水㔞と㢼㏿・㢼向 5㸧㸦大㜰市・1時㛫ごと㸧 

 
㸦㸰㸧119␒㏻報と救急搬㏦・不搬㏦件数の⤒時ⓗ変化 

9月 4日 4時 56分から 9月 30日 0時 00分ぬ▱まで
の⅏害件数は、ⅆ⅏ 15件、救ㆤ㸦ⴠ下危㝤、㟁⥺に㞀
害≀など㸧4117 件、救助㸦㌴、エレベーターの㛢じ㎸
め㸧42件、救急㸦㌿倒など㸧161件のィ 4335件であっ
た。119 ␒㏻報の受信≧ἣは、4 日 21 時から 22 時に
144 件と停㟁時にピークに㐩し、ḟいで最大▐㛫㢼㏿
をグ㘓した 14時から 15時に 139件と⥆いた。昨年平
均件数とẚべるとピーク時で 104 件増であった。ᾘ㜵
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体制はᾘ㜵㌴㸦ᾘ㜵ポンプ㌴、救助㌴、救助工作㌴、

㧗所作業㌴、化学㌴、救援㌴㸧205台㸦予備 50台㸧、
救急㌴ 69台㸦予備 15台㸧が✌働していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図㸰 救急搬㏦・不搬㏦件数の経時的変化 

上図㸸経時的変化 下図㸸経時的変化㸦累積㸧 

 
 不搬㏦は、傷⪅↓、㏵中引揚、拒否、その他、⌧場

処⨨に分㢮される。ここでは、救急㸦依㢗・㑅択㸧搬㏦

117 件と不搬㏦件数 42 件の⤒時ⓗ変化をẚ㍑した㸦図
㸰㸧。その⤖果、㝆Ỉ㔞、㢼㏿のピークを㏄える 13時ま
では不搬㏦が増する。14 時以㝆は救急搬㏦㸦依㢗・㑅
択㸧の⣼✚数が多くなる。平時の不搬㏦件数は全体の

20%を占めるが台㢼時には平時より 6 ポイント上昇した。 
㸦㸱㸧年㱋別 10ṓ㝵⣭と傷⛬度の㛵係 
 年㱋と傷⛬度の㛵係より、㍍ 77 件㸦66%㸧、中➼
 36件㸦31%㸧、㔜 1件㸦1%㸧、Ṛ亡 3件㸦2%㸧で
あった。50-59 ṓが最も多く救急搬㏦されており、40-49
ṓ、50-59ṓ、70-79ṓで各 1名のṚ⪅がⓎ⏕した。60ṓ
以上の中➼以上の占める割合がより㧗いことが☜ㄆで

きた㸦図㸱㸧。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図㸱 年㱋別 10歳㝵級と傷病程度の㛵係 

 
㸦㸲㸧受傷ᶵ㌿別の⤒時ⓗ変化 

9月 4日 10時から 9月 5日 19時までにィ 117件救急搬
㏦された。受傷ᶵ㌿の㝆㡰に㣕来≀・ⴠ下≀㸦13 件㸧、
㌿倒㸦13 件㸧、刃≀・㗦利≀㸦10 件㸧が 14 時にピーク
であった。9月 5日に⾪✺㸦2件㸧、㌿倒㸦3件㸧が搬㏦

されている。例えば、⾪✺は「昨日、台㢼のᵝ子を外で

ぢていたところ、トタンが㣕来し㈇傷。⮬宅でᵝ子をぢ

ていたが、就寝中に③みがẼになったため、ᾘ㜵⨫に助

けをồめたもの。」、㌿倒は「昨日 15時㡭、Ὑ℆≀を取
り㎸もうとベランダの扉を㛤けていたところ、台㢼によ

る㞵が室内に侵入。その㞵で㊊をらし㌿倒したもので、

本日までᵝ子をぢていたが③みが引かないもの。」と⩣

日に㈇傷⟠所が増悪し救急搬㏦されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図㸲 受傷機㌿別の経時的変化 

 

㸲㸬⪃察 
 本◊✲は、平成 30 年台㢼➨ 21 号に伴う救急搬㏦ά動

を⤒時ⓗに明らかにした。その⤖果、時㛫別㝆Ỉ㔞 12.5

㎜、㢼㏿南向き 20.9m/sをほ した 9月 4日 14時台が⤒

時別救急搬㏦事案数のピーク㸦46 件㸧であり同時㛫帯に

Ṛ⪅ 3 名がⓎ⏕した。不搬㏦件数は 6 割は「傷⪅↓」

であり、㆙報Ⓨ動前の 9 月 4日 13 時から 14 時にピーク

を㏄えている。不搬㏦件数は全体の 26㸣を占め、平常時

より 6 ポイント㧗いことが分かった。一⯡に地㟈⅏害時

の救急ά動は、供⤥が平時の㟂せの 10㹼20㸣に劣化する

ことが報告されている 6㸧。大㜰市ᾘ㜵局へのヒアリング

より、2018年 9月 4日 10時から 9月 5日 19時までの㛫

で本台㢼による不搬㏦を含めた救急ά動 159 件は、大㜰

市ᾘ㜵局が保持する 25ᾘ㜵⨫及び 25 出張所、69 救急㝲

㸦救急㌴ 79台㸧で対応できていたとゝえる。 

ㅰ㎡ 
本◊✲は、本◊✲は JSPS⛉◊㈝ JP19K02359の助成を
受けたものです。グして、ㅰ意を⾲する。 
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令和4年福島県沖を㟈源とする地㟈による㟁力㟂給㐕㏕問㢟 
からの示唆 ―㤳㒔直下地㟈を対象として― 

Suggestion from Issues of Power Crunch due to the 2022 Fukushima Earthquake 
- Recommendations for the Tokyo Inland Earthquake - 

 
○寅屋敷 哲也1

㸪河田 惠昭1 

Tetsuya TORAYASHIKI1 and Yoshiaki KAWATA1 
 
1 ひょうご㟈災記念21世紀研究機構 人と㜵災未来センター 
    Disaster Reduction and Human Renovation Institution, Hyogo Earthquake Memorial 21st Century Research Institute 
 
   This study aims to make suggestions for a power crunch assumed by the Tokyo Inland Earthquake based on an 
analysis of the process of the electricity supply and demand crunch in Tohoku and Tokyo area by the 2022 Fukushima 
Earthquake. This study showed WhaW SRZeU SlanWV ZiWh Slanned RXWageV accRXnWed fRU 40% Rf Whe TRk\R aUea¶V 
electricity supply capacity immediately after the 2022 Fukushima Earthquake. This study also suggests that a massive 
shortage of electric power by the Tokyo Inland Earthquake could cause major disruptions to disaster recovery and 
socioeconomic activities. 
 
Keywords : electricity supply and demand balance, thermal power plant, 2022 Fukushima Earthquake, Tokyo Inland 

Earthquake 
 

 
㸯㸬はじめに 

2022年 3月 16日 23時 36分に発生した令和 4年福島県
沖を㟈源とする地㟈㸦以㝆㸪「福島県沖地㟈」とする㸧

により㸪東北・東京エリアに㟁力を供給する複数の発㟁

所の㐠㌿が停止した㸬地㟈による発㟁所の被害に伴う㟁

力供給力の低下㸪他地域からの㟁力融㏻㔞の制㝈㸪気温

の低下による㟂要の増加といった要因が㔜なり㸪特に 3
月 22日・23日に㟁力㟂給が㐕㏕した㸬東日本大㟈災後の
2012 年に制度が設けられた㟁力㟂給㐕㏕警報が初めて㸪
22日に東北・東京の両エリア㸪23日午前に東京エリアに
出され㸪一般㟂要者に対して節㟁を広く要請する形で㟁

力㟂要を減らす措置が取られた㸬地㟈に伴う大規模な㟁

力㟂要の抑制措置は㸪㐣去に㸪2011 年の東日本大㟈災後
に同地域で行われている㸬2011年 3月 14日㹼28日には㸪
東京㟁力管内で計画停㟁が実施され㸪節㟁要請による㟂

要抑制では㊊りない程の供給力低下が生じ㸪同年夏季に

は㟁力使用制㝈令が発出され㸪節㟁が要請された㸬今回

の地㟈では㸪計画停㟁が実施されるまでの供給力不㊊に

は㝗らなかったが㸪東日本大㟈災等を経て㸪福島県沖地

㟈がもたらした㟁力㟂給㐕㏕が提㉳する問㢟は㸪今後の

災害による㟁力㟂給㐕㏕のリスクを改めて社会に認識さ

せた㸬将来発生が懸念されている巨大地㟈では㸪どの程

度の㟁力㟂給㐕㏕が生じ㸪どのような社会的な影㡪が生

じるのかを検討し㸪対策の方向性について議論をしてい

くことが肝要であり㸪本研究はその一助としたい㸬本研

究では㸪福島県沖地㟈により生じた㟁力㟂給問㢟を概観

し㸪将来懸念される㤳㒔直下地㟈を㢟材に㟁力㟂給問㢟

の課㢟を整理することを目的とする㸬 
 
㸰㸬福島県沖地㟈による㟁力㟂給問㢟 
(1) 地㟈で喪失した㟁力供給力 
 地㟈後の発㟁所の㟁力供給力を把握するために㸪一般

社団法人日本卸㟁力取引所が Webで公㛤している「発㟁

情報公㛤システム㸦HJKS㸧」のデータを使用する㸬発㟁
所の停止情報は㸪地㟈が㉳きた直後の時㛫として㸪2022
年 3月 16日 23時 30分㹼3月 17日 0時 0分の期㛫で検索
し㸪この㛫に停止している発㟁所の情報を CSV形式でダ
ウンロードした㸬なお㸪本データは㸪認可出力 10万 kW
以上の発㟁ユニットが登㘓され㸪ほとんどが水力発㟁所㸪

火力発㟁所㸪原子力発㟁所である㸬そのため㸪10 万 kW
以下の小規模水力・火力発㟁所や㸪太㝧光・㢼力発㟁所

等は登㘓されていないため㸪エリア内の全ての㟁力の供

給力ではないことに留意する必要がある㸬 
本データの停止情報では㸪停止区分として㸪「計画外

停止」「計画停止」「出力低下」がある㸬「計画外停止」

においては㸪本稿では地㟈に伴う影㡪で停止した「地㟈」

とその他の事故・トラブル等で停止した「その他」の 2
つに分㢮する㸬本データには㸪「停止原因」が記㍕され

ているため㸪地㟈による影㡪とそれ以外に筆者が判断し

分別した㸬 
「計画停止」は㸪定期点検により停止していた「定期

点検」㸪㛗期停止していた火力発㟁所の「㛗期停止㸦火

力㸧」㸪㛗期停止している「原子力発㟁所」㸪これら以

外の原因で停止していた「その他」の 4つに分㢮する㸬 
「出力低下」については㸪地㟈直後の対象期㛫におい

て出力低下が生じていた発㟁所が該当する㸬「㏻常稼働」

については㸪「計画外停止」「計画停止」「出力低下」

に該当する発㟁所以外とする㸬 
東北・東京エリア別に㸪上記の分㢮に該当する発㟁所

の認可出力の割合を図 1 に示す㸬同システムに登㘓され
ている東北・東京エリアの発㟁所の認可出力の合計は㸪

東北が約 2,636万 kW㸪東京が約 6,969万 kWであり図 1
に示しているのはそれぞれの合計に占める割合である㸬 
「計画外停止」の割合としては㸪東北が 22%㸪東京が

4%である㸬そのうち「地㟈」の割合については㸪東北が
18㸣㸪東京が 2㸣㸪それぞれの出力数は㸪東北が約 474万
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kW㸪東京が約 163万 kWとなっている㸬㟈源が㏆い東北
の方が当然ながら㸪地㟈による発㟁所停止のインパクト

が大きいことが分かる㸬特筆すべき点としては㸪東京で

は全体の 2㸣程度の停止で㸪㟂給が㐕㏕した点である㸬 
 「計画停止」の割合としては㸪東北が 29%㸪東京が
38%であり㸪地㟈当時 3〜4 割の計画停止の発㟁所があっ
た㸬その内訳として㸪東北では定期点検と原子力発㟁所

の割合が 10㸣前後と多くを占めているのに対し㸪東京で
は㸪㛗期停止㸦火力㸧が 15㸣で最も多く㸪原子力発㟁所
が次いで 12㸣となっている㸬東京には㸪㛗期停止してい
た火力発㟁所が東北よりも相当多く存在していたという

ことが分かる㸬 
「出力低下」の割合は東北で 4%であるが㸪これはデー

タを見ると地㟈前から上㉺火力発㟁所がボイラ㛵㐃設備

のトラブルで影㡪していたため地㟈との㛵㐃は無い㸬 
「㏻常稼働」の割合は㸪東北が 45㸣に対し㸪東京は

58㸣である㸬地㟈の影㡪が大きかった東北が小さいのは
当然であるが㸪東京においては㸪「計画停止」が約 4 割
と大きいため㸪「㏻常稼働」の割合が東北と比べて㸪被

害の影㡪の差の割に大きくない状況であるといえる㸬 
(2) 火力発㟁所の被害と復旧期㛫 
 福島県沖地㟈に伴い停止した発㟁所は㸪火力㸪水力㸪

太㝧光㸪その他発㟁所と多岐にわたる㸬東北㟁力では地

㟈発生直後は㸪水力発㟁所や太㝧光発㟁所の㐠㌿停止状

況が公表されていたが㸪17 日中に多くの発㟁所が㐠㌿再

㛤となったことから㸪以㝆は火力発㟁所の復旧状況のみ

が公表されることとなった㸬なお㸪原子力発㟁所は特に

大きな影㡪はなく㸪地熱発㟁所は地㟈直後から㐠㌿が継

続され影㡪はなかった㸬以上より㸪地㟈により一定期㛫

稼働できなくなった発㟁所のほとんどは火力発㟁所であ

ったため㸪火力発㟁所の被害と復旧期㛫の対応㛵係につ

いて調査する㸬 
表 1 に㸪地㟈の影㡪で停止した火力発㟁所の復旧期㛫
を示す㸬発㟁所が立地している場所の詳細の㟈度につい

て㸪㜵災科学技術研究所がWEBで公㛤しているの㜵災ク
ロスビュー(2)の㠃的推定㟈度分布より㸪発㟁所の立地場

所と想定㟈度を㔜ね合わせて目視で確認した㟈度を記㍕

している㸬なお㸪推定値であるため正確な㟈度ではない

ことには留意が必要である㸬 
 㟈度 6弱程度の影㡪を受けた広㔝火力発㟁所 5号機と 6
号機は㸪同じ場所にあったが復旧期㛫には大きな差が生

じた㸬5号機は 3月 18日 6時 56分に復旧しており㸪1日
と約 7時㛫程度の稼働停止であったが㸪6号機は 4月 6日
で約 21日の稼働停止である㸬この 6号機は㸪地㟈により
主変圧器等の損傷を受け㸪当初 1 ヶ月程度の復旧見㎸み
であったが㸪工期が短縮され予定より早く㐠㌿を再㛤し

た 1㸧㸬相㤿共同火力発㟁株式会社の新地発㟁所は㸪4 月
11 日現在も復旧未定となっている㸬なお㸪㟈度 6 強程度
の地㟈の影㡪を受けたと考えられる相㤿エネルギーパー

ク合同会社の相㤿石炭・バイオマス発㟁所は約 23日の復

 
図 1 令和 4年福島県沖を㟈源とする地㟈における東北・東京エリアにおける停止区分別の 

発㟁所の認可出力割合㸦3月 16日 23:30㹼17日 0:00㸧 

発㟁情報公㛤システム(1)のデータを基に筆者作成 

 

表 1 令和 4年福島県沖を㟈源とする地㟈に伴う火力発㟁所の復旧状況・見㎸み㸦2022年 4月 11日時点㸧 
No. 発㟁所 出力(kW) 㟈度 復旧時期 復旧期㛫 エリア 
1 相㤿石炭・バイオマス発㟁所 112,000 6強 4月 8日 23日 東北 
2 新地発㟁所第 1号機 1,000,000 6弱 未定 未定 東北※ 
3 原町火力発㟁所 1号 1,000,000 6弱 5月上旬予定 1ヶ月半㸦未定㸧 東北 
4 広㔝火力発㟁所 5号機 600,000 6弱 3月 18日 6時 56分 1日 7時㛫 東京 
5 広㔝火力発㟁所 6号機 600,000 6弱 4月 6日 21日 東京 
6 新仙台火力発㟁所 3-1号系列 523,000 5強 3月 25日 9日 東北 
7 新仙台火力発㟁所 3-1号系列 523,000 5強 3月 17日 7時 35分 8時㛫 東北 
8 仙台パワーステーション 112,000 5強 3月 30日 14日 東北 

東北㟁力㸪JERA㸪発㟁情報公㛤システム等の Webサイトを参考に筆者作成 
※新地発㟁所㸦相㤿共同火力発㟁株式会社㸧は東北エリアにあるが、東北・東京両エリアに㟁力供給している 
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旧であった㸬 
 㟈度 5強程度の影㡪が生じた新仙台火力発㟁所 3-1号系
列と 3-2号系列においても復旧期㛫に差がある㸬3-2号系
列は㸪3月 17日 7時 35分に復旧し㸪約 8時㛫程度の稼働
停止だが㸪3-1号系列は㸪3月 25日に復旧で約 9日㛫の稼
働停止となった㸬仙台パワーステーションの復旧期㛫は

約 14日㛫であり㸪他と比べて復旧が㐜い状況であった㸬 
 その他㸪地㟈とは㛵係ないトラブルで㸪磯子火力発㟁

所新 1号機と新 2号機がそれぞれ 3月 19日㸪20日に停止
した㸬このため 22・23日の東京エリアでの㟁力㟂給㐕㏕
に拍㌴をかける要因にもなった㸬 
福島県沖地㟈と, 著者が調べた東日本大㟈災での火力発

㟁所の被害と復旧期㛫の㛵係 2)を比㍑してみると㸪いず

れも復旧期㛫に差はあるものの㸪㟈度 6 弱程度に㛵して
は㸪おおむね 1 ヶ月前後の復旧期㛫であることが多いと
みられる㸬また㸪㟈度 5 強程度に㛵しては㸪数時㛫程度
から数日㸪最大でも 2 㐌㛫程度という状況である㸬なお㸪
㟈度 6 強以上の強い揺れ㸦地㟈のみ㸧については㸪福島
県沖地㟈で 1 ヵ所のみサンプルがあるが㸪同発㟁所の詳
細の被害状況が分からないため㸪6 強以上の発㟁所の一
般化した被害と復旧期㛫として捉えるのは困㞴であると

みられ㸪本稿ではこの評価は㑊けることとする㸬 
 
㸱㸬㤳㒔直下地㟈における㟁力㟂給問㢟 
 㤳㒔直下地㟈は今後 30年以内に 70㹼80%の確率で発生
する可能性があり㸪現在さまざまな対策の推㐍が㐍めら

れている状況である㸬今回の福島県沖地㟈は㸪東京から

㞳れた福島県沖で発生した地㟈であるが㸪それでも東京

エリアの㟁力の㟂給が㐕㏕した㸬東京エリアへ㟁力を供

給する大半の発㟁所が㞟中する東京湾㏆㑹が㟈源とする

㤳㒔直下地㟈が発生した㝿には㸪相当の数の㟁源が使用

できなくなる可能性が㧗い㸬そこで㸪㤳㒔直下地㟈が発

生した場合の㟁力㟂給状況を㋃まえて課㢟を整理する㸬 
(1) 㟁力供給力の推定 
 2013 年に中央㜵災会議より公表された「㤳㒔直下地㟈
の被害想定と対策について㸦最終報告㸧」3㸧によれば㸪

直後の㟁力の供給力は㟁力融㏻を含めてピーク㟂要に対

して 51㸣㸪1㐌㛫後も 52㸣とされ㸪1ヶ月後には 94㸣に
なると想定されている㸬1 ヶ月経㐣するまで㟂要に対し
て 5 割程度しか供給力が無いという厳しい想定である㸬
今回の福島県沖地㟈で用いたデータを基に㸪同様に㤳㒔

直下地㟈に当てはめて詳細に㟁力㟂給状況を推定する㸬 
 福島県沖地㟈が㉳きた 2022 年 3月 16日に㤳㒔直下地
㟈が発生していたと仮定すると㸪どの程度の供給力が失

われ㸪そのインパクトがどの程度かについて考察する㸬

対象とする㤳㒔直下地㟈は㸪複数ある地㟈モデルの中で㸪

最も東京湾沿岸に影㡪が大きい㒔心南㒊地㟈を用いる㸬

㒔心南㒊地㟈の想定㟈度を用いて㸪先ほどと同様に㸪

HJKSのデータに登㘓されている東京エリアの発㟁所のう
ち㸪影㡪無し㸦㟈度 5弱以下㸧㸪㟈度 5強㸪㟈度 6弱以
上の場所に立地している火力発㟁所を一つ一つ確認をす

る㸦ただし㸪㟈度 5 強のエリアには火力発㟁所は無い㸧㸬
先ほどと同じ分㢮㡯目を用いて㸪影㡪無しは「㏻常稼

働」㸪㟈度 6 弱以上は㸪「計画外停止」の「地㟈」に分
け㸪それ以外の分㢮はそのまま用いる㸬なお㸪「計画停

止」において㸪地㟈の影㡪を受けている発㟁所も多いが㸪

元々「計画停止」に分㢮されている場合は「計画停止」

のままで㸪「地㟈」の㡯目に分㢮していない㸬そのため㸪

ここでの「地㟈」の割合が㸪地㟈の影㡪を受ける全ての

発㟁所の割合では無い㸬また㸪水力発㟁所については被

害と停止期㛫の㛵係が分からないため「地㟈」への分㢮

はしていない㸬以上より㸪分㢮した結果を図 2に示す㸬 
㤳㒔直下地㟈㸦㒔心南㒊地㟈㸧が発生した場合の停止

区分別の発㟁所の認可出力割合は㸪「計画外停止」の

「地㟈」による停止の割合が 37㸣であり㸪約 4割が停止
する㸬もともと停止している「計画停止」の割合を含め

ると稼働できない発㟁所は全体で約 8 割にのぼる㸬すな
わち「㏻常稼働」できる発㟁所が 22㸣となり㸪出力数で
いえば約 1,500万 kWという結果であった㸬 
(2) 㟁力㟂給㐕㏕のインパクト 
 㤳㒔直下地㟈後の㟁力供給力約 1,500万 kWは㸪3月 16
日の福島県沖地㟈以㝆の実㝿の㟂給実績に当てはめると㸪

社会にどの程度のインパクトなのかについて考察する㸬 
 地㟈後㸪東京エリアで㟁力㟂給実績がピークとなった

のは㸪3月 22日 13時の 4,534万 kWである 4㸧㸬この数値

は㟁力㟂給㐕㏕警報が出され㸪㟂要者が一定の節㟁努力

を実施した上での実績である㸬図 2 で算出したのは㸪認
可出力 10万 kW以上の火力㸪原子力㸪水力の発㟁所のみ
であるから㸪実㝿には㸪太㝧光㸪㢼力㸪バイオマス発㟁

等㸪揚水発㟁㸪または地域㛫の融㏻を㋃まえると少し供

給力が増える㸬データの制約上㸪㤳㒔直下地㟈によるこ

れら発㟁所への影㡪の推定が困㞴であるため㸪福島県沖

地㟈の㝿と同様の供給実績として㸪これら発㟁所は全て

㏻常稼働として仮定する㸬福島県沖地㟈の実績である㸪

太㝧光 160㸪㢼力 11㸪バイオマス 26㸪揚水 537㸪融㏻ 493
㸦いずれも 2022年 3月 22日 13時の供給力㸧㸦単位㸸万
kWh㸧を㸪約 1,500万 kWに加えると㸪約 2,727万 kWと
なる㸬㟁力供給力として㸪㤳㒔圏に設置されている太㝧

光・㢼力・バイオマス発㟁所等は地㟈により被害を受け

て使用できない可能性が㧗く㸪先㏙した㏻り水力発㟁へ

の影㡪も考慮できておらず全て㏻常稼働の仮定となって

いるため㸪㐣大評価の算定となる㸬一方㸪東北からの㟁

力融㏻は福島県沖地㟈より多く実施することが可能であ

ると考えられるため㸪融㏻に㛵しては㐣少評価の算定と

なっている㸬以上の留意点を確認した上で㸪単純に比㍑

するとおよそ約 1,800万 kWの不㊊となる㸬ただし㸪㤳㒔
直下地㟈後の㟂要㔞について㸪被害を受けた㏦変㟁施設㸪

日常生活や社会経済活動等の低下による㟁力㟂要の減少

については考慮できていない㸬㤳㒔直下地㟈の被害は大

 
図 2 㤳㒔直下地㟈㸦㒔心南㒊直下地㟈㸧が発生した場

合の停止区分別の発㟁所の認可出力割合㸦推定㸧  
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きいが㸪1,800 万 kW㸦平時㟂要の 4割程度㸧の㟂要低下
は生じるだろうか㸬今後㸪地㟈の対策が㐍むほど㸪地㟈

後の㟁力㟂要㔞の低下が抑制されるので㸪㏫に㟁力㟂給

ギャップの問㢟が大きくなるといえる㸬さらに㸪福島県

沖地㟈のように㸪地㟈後に発㟁所のトラブル等で停止し

て供給力がさらに失われることはあり得るため㸪さらな

る供給力低下のリスクを考える必要もある㸬 
また㸪年㛫の㟁力㟂要が最も㧗い夏季に地㟈が発生し

た場合についても検討する㸬東京㟁力では㸪2021 年 8 月
の㟁力実績のピークは約 5,600万 kWであり 4㸧㸪時期が変

わると計画停止の発㟁所の割合も変動するため単純には

比㍑できないが㸪夏季に㤳㒔直下地㟈が㉳きた㝿には㸪

約 3,800万 kW程度㸦平時㟂要の約 7割㸧が不㊊する㸬夏
季は冷房㟂要が上がるので㸪さらなる厳しい条件下で㸪

㟁力㟂要抑制策が実施される可能性が㧗いといえる㸬 
 
㸲㸬考察 
 㤳㒔直下地㟈による㟁力㟂給問㢟における論点として

以下の 2点について考察する㸬 
 1 点目は㸪直接被害を受けた家屋・事業所等の被災地
内での活動継続および被災地の復旧活動に係る㟁力㟂要

の問㢟である㸬地㟈直後から数㐌㛫程度は㸪㏦㟁網や変

㟁所が広く被害を受けて㸪㤳㒔圏内で大規模な停㟁が発

生しているため㸪㟁力㟂給㐕㏕問㢟はさほど大きくはな

らないと考えられる㸬しかしながら㸪㏦㟁網や変㟁所が

ある程度復旧してきた後には㸪被害による㟂要減少は㉳

きるものの㸪事業を継続できる事業所の社会経済活動の

維持㸪家屋が被災した被災者の㑊㞴所等での生活㸪地域

外からの応援者を含めた被災地で行う復旧活動等のため

の㟁力㟂要に対して㸪必要な㔞の㟁力を供給できるのか

という問㢟が生じる㸬㤳㒔直下地㟈においては㸪㟈度 6
強や 7 といった㠀常に強い揺れや相当の数の火力発㟁所
が同時多発的に被害を受けることになり㸪復旧は 1 ヶ月
程度では済まず㸪数ヶ月以上といった時㛫を要する可能

性もある㸬すなわち㸪㏦㟁網や変㟁所が復旧した後にも

発㟁所が復旧しておらず㟁力㟂給㐕㏕が社会に大きな影

㡪を与える可能性がある㸬そのため㸪㐣去に経㦂してい

ない程の期㛫で㟁力㟂給㐕㏕が継続する可能性について

留意し㸪その場合には㸪㤳㒔機能を有し㸪経済活動が一

局㞟中する㤳㒔圏の社会経済活動の維持にどの程度影㡪

があり㸪どのような対応が必要なのかについて具体的に

検討しておく必要があることを指摘する㸬 
2 点目は㸪今後の㟁力システムの動向が㤳㒔直下地㟈

による㟁力㟂給㐕㏕問㢟に対してどのような影㡪を与え

るのかという点である㸬日本は 2030年の㟁源構成におい
て再生可能エネルギーを 22〜24㸣に増やす目標としてい
て㸪具体的には今後増える見㎸みがあるのは太㝧光発㟁

所である㸬㤳㒔直下地㟈の㟁力㟂給の構㐀的な問㢟は㸪

東京湾㏆㑹に大規模火力発㟁所が㞟中的に立地している

ことであるが㸪太㝧光発㟁の増加により㟁源が内㝣㒊に

分散していくことについてはリスク㍍減の㠃でプラスの

方向に㐍んでいくようにもみえる㸬しかしながら㸪太㝧

光発㟁は㸪天候に左右され㸪今回の福島県沖地㟈におい

ても天候不良で太㝧光発㟁に期待ができなかった㠃があ

る㸬その場合には㸪その他の発㟁㸦火力・水力等㸧に㢗

らざるを得ないので㸪根本的にはリスクが㍍減される方

向には㐍まないと推察される㸬一方で㸪再生可能エネル

ギーの増加により地域㛫㟁力融㏻の円滑化のために㸪地

域㛫㐃系線の設備増強の計画が一定程度㐍められている

点については㸪融㏻可能㔞の増加に期待できるといえる㸬 
また㸪日本では 2011年の福島第一原子力発㟁所の事故
により㸪全国の既存の原子力発㟁所が安全確認されない

㝈り活用できない問㢟も供給力に大きく影㡪している㸬

東京エリアでは柏崎刈羽原子力発㟁所は新潟県にあり㸪

㤳㒔直下地㟈後には㠀常に期待できる㟁源であるが㸪ま

だ稼働されていない状況である㸬さらに㸪㏆年の世界的

なカーボンニュートラルの実現に向けた潮流の中で㸪古

くなった火力発㟁所は更新されず廃止になる傾向がある㸬

3月 31日には㸪東京㟁力 HDと中㒊㟁力が折半出資する
株式会社 JERA が㸪火力発㟁所 9 基㸦合計出力約 380 万
kW㸧を廃止することを公表している 5㸧㸬すなわち㸪既

存の㟁源を活用できず㸪供給力の余剰が小さくなってい

る状況であるにもかかわらず㸪その喪失分を補うための

抜本的な代替策が見出されていない点に大きな懸念が残

る㸬全国的に見れば㸪南海トラフ地㟈においても地㟈後

の㟁力㟂給の㐕㏕は懸念されており㸪災害リスクを㋃ま

えた㟁力システム全体の再考が求められるといえる㸬 
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2019ᖺᡣ⥲半島台㢼による⿕害と地域の㜵⅏力 
Damages from the 2019 Boso Peninsula Typhoon  

and Local Disaster Measures: by Local Governments 
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   The 2019 Boso Peninsula Typhoon made a lot of damages to the Tokyo metropolitan area and especially Chiba 
Prefecture was severely damaged by this typhoon. Most areas of Chiba Prefecture had been suffered from a power 
failure for weeks and the southern part of Boso peninsula experienced building roof damages caused by strong wind of 
typhoon. This paper discussed building roof damages from this typhoon and disaster measures by the local governments 
in the southern part of the peninsula. 

Keywords : Boso Peninsula Typhoon, Strong wind, Roof damage, Disaster measures, Local autonomy 

はじめに

2019年 9月 5日にⓎ生した台㢼15号㸦気㇟庁は「令和

元年房⥲半島台㢼」と命名㸧は、㛵東地方に上㝣した台

㢼としては比㍑ⓗ小型であったが、最強クラスの勢力を

⥔持していた。房⥲半島台㢼でもっとも⿕害が大きかっ

たのは千ⴥ┴であった。㛵東地方の広域で停㟁がⓎ生し

たが、台㢼により千ⴥ┴内ではほとんどの⮬治体で㛗期

㛫の停㟁がⓎ生し、市民生活や⤒済活動などに深刻な影

㡪が生じた。 

同台㢼が上㝣してから⣙ 1 㐌㛫後、家屋屋根の⿕害が

多Ⓨした房⥲半島の木更津市、君津市、㗬南⏫、南房⥲

市、㤋山市、㬞川市などでの事前の現地ㄪ査を⾜った上

で、9 月下旬になってから建物屋根の⿕害が大きかった

㗬南⏫、南房⥲市、㤋山市における✵撮ㄪ査を実施した。   

また、2020 年春、㗬南⏫㸦平成の合併時に⏫村合併に

加わらなかった⮬治体㸧や南房⥲市㸦㸵⏫村による広域

合併した⮬治体㸧における台㢼⿕害の状況や⮬治体の取

り⤌みに㛵するヒアリングㄪ査をィ⏬したが、コロナ⚝

で当初の予定よりも大幅に㐜れた。 

本✏の構成は以下の㏻りである。➨㸯❶では、房⥲半

島台㢼による南房⥲地域の⿕害状況を整理した。➨㸰❶

では、⮬治体のヒアリングㄪ査の⤖果について検ウした。

➨㸱❶では、⮬治体のヒアリングㄪ査を㏻してみた地域

の㜵災力について問㢟点を明らかにした。 

㸯㸬ᡣ⥲半島台㢼と南ᡣ⥲地域 

㸦㸯㸧ᡣ⥲半島台㢼のᴫせ

房⥲半島台㢼は、千ⴥ┴、東京㒔、⚄奈川┴を中心に

建物⿕害をⓎ生させたが、もっとも⿕害が大きかったの

は千ⴥ┴であった。㛵東の広域で停㟁がⓎ生したが、こ

の台㢼により千ⴥ┴内のほとんどの⮬治体で停㟁になっ

た。停㟁期㛫の㛗期化により、市民生活や⤒済活動など

にも様々な影㡪が生じた。また、房⥲半島南㒊の㤋山市、

南房⥲市、㗬南⏫などでは建物屋根に甚大な⿕害がⓎ生

した。 

 房⥲半島台㢼による⿕害Ⓨ生の初期段㝵では、┴全域

に影㡪を及ぼした停㟁などにより甚大な⿕害がⓎ生した

ことを把握できず、千ⴥ┴の初動対応は㐜れた。 

㸦㸰㸧ᡣ⥲半島台㢼の⿕害≧ἣ

房⥲半島台㢼の人ⓗ⿕害としては、東京㒔で死⪅ 1 名、

㔜㍍傷が 1 㒔 6 ┴で 139 名であった。台㢼⿕害による停

㟁のもとで熱中による死⪅が」数Ⓨ生した。なお、⿕

災して◚損した建物屋根を⿵修する㝿の事故で 3 名が死

亡し、52 名が㈇傷した。 

建物などの⿕害は、千ⴥ┴、東京㒔、⚄奈川┴を中心

にⓎ生した。その中でも、甚大な⿕害がⓎ生した千ⴥ┴

では、全壊 409 棟、半壊 4,281 棟、一㒊◚損 71,624 棟、

床上・床下浸水 96 棟であった。一㒊◚損の 9 割が建物屋

根の◚損であった。 

停㟁による⿕害が大きかった千ⴥ┴内では、㏦㟁塔 2

本と㟁柱 84 本が倒壊した他、⣙ 2,000 本の㟁柱が損傷を

受けた。千ⴥ┴内では㔝⏣市、我孫子市、浦安市以外の

すべての⮬治体で停㟁がⓎ生したが、停㟁の⥲戸数は 64

万 1,000 戸であった。停㟁が㛗期化することによって、

市民生活への悪影㡪がⓎ生するだけでなく、♫会基┙の

停止や⤒済活動の様々な㠃にも深刻な影㡪が生じてきた。 

また、台㢼に伴う断水は、千ⴥ、東京、㟼岡の 3 㒔┴

でⓎ生した。千ⴥ┴の断水戸数は 13 万 3,474 戸であった。

千ⴥ┴では、浄水場などから水を㏦るポンプが停㟁のた

めに使⏝できず、㧗台の㈓水場の水が減ったことで断水

が広⠊囲でⓎ生した。 

台㢼の㏻㐣に伴って、停㟁がⓎ生したために、インタ

ーネット回⥺、固定㟁ヰ回⥺、携帯㟁ヰなどの㏻信㞀害

が⥅⥆した。 

㸦㸱㸧ᡣ⥲半島南㒊におけるᘓ≀屋᰿の⿕害

房⥲半島南㒊の㤋山市、南房⥲市、㗬南⏫などでも停

㟁による⿕害は㛗期化したが、房⥲半島台㢼の暴㢼によ

って、太平洋に✺き出た形の房⥲半島の先➃に位⨨する
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これらの⮬治体では、一㒊の地域で建物屋根の◚損⿕害

が多数Ⓨ生した。具体ⓗには、㤋山市の太平洋側にある

布Ⰻ・┦浜地区、東京湾の入り口にある㗬南⏫勝山地区、

岩井⿄地区では㠀常に多数の建物屋根の⿕害がⓎ生した。 

①㤋山市の⿕害≧ἣ

房⥲半島南㒊に位⨨する㤋山市は温暖な気候に恵まれ

ており、市中心㒊は東京湾の浦㈡水㐨、南側は太平洋に

㠃しており、人口 45,447 人、世帯数 23,154 世帯㸦2021

年 4 月㸯日現在㸧である。 

房⥲半島台㢼によって、㤋山市南㒊、太平洋に㠃した

海沿いの漁業㞟ⴠである布Ⰻ・┦浜地区㸦人口 831 人㸧

では、建物屋根に甚大な⿕害がⓎ生した。この地区は㤋

山市の中でも㧗㱋化率が㧗く、地域の力だけで災害対応

をすることができず、多くのボランティアを受け入れた

地域でもあった。 

②㗬南⏫の⿕害≧ἣ

㗬南⏫は房⥲半島南㒊に位⨨しており、東京湾の入り

口㏆く浦㈡水㐨に㠃している。㒔心からも比㍑ⓗ㏆くて、

人口7,342人、世帯数3,522世帯㸦2021年4月1日現在㸧

のⴠち╔いた㞺囲気のほ光地である。㗬南⏫は、」㞧な

海岸⥺のもとでいくつかの漁港を擁している。 

 この漁港の 1 つである勝山漁港のすぐ横には東京湾に

✺き出すような形で、房⥲丘㝠の一㒊を構成する大㯮山

が❧地している。勝山漁港周㎶の建物屋根の⿕害率は⣙

4 割であった。✵撮ㄪ査の⤖果によっても明らかなよう

に、建物屋根の⿕害分布にはⴭしい偏りがなく、この地

域の多くの建物屋根で⿕害がⓎ生した。勝山漁港に㏆い

⏫役場の建物玄㛵などにも大きな⿕害がⓎ生した。 

なお、勝山漁港から南に⣙ 1.5km の南房⥲市に㞄接し

ている岩井⿄地区の建物屋根でも大きな⿕害がⓎ生した。

岩井⿄地区は小つ模な㞟ⴠで、勝山漁港と比べて小さな

漁港である。 

③南ᡣ⥲市の⿕害≧ἣ

南房⥲市は千ⴥ┴最南➃に位⨨し、海岸㒊は南房⥲国

定公園に指定されている。ほ光㒔市と㧗㱋化の㐍んだ㐣

地域としての性格を持ち、㤋山市を取り囲む形で市域

を形成している。 

2006 年 3 月、内房側の富浦⏫、富山⏫、内㝣の三ⰾ村、

外房側のⓑ浜⏫、千倉⏫、丸山⏫、和⏣⏫の 6 ⏫ 1 村の

広域合併で南房⥲市がⓎ㊊した。南房⥲市役所は内房側

の富浦地区に❧地している。同市の人口 36,719 人、世帯

数 17,143 世帯㸦2021 年 4 月 1 日現在㸧である。 

台㢼⿕害としては、全壊 122 棟、大つ模半壊 140 棟、

半壊 849 棟、一㒊損壊 5,612 棟であった。同市でも停㟁

は広⠊囲でⓎ生した。建物屋根などの⿕害は内房側の富

浦地区、富山地区などに㞟中していた。 

  㸦ᙳ㸸佐⸨孝◊✲室㸧 

写┿㸫㸯 㤋山市布Ⰻ・┦地区の⿕⅏≧ἣ 

㸦ᙳ㸸佐⸨孝◊✲室㸧 

写┿㸫㸰 㗬南⏫勝山地区の⿕⅏≧ἣ 

㸦㸲㸧✵ㄪᰝでぢえてきたこと

房⥲半島南㒊の⮬治体で⾜った✵撮ㄪ査では、⿕害の

大きかった㤋山市や㗬南⏫でも地域によって建物屋根の

⿕害に偏在がぢられた。建物が新しいのか古いのかは余

り㛵係なく、半数㏆くの建物屋根が⿕害を受けた㗬南⏫

勝山地区のような地域があった一方で、建物屋根の⿕害

が余りぢられなかった南房⥲市和⏣地区のような地域も

多数あった。このようなことから、台㢼の接㏆時及び㏻

㐣時の㢼向きや地形ⓗなせ因が」㞧に㛵㐃して建物屋根

の⿕害がⓎ生したと⪃えられる。 

 今回のㄪ査は、基本ⓗに上✵からの俯▔ⓗな✵撮によ

る判断であって、建物一棟ごとの内㒊の⿕災状況の判断

によるものでない。㤋山市布Ⰻ・┦浜地区や㗬南⏫勝山

地区などのように、⿕害が㞟中ⓗにⓎ生していた場所で

は地上㠃での建物⿕害の☜ㄆを⾜った。 

 房⥲半島南㒊の建物屋根の⿕害状況は、メディア報㐨

でも伝えられていたが、⮬治体当局が建物屋根の⿕害状

況の全容を把握するまでには┦当な時㛫をせした。2019

年 9 月下旬の✵撮ㄪ査時に、㤋山市、南房⥲市、㗬南⏫

では⮬治体⫋員や外㒊から来た応援㒊㝲によって一戸一

戸をゼ問して⨯災状況を点検する作業が⥅⥆していた。

今後、地上での⮬治体⫋員などの┠どによる⨯災状況の

☜ㄆ作業とドローン✵撮などによる俯▔ⓗな⿕害状況の

把握を有機ⓗに⤌み合わせることもㄢ㢟である。 

 2019 年 9 月の✵撮映像によれば、建物屋根をブルーシ

ートやⓑⰍシートでそった建物が多数あった一方で、屋

根のⴭしい⿕害があるのにも㛵わらずまったくシートで

そわれていない建物もあったが、これらの建物は既に✵

き家となっているものであることを☜ㄆした。2020 年 9

月の✵撮ㄪ査で、ブルーシートなどでそわれている建物

は大幅に減少していた。⿕害が大きかった㤋山市布Ⰻ・

┦浜地区や㗬南⏫勝山地区でも⣙㸴割⛬度の建物屋根が

修復されたとぢられる。 

㸰㸬⮬体のヒアリングㄪᰝにぢる地域の㜵⅏力 

㸦㸯㸧ヒアリングㄪᰝの᪉ἲについて

㗬南⏫役場と南房⥲市役所をㄪ査の対㇟として㑅択し

た。その理⏤としては、いずれも房⥲半島台㢼で甚大な

⿕害を受けた⮬治体であるとともに、各⮬治体の基本ⓗ

な性格の㐪いが㢧ⴭであるということがある。 

南房⥲市役所は平成の合併によって 6 ⏫ 1 村が広域合

併してできた⮬治体である。一方の㗬南⏫は、全国ⓗに

平成の合併が推㐍された時にも合併に参加せず、小つ模

ながら独❧を⥔持してきた⮬治体である。これらの性格
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の㐪う⮬治体が房⥲半島台㢼による⿕災に対してどのよ

うに対応したのかということは、㜵災対⟇を㐍める上で

も♧唆に富んでいる。 

現地ㄪ査を実施する前に、各⮬治体にヒアリングㄪ査

の㉁問⚊を㏦って回⟅を得た上でその内容について検ウ

した。㗬南⏫は 2020 年 10 月、南房⥲市は 2021 年 5 月に

ヒアリングㄪ査を実施した。ヒアリングㄪ査の㉁問内容

は以下の㏻りである。

①㛗期の停㟁、断水、㏻信㞀害➼、⿕害の状況について

②地域㜵災ィ⏬について、㢼水害に対するつ定はあった

と思われるが、今回の台㢼に┤㠃してィ⏬の実効性は

☜保できたか

③災害対⟇本㒊の❧ち上げ、⿕害状況の把握の時期、㑊

㞴所のタ⨨、⮬治会・消㜵団との㐃携など、初動体制

からの状況とㄢ㢟は

④国・┴との㐃携について、災害当初の㐃⤡の状況、支

援事業のあり方、㈈政措⨨は十分なものであったか

⑤独⮬協定による┴外⮬治体の支援の内容、対口支援に

よる┴外⮬治体からの支援とその支援の内容、特に助

かった点やㄢ㢟など

⑥今回の⮬治体⫋員の災害体㦂について、⮬治体内での

⥅承、他⮬治体へのⓎ信、今後の災害対⟇に役❧てる

ということについての⪃え方は

⑦災害対応を担う技⾡⣔⫋員の☜保についての対応と今

後の取り⤌みは

⑧日ごろからの地域♫会・㏆㞄⮬治体・ライフライン㛵

係機㛵との㐃携について、特に強化したこと

⑨広域合併による㜵災力の✵洞化が懸念される指摘があ

るが、合併を㑅択した、しなかった⮬治体の❧場とし

て、災害時の司令塔としての役場機⬟は十分にⓎ揮で

きたか。また、南房⥲市は㸴⏫㸯村の合併によりㄌ生

したが、台㢼 15 号の⿕災後に、合併によるメリット㺃

デメリットについてどのように感じたか

⑩台㢼 15 号による⿕災後に、全市の⿕害状況の把握や安

否☜ㄆにどれくらいの時㛫をせしたか、また、市内全

域への支援体制はスムーズに機⬟したか

⑪特に㧗㱋化の㐍展がⴭしいなか、災害時における㧗㱋

⪅の支援⟇、独居⪁人の安否☜ㄆなどにどのように対

応したか、また、㞀がい⪅の支援体制、⚟♴㑊㞴所の

タ⨨状況について

㸦㸰㸧⮬体のヒアリングㄪᰝからぢえてきたこと

各⮬治体の回⟅書やヒアリングの内容や千ⴥ┴検ド報

告書で出てきた問㢟などを整理しよう。 

①┴と市⏫ᮧの㛵係

房⥲半島台㢼によって甚大な⿕害を受けた㗬南⏫や南

房⥲市は、これまでぢてきたように、情報のⓎ信や収㞟、

⿕害情報の把握、⮬治会・消㜵団➼との㐃携、国・┴・

民㛫などとの㐃携、┴内外⮬治体の支援・対口支援、㑊

㞴所㐠営などの点で、様々な取り⤌みを㐍めヨ⾜㘒ㄗも

⾜ってきた。それらの取り⤌みの中には、十分に成果を

上げたものだけでなく、今後にㄢ㢟を残すことになった

取り⤌みもあった。とりわけ、事前の㉁問への回⟅やヒ

アリングの中で┴との㛵係について問㢟点を指摘するコ

メントが多かった。

各⮬治体への事前の㉁問への回⟅書の中で、┴と⮬治

体との㛵係について以下のようなコメントがあった。両

方の⮬治体におけるヒアリングの㝿にも同様の指摘が出

てきたことは、基本ⓗな┴と市⏫村の㛵係に㔜大な問㢟

があったのではないかということを♧唆している。 

・国の現地入りは㎿㏿であり、各┬庁の専㛛▱ぢを活か

し当⏫の災害に対応㺃㺃。災害時の物㈨ㄪ㐩、㟁源㌴の

㓄備などは⤒済産業┬⫋員がいなければできなかった。

⏫のせㄳを待たずに現地入りし、⿕災地の状況を┤接

感じ取り、㐺切な対処を共に検ウしてくれた㺃㺃。㺃㺃千

ⴥ┴全土の停㟁と㏻信㏵⤯により混乱、㸦┴㸧⫋員の

到╔が㐜れた。⿕災⮬治体のせㄳを待たず、㎿㏿に派

㐵するためのルールが必せである。㸦㗬南⏫㸧

・Ⓨ災当時、千ⴥ┴の㜵災倉庫の備品については把握

していたが、Ⓨ㟁機がインバーター付ではなかったた

め、借⏝はせず。ブルーシートの必せ性から、安房地

域振⯆事務所で 1,000 枚保⟶しているブルーシートと、

┴内の振⯆事務所で保⟶していた 3,000 枚のブルーシ

ートの手㓄を依㢗したが、人手が無いとの事で㺃㺃取り

に㉱いた。その㛫、千ⴥ┴からは何の㐃⤡も無かった。

㸦南房⥲市㸧

本✏では千ⴥ┴検ド報告書で明らかにされた内容や方

向性について具体ⓗに検ウするだけの⣬幅はないが、千

ⴥ┴検ド報告書で、「5)地域㜵災ィ⏬にプロアクティブ

の原則についてグ㍕することを検ウする。㸦プロアクテ

ィブの原則とは、・わしいときは⾜動せよ、・最悪事

態を想定して⾜動せよ、・✵振りはチされるがぢ㏨しは

チされない、の三原則㸧」㸦千ⴥ┴検ド報告書 48 㡫㸧と

㏙べていた点については問㢟意㆑の㍍さを感じる。検ド

報告書が当座しのぎの作文ではなく、本当に災害への㆙

戒感や危機⟶理意㆑に反映されるのかどうか、これから

┴⾜政の動きをしっかりと┘どしていく必せがある。 

②⮬体のヒアリングㄪᰝからぢえてきたⅬ

・㗬南⏫で㜵災⾜政無⥺が失われなかったことは、⿕害

拡大の抑制にもつながったのではないかと⪃えられる。

南房⥲市では㜵災⾜政無⥺が使⏝できず、広報㌴など

で対応したが、住民から「⪺こえない」というⱞ情が

殺到した。

・㟁力復旧までの㛗期化は、災害時の情報㞟⣙、伝㐩手

段に影㡪するとともに、災害対⟇本㒊や㑊㞴所となる

公共施タの㐠営に影㡪するだけでなく、住民の⮬宅に

おける㑊㞴生活にも多大の影㡪を与えた。

・災害が㛗引くにつれ、唯一の⛣動手段である㌴㍗の燃

料不㊊が問㢟化してきた。㠀常時の燃料⿵⤥や☜保は

大きなㄢ㢟である。

・Ⓨ災当初の⿕害情報は、停㟁により㏻信が㏵⤯してい

たことで、情報がまったく入ってこないという状況に

あり、㐃⤡のために使⏝可⬟な手段は⾨星携帯㟁ヰだ

けであった。

・㗬南⏫では、情報㏻信機器に㢗ることを早期にㅉめ、

アナログⓗな対⟇で乗り切る方㔪に切り替え、⫋員⥲

出と全地区㛗による人海戦⾡での情報収㞟を実施した。

災害時において地域共同体の存在する地域は大きな㜵

災力につながることを実感したという。

・地域㜵災ィ⏬㏻りに対処してきたが、想定外の事態も

多Ⓨしたことから、判断に㏞う事態に┤㠃した㝿は、

その㒔度、災害対⟇本㒊で協㆟、担当㒊⨫でのチーム

判断、地域住民への協力せㄳ➼により対応した。

・㗬南⏫では、┴内、㏆㞄⮬治体の応援がぢ㎸めないこ

とを早期に想定し、独⮬の災害協定による支援に切り

替え、Ⓨ災┤後から支援を受け入れた。同時に、⏫村

会事務局からの㐃⤡により、その存在を初めて▱った

対口支援も受け入れることにした。

・千ⴥ┴全体で停㟁と㏻信の㏵⤯により混乱がⓎ生して
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いたために、┴⫋員派㐵の到╔が㐜れたが、今後は、

⿕災⮬治体のせㄳを待たずに㎿㏿に派㐵するためのル

ールが必せである。 

・東京㟁力や NTT などの民㛫企業のリエゾンの動きは

様々であった。東京㟁力は率先して動き、現場での状

況をタイムリーに共有した。NTT については、せㄳの

後で参加したが、㏻信事業⪅として⮬動ⓗに参㞟する

ことを検ウする必せがある。

・㗬南⏫の事例は小つ模⮬治体だからこそできたという

取り⤌みがかなりあったことは否定できない。一方で、

南房⥲市の場合は、㏆年の災害が多Ⓨする中で、⮬治

体の体㉁が広域合併の中で⬤弱になってきたことを♧

している可⬟性があるとともに、合併そのものが比㍑

ⓗ⦆やかなものであったので、元の㸴⏫㸯村時の地域

区分や⾜政機⬟が残っていた。これが地域㜵災のため

に功を奏したという可⬟性がある。

㸱㸬問われる地域の㜵⅏力 

㸦㸯㸧地域の㜵⅏力

2011 年の東日本大㟈災によって⮬治体のあり方が問わ

れるような事態が生じたが、2019 年 9 月の房⥲半島台㢼

や 10 月の東日本台㢼によって甚大な⿕害がⓎ生するまで、

㤳㒔圏では東日本大㟈災や 2016 年 4 月の熊本㐃㙐地㟈が

もたらした市役所や⏫役場庁⯋の⿕災による⾜政機⬟の

一時ⓗ喪失や平成の広域合併の問㢟点などの不㒔合な┿

実を余り┿剣に受け止めようとしなかったのではないか。 

房⥲半島台㢼によってもたらされた深刻な事態を⪃え

る上で、東京㟁力、国、千ⴥ┴、⮬治体などの危機⟶理

のあり方や㜵災対応が問われるが、┴や⮬治体の㜵災力

が機⬟したのかということが改めて問われる事態となっ

た。 

2019 年の台㢼⿕害は、㤳㒔圏に住む⚾たちにとって⮬

治体の㜵災力を再⪃させるものであったとともに、⮬治

ということが安心・安全な市民生活の原点であることを

⪃えさせるものであった。また、平成の広域合併は、周

㎶の⏫村を合併することでㄌ生した新・▼巻市において

典型ⓗにぢられたように、東日本大㟈災後の復旧・復⯆

の㐣⛬で深刻な問㢟をⓎ生させた。それは、単に復旧・

復⯆の㐜れという問㢟だけでなく、広域合併は⮬治体の

⾜政サービスの水準低下や地域の安全、すなわち㜵災力

を損なうリスクが大きいことを♧すものであった。 

㸴⏫㸯村の広域合併によってㄌ生した南房⥲市の事例

では、広域合併後の▼巻市にぢられたような深刻な問㢟

はⓎ生していなかったようにもぢえるが、ヒアリングㄪ

査⤖果からゝえることは広域合併に伴ってやはり様々な

問㢟がⓎ生していたことである。 

㸦㸰㸧公ⓗなῶ⅏サービスの低下と地域♫会

⿕災⮬治体の㜵災対応をㄪ査するために、コロナ⚝で

㗬南⏫や南房⥲市でのヒアリングㄪ査を実施したが、平

成の広域合併の時にㄌ生した南房⥲市が房⥲半島台㢼に

どう対応したのかということは多くの教カとすべきㄢ㢟

を残している。一方で、㗬南⏫は小つ模⮬治体が災害時

にⓎ揮する強さを♧していたが、同時に災害時における

国や┴との㐃携、国や┴からの支援のあり方、対口支援

の㔜せ性などを♧唆するものである。 

 多Ⓨする⮬然災害やコロナ⚝における公⾗⾨生の危機

ⓗな状況は、これまでに㐍められてきた広域合併や⮬治

体⫋員の㠀正つ化などが地域♫会の安全にとって何をも

たらしているのかを再⪃させるものである。 

⮬然災害のⓎ生時やコロナ⚝で明らかになった㔜大な

問㢟は、⮬然災害のⓎ災現場やコロナの感染現場で、⮬

治体の正つ公務員でなく㠀正つ公務員が現場対応を⾜っ

てきているということであり、このことを㜵災や公⾗⾨

生のㄢ㢟として┤どする必せがある。上林㝧治「会ィ年

度任⏝⫋員ⓑ書 2020」㸦『⮬治⥲◊』2021 年㸶月号㸧

は、災害Ⓨ生時の現場で㠀正つ公務員が正つ公務員と同

じような働き方を強いられていることを明らかにしてい

る。 

 2019 年の台㢼災害によって、広域合併の㜵災上の問㢟

点や公ⓗな減災サービスの低下ということを⮬然災害が

多Ⓨする時代となった今日、もう一度⪃え┤す必せがあ

るだろう。このような点から、⮬治体の㜵災力が広域合

併や⾜政サービスの低下のもとで✵洞化してきているの

ではないかということが懸念される。室崎┈㍤・幸⏣㞞

治⦅ⴭ『市⏫村合併による㜵災力✵洞化㸫東日本大㟈災

で㟢呈した弊害』は、今日の状況を検ウする上でも極め

て♧唆に富む内容である。 

おわりに 

㤳㒔圏の人口㞟中地域では、房⥲半島南㒊におけるよ

うな㜵災上の対応はほとんど不可⬟である。房⥲半島台

㢼などの⮬然災害に対する㗬南⏫や南房⥲市の取り⤌み

は今後の災害に備えて教カとすべき点も多いが、㒔市化

の㐍んだ㤳㒔圏の人口㞟中地域では㗬南⏫や南房⥲市と

は抜本ⓗに␗なった想定と取り⤌みを⪃えざるを得ない。 

気候変動が深刻化して台㢼や㞟中㞵が多Ⓨするよう

になった今日、大㒔市圏の人口㞟中地域での㜵災・減災

や公ⓗな減災サービスの低下という問㢟を┿剣に⪃えな

ければいけない時期にきている。 

 本✏の執➹にあたって、東京⮬治◊✲センターなどに

よって⤌⧊された東京湾岸㢼水害⿕害ㄪ査◊✲会からの

㉁問⚊に丁寧に回⟅するだけでなく、コロナ⚝の感染リ

スクがある中で快くヒアリングに対応して㡬いた㗬南⏫

役場、南房⥲市役所のⓙ様に感ㅰ⏦し上げます。
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3つの㟈⅏事例における⿕⅏地とそれ以外の地での判例データからみた
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The study of the uniqueness of three great earthquakes based on the judicial database㸬 
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This study examines the feathers of the three great earthquakes: The Great East Japan Earthquake of 2011㸪 The Great  
Hanshin-Awaji Earthquake㸪 Kumamoto Earthquake㸪 by analyzing the judicial precedents which are open to the public㸬  
By referencing the two major databases: D-1 law and TKC law library㸪 we are able to make use of the information to  
clarify the characteristics of the disasters㸬 In addition㸪 we compare the judicial precedents in the disaster area and those  
of other areas to find the differences㸬 

 
Keywords: the Great East Japan Earthquake㸪the Great Hanshin-Awaji Earthquake㸪database of  judicial  precedents 

 
㸯㸬はじめに 
 地㟈や㢼水害㸪火山噴火など㸪日本は多くの大規模な

自然災害に繰り返し見舞われており㸪被災後㸪損害を被

った被害者が行政や企業を相手取った様々な裁判が数の

大小や内容の違いはあるものの㸪多くの裁判が行われて

いる㸬1995年の阪神・淡路大㟈災㸪2011年の東日本大㟈

災の関連でも㸪民事では損害賠償請求事件・土地明渡請

求事件など㸪刑事では詐欺やその幇助㸪補助金の横㡿な

どの裁判が行われている㸬ただその中で特にその法解釈

が後の裁判での判断の規準となる可能性があるものにつ

いては判例としてデータベース化されている㸬つまり㸪

㟈災等の災害に関連する裁判の中でも判例としてデータ

ベース化されたものはその災害を特徴づける要素である

といえる㸬本研究で対象とする判例は㸪東日本大㟈災㸪

阪神・淡路大㟈災㸪熊本地㟈が訴訟の直接的原因または

復興をする際にあらわとなったものとし㸪訴訟原因が㟈

災前から存在していたもの㸪休業損害を算定する際の一

因として災害が関係しているものは省くものとする㸬加

えて㸪反訴での反訴原告は原告㸪反訴被告は被告として

扱う㸬最狭義の「判例」には㸪後の裁判の指針となりう

る裁判例のうち㸪最㧗裁で行われた裁判のみを対象とす

る解釈がある㸬また一方で㸪最広義の「判例」は「先例」

にこだわらず㸪すべての裁判事例を指すこともあるが㸪

本研究では下級審を含むすべての裁判の「先例」を「判

例」とする㸬 

 本研究では㸪3つの㟈災に関係した被災地域・域外(1)の㸪

ここでは損害の摘発によるものではなく㸪損害を被った

住民や企業等が訴えた地方裁判所の民事判例を㸪訴訟原

因を中心に考察することで災害の特徴を明らかにするこ

とを目的としている㸬なお㸪研究の対象を東日本大㟈災㸪

阪神・淡路大㟈災㸪熊本地㟈としたのは㸪近年発生した

㟈災である上記3つには判例件数に大きな差があり㸪訴訟

の内容も変化が見受けられたためである㸬 

 3つの災害に関係する裁判事例を対象とした既往研究と

して㸪阪神・淡路大㟈災での被災地の救援と復興を政策

法学の㠃から解決策を検討したもの1)㸪神戸弁護士会の 

 

方々による㟈災復興活動での経㦂から問㢟提起をしたも

の2)があった㸬東日本大㟈災では㸪福島原発賠償につい

て経過と論点を検討したもの3㸧4)㸪自然災害に関係する

教育の場での注意義務と危機管理を争点とする訴訟の比

較をしたもの5)㸪東日本大㟈災関連の判例の特徴を分析

したもの6)など㸪1つの㟈災に関連する法と政策の分析を

したものはある㸬しかしながら㸪複数の㟈災に関連する

裁判事例を対象として分析し㸪㟈災間の訴訟内容の比較㸪

災害の特徴を分析するものはなかった㸬 
 
 
2㸬◊✲᪉ἲ 
(1)使⏝するデータベース 

1)➨一ἲつ情報⥲合データベース 

法令「現行法規」判例「判例体系」法関連文献情報

「法律判例文献情報」等のコンテンツで構成される法情

報総合データベースであり㸪公刊判例誌約100誌に公表さ

れた判例を年間に約1万件の判例を新たに収録している㸬 

2)TKCローライブラリ 

明治8年の大審院判例から今日までに公表された判例を

網羅的に収録したフルテキスト型データベースであり㸪

公的・私的判例誌140誌を収録している㸬法律事務所のほ

か㸪大学や大学院でも用いられている㸬 

 

(2)᪉ἲ 

 本研究では法情報総合データベースである「第一法規

情報総合データベース」と「TKCローライブラリ」を使用

し㸪全国で2,000件近くある3つの㟈災に関係する地方裁

判所の判例を対象とし㸪訴訟内容を中心として㸪原告・

被告㸪時期等について考察することで㸪それぞれの㟈災

の特徴を明らかにする㸬ここでいう「事件」の定義は訴

訟や審判手続とする㸬1つの判例に複数の訴訟の申請がな

されていた場合に㸪判例ごとに申請日や原告・被告の分

析を行うことは不可能であるため㸪事件単位での分析を

行うための配慮として「事件」を使用している㸬 
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3㸬分ᯒ⤖ᯝ 
(1)3つの㟈⅏における主なッゴ内容の≉徴 

a)ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏ 

図1は㸪東日本大㟈災における域外㸪被災3県以外の地

方裁判所でどのような申請がなされていたのかを表すも

のである㸬全国でも「原発事故・放射能」は避難民の㟁

力会社に対する損害賠償請求や企業の㢼評被害での損害

に対して行われるため新たな問㢟として浮かび上がって

いる㸬しかし㸪東日本大㟈災は㸪強㟈区域が広大であっ

たために建物の損壊による「不動産関連」の申請が上回

っている㸬次いで「株式・証券」が多い㸬これらの訴訟

は㸪証券会社の本社がある東京に集中している㸬当該訴

訟が多い要因としてネットワーク上でリアルタイムで行

われる人の手を介さないプログラム化された取引になっ

たことが挙げられる㸬こうした時代背景の変化により㸪

それまでにはなかった新たな訴訟原因が現れたことが判

例の申請数を見てわかる㸬 

図2は㸪東日本大㟈災における被災3県の表したもので

ある㸬最も多い訴訟内容は「原初事故・放射能」関連の

訴訟であり㸪次いで亡者の遺族が提訴した安全配慮義務

違反などによる損害賠償請求や弔慰金請求などの「災害

関連金」が続くことが見て取れる㸬東日本大㟈災におけ

る被災3県での主要な訴訟内容となっているものには㸪原

発事故や津波の影㡪を大きく受けて新たな問㢟が現れた

ことが確認できる㸬 

b)㜰⚄・ῐ㊰大㟈⅏ 

 図 3 は㸪阪神・淡路大㟈災において㸪地方裁判所でど

のような判例の申請が行われていたかを表したものであ

る㸬阪神・淡路大㟈災では㸪不動産関連の訴訟が多く内

容としては㸪土地や建物の権利㸪賃借権を扱ったものが

多いことがわかった㸬兵庫県だけでも約 10万棟の住宅が

全壊し㸪半壊も約 14万棟被災した㸬その中でも㸪借地や

借家㸪集合住宅での権利を争ったものが㸪阪神・淡路大

㟈災における不動産関連の訴訟の特徴であるといえる㸬

その次に㸪判例の申請が多かった訴訟内容として㸪保険

関連が挙げられる㸬阪神・淡路大㟈災では直後から火災

が多発し㸪火災による被害が㸪約 7,000 棟にまでのぼっ

た㸬通常火災に対しては㸪火災保険に入っていれば保険

金が下りるのだが㸪㟈災に起因する地㟈免責により保険

金の支払いが免除される契約条㡯となっているため㸪火

災が㟈災に起因するものかを確認する裁判が行われ㸪判

例として残っているものと推測できる㸬 

c)⇃ᮏ地㟈 

熊本地㟈での訴訟申請数は㸪上記2つの㟈災と比較する

と㸪関連判例が少ないことがわかった(図4参照)㸬東日本

大㟈災の5年後と発生時期が近く㸪新たな法的問㢟が生じ

ていなかったことが見て取れる㸬加えて㸪災害の規模が

他の2つと比べて小さかったことも影㡪していると考えれ

る㸬 

 

(2)3つの㟈⅏におけるッゴ内容のヲ⣽ 

表1㹼4は㸪それぞれの災害における申請数が多かった

訴訟内容の上位4㡯目をあげたものである㸬 

a)ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏(⿕⅏3┴以外) 

表1から東日本大㟈災に関連する被災地域外の判例には

企業を原告とした内容が多いことが見て取れる㸬これは㸪

地㟈・津波の影㡪を受け㸪契約による債務を履行できな

くなった被告や㸪急激な経済活動の低下により損害を生

んでしまった投資家に対する損害賠償請求が多かったこ

とが原因である㸬もちろん原発事故の影㡪で起きた事業

に対する㢼評被害についての損害賠償の裁判が㟁力会社 

 
図1 ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏における⿕⅏3┴以外のッゴ内容 

 

 
  図2 ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏における⿕⅏3┴のッゴ内容 

 

 
    図3 㜰⚄ῐ㊰大㟈⅏におけるッゴ内容 

 

 
     図4 ⇃ᮏ地㟈におけるッゴ内容 

 

を被告に行われていたことも理由の一つである㸬 

b)ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏(⿕⅏3┴) 

表2の被災3県での訴訟内容の特徴は㸪裁判の申請を 
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した原告に市民・住民が多い点であるといえる㸬1つ目の

理由は㸪原発事故により㸪故郷や平穏に生活する権利を

奪われた住民が集団訴訟を行う場合が多いこと㸪2つ目は

地㟈・津波の直接的な影㡪を受けた際に㸪安全を確保す

る義務のある組織・人物がその義務を怠ったことに対す

る遺族による裁判が行われ「安全配慮義務」や「注意義

務」といった争点が新たに生まれたことが要因であると

いうことが明らかになった㸬 

c)㜰⚄・ῐ㊰大㟈⅏ 

表3の阪神・淡路大㟈災での訴訟内容における特徴とし

て㸪不動産関連では㸪賃借建物が㟈災で倒壊㸪焼失する

などした場合に㸪再建された賃貸への優先入居権や㸪再 

建されなかった場合の借地権の借家人への割り当てを目

的とした㸪罹災都市借地借家臨時処理法に係る㸪借地権

を有することの確認や割り当てなどの裁判が判例として

残っていることがわかる㸬その他にも㸪税金関係では㟈

災特例につき㸪自らが要件を満たしていることを主張す

る住民が行政に対して起こした訴訟が判例となっていた㸬 

d)⇃ᮏ地㟈 

 表4は㸪熊本地㟈における訴訟内容を表したものである

が㸪分析結果の(1)で示したように㸪判例自体が少ない結

果であった㸬その中でも復旧作業に関係する判例㸪外国

人技能実習生に復旧作業を手伝わせたとする指導を行う

義務の懈怠を訴訟内容とする裁判が行われたことが特徴

となっている㸬1度は東日本大㟈災で減った実習生が熊本

地㟈までに増加したことが理由の1つであると考えられる㸬

 

 

⾲1 ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏に㛵㐃する全国(1)の上位4㡯┠のッゴ内容ヲ⣽

 
⾲2 ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏に㛵㐃する⿕⅏3┴の上位4㡯┠のッゴ内容のヲ⣽ 

 
⾲3 㜰⚄・ῐ㊰大㟈⅏に㛵㐃する上位4㡯┠のッゴ内容のヲ⣽ 

 
⾲4 ⇃ᮏ地㟈に㛵㐃する上位4㡯┠のッゴ内容のヲ⣽ 

主な訴訟内༲ 原告 අ告

ᶅ動産関࿊

・地震によるඅ災賃貸住宅での大家側の修繕義ແ違ൕをཀྵ༟とした入居側の
　家賃າいに対する建土地渡請求
・事業所の賃ྋ減額請求事件(අ災による売上減少、地価の低下をཀྵ༟に)
・අ災による建取り壊しに伴う賃借人への退去請求
・液状化対策າ施工による住宅අ害に対する損害賠償請求

個人/企業 個人/企業

・証券会社等の投資家に対する震災の影響による市場の相場下ཚに係る
　投資家側の追加証拠金のいによる決済損金のཱི替金請求

企業 個人

・震災後の相場動向の༩測や断材ྋ等の情ๅ提供義ແ、指導助言義ແ違ൕ
　での損害賠償請求

個人 企業

・๎射能からඈ難した人々の安全対策(電ྙ会社)及び規制権限の行使(国)
　への損害賠償請求

個人

・事業の෫අ害、๎射能汚染、撤退による損害賠償請求 企業
・電ྙ会社への賠償金虚偽申請に対する損害賠償ศ還請求
　(逸失ཤ益がなかった、居住地が異なっているなど)

企業 個人/企業

ᶈ企業の契༁・業ແ
・震災による契༁の解除請求(ྃ客運送契༁、関係会社への支援のචགྷ性)
・倉庫のඅ災による商の価値の低下による荷主側からの損害賠償請求

企業 企業

ᶆ株式・証券

ᶇ原発事故・๎射能
企業

・๎射能からඈ難した人々の安全対策(電ྙ会社)及び規制権限の行使(国)
　への損害賠償請求

個人

・事業の෫අ害、๎射能汚染、撤退による損害賠償請求 企業
ᶆ人的損害
　(安全配ྂ義ແ)

・企業の従業員、顧客に対する安全配ྂ義ແ違ൕによる損害賠償請求
・公共施設のཤ༽者に対する安全配ྂ義ແ違ൕによる国家、損害賠償請求

個人 企業/行政

ᶇ災害関࿊支援金 ・災害弔慰金の支給決定の取消請求 個人 行政

ᶈ動産関࿊
・行政に対する震災興でのの換地処の確認請求
・行政に対する意向確認調査の結果を踏まえずに行った土地収༽の取消請求

個人/企業 個人/企業

ᶅ原発事故・๎射能 企業

ᶅ動産関࿊
・行政の市に対する借上支給、公営住宅の渡請求
　(གྷ件の消失、公営住宅๑の改正等)
・ጸ災都市借地借家ྡ時処ཀྵ๑での賃借権の確認請求

個人/行政
個人/
管ཀྵ組合

ᶆฯ険 ・අ害が地震໖責に該当しないとするඅฯ険者からの損害賠償請求 個人 企業

ᶇ災害関支援࿊金
・住の行政に対するඅ災者自ཱི支援金、災害弔慰金の支給決定取消請求
・震災後の過度、精神的緊張を伴う業ແが原因の一෨でくなったとする
　遺族の遺族ึ償金等支給決定取消請求

個人 行政

ᶈ税金関係
・住の行政に対する震災に係る固定資産税及び都市計画税の特ྭによる
　ෞ課決定取消等請求
・住の行政に対する震災に係る登໖許税納義ແ໖除の誤納の処取消

個人 行政

ᶅ旧作業
・外国人技能実習生が震災の旧作業に参加させられた事に対する企業への
　指導・管ཀྵのጳ怠による損害賠償請求
・行政に対する応援職員の誤解によるร更交決定の違๑確認請求

個人 行政/企業

ᶈ地位確認 ・震災後の欠勤がໃ断でないとする࿓働者の地位確認請求 個人 企業
「ᶆฯ険」「ᶇ災害関࿊支援金」はන3のᶆ、ᶇを参照
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(3)㛫㍈でみたそれぞれの㟈⅏のッゴ内容 

a)ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏における全国のッゴ⏦ㄳの年変化 

 図5は㸪東日本大㟈災関連の全国における訴訟内容の内

上位4㡯目の申請年を表したものである㸬発災直後である

2011年からの3年間をピークに減少を始めることがわかる㸬

発災年では㸪株式・証券に関する訴訟が多かった㸬これ

は㟈災の経済の落ち込みに起因する証券取引での損害は

㟢見が早く㸪証券会社の立替金の請求が迅速に行われた

ためであることが推測される㸬被災3県以外での不動産関
連の訴訟内容は㸪修繕義務違反や賃料減㢠請求であった

ことからすると㸪比較的早めの申請であることが伺える㸬 
b)ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏における⿕⅏3┴でのッゴ⏦ㄳの年変化 

 図6は㸪東日本大㟈災関連の被災3県の訴訟申請年せあ

る㸬まず発災直後から安全配慮義務を争点とする人的損

害に係る判例の増加が伺える㸬また㸪図5(全国)と比較す

ると㸪少し遅めの発災から2年後である2013年から大きな

増加を見せていることがわかる㸬原告側の避難生活㸪復

旧・復興作業が進められていたためであると考えられる㸬 
c)㜰⚄・ῐ㊰大㟈⅏におけるッゴ⏦ㄳの年変化 

 図7は阪神・淡路大㟈災における訴訟の申請は㸪発災年
から多くの㸪不動産関連や保険関係の訴訟が起きている

ことがわかる㸬前半は借地権の確認が多く申請されてい

たが㸪後半は被災したマンションの建替決議の無効など

の訴訟が申請されている㸬グラフ外では発災から20年後
の節目に㸪借上げ支給・災害公営住宅の明渡請求が増加

している㸬 
d)⇃ᮏ地㟈 

 熊本地㟈の判例のグラフは示さないが㸪復旧作業での

訴訟が特徴であるため㸪発災年(平成28年)の2~3年後に訴
訟が起きたことが明らかになった㸬 
 

 
 図5 㛫㍈でみたᮾ᪥ᮏ大㟈⅏のッゴ内容(全国) 

 

図6 㛫㍈でみたᮾ᪥ᮏ大㟈⅏のッゴ内容(3┴) 

 
図7 㛫㍈でみたッゴ内容(㜰⚄・ῐ㊰大㟈⅏) 

 

 

4㸬おわりに 
 本研究では㸪3つの異なる㟈災の訴訟内容を比較し㸪特

徴の一部を分析することができた㸬それは㸪㟈災の規模

や複合災害であるかに違いの他にも㸪被災地域とそれ以

外の地での訴訟内容や訴訟時期等に違いが生まれ㸪災害

が発生した時代背景も反映していることが確認された㸬

時代背景だけでいうと㸪災害の間隔が狭まれば背景とな

る社会的変化は小さく㸪判例は減少していくことも推測

できる結果となった㸬 
 今後は㸪さらに判例の詳しい内容に焦点を当て㸪質的

な研究を行い㸪災害と法制度の関係・特徴を明らかにす

ることを目的として研究を進めていきたい㸬 
 

⿵ὀ 
(1) 本稿での「域外」「全国」は㸪甚大な被害を受けた

都道府県以外の地域のことを示す㸬 

 

ㅰ㎡ 
 研究の遂行にあたり㸪常葉大学法学部の細川壯平教授

に多大なるご協力を㡬いた㸬ここに謝意を表す㸬 
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Study on Update System of House Shape Data 
Using Spatiotemporal Geographic Information Systems for Municipalities 

-  Case Study of Yurihonjo�City - 
 

○金子 幸喜 1，�野 耕一 2，門前 拓希 3 
 

Koki KANEKO1, Koichi ASANO2 and Hiroki MONZEN3 
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Design Engineering 
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Design Engineering 
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   Karume Town Hall （Faculty of Systems Science and Technology, Akita Prefectural University at the time of research） 
�
 
Maintaining data freshness in the operation of a geographic information systems (hereinafter referred to as "GIS") is an 
extremely important condition for regional management, such as disaster information processing using GIS. The spatio-
temporal geographic information system (hereinafter referred to as "spatio-temporal GIS") that the authors have been promoting 
has a time axis that allows the timing and frequency of data updates to be determined arbitrarily. This paper describes the 
process of studying a system for updating house shapes as needed using this system, using Yurihonjo-shi, Akita Prefecture, as 
a case study. 
 
Keywords : Geographic Information Systems, Regional Management, House Shape Data, Update System 
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図１ 当初の家屋形状データ随時更新体制 
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図２ 当初の滅失家屋データ随時更新体制 
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同時多発火災の避難限界期に残存する複数避難経路の抽出 
Extraction of  Available Evacuation Routes in the Eacuation Lmit Peiod  

of Smultaneous Multiple Fires 

〇㕥ᮌ 㞝太
1
㸪⣒井川 ᰤ一

2

Yuta SUZUKI1 and Eiichi ITOIGAWA2

1 建⠏◊✲ᡤ 
    Building Research Institute 
2 ⟃Ἴ大学 名ᩍᤵ 

   Professor Emeritus, University of Tsukuba 

   In order to prevent human damage by simultaneous multiple fires after large earthquake occur, it is important to gain 
an understanding of the fire situation when is deadline of starting evacuation for residents to evacuate without failing 
to escape. In this study, focus on evacuation network limited by expansion of fires, available evacuation routes 
remaining in the evacuation limit period are extracted and visualized on GIS using evacuation simulation based on the 
Latest Evacuation Theory. 

Keywords : laUge eaUWhTXake, mXlWiSle VimXlWaneoXV fiUeV, eYacXaWion UoXWe 

１．はじめに 
大地㟈後には㸪ᮌ密地域を中ᚰとしてᾘ㜵力を㉸える同

多Ⓨⅆ⅏のⓎ⏕が危されており㸪⏒大な人ⓗ・≀ⓗ

⿕害がᠱᛕされている㸬㧗㱋⪅や㑊㞴⾜動せᨭ⪅の➼

の㑊㞴及び㑊㞴ᨭには㛫をせするため㸪いつまでに

㑊㞴をすべきかの㝈⏺㛫をᢕᥱすることが㔜せである㸬

同多Ⓨⅆ⅏における㝈⏺㛫を⟬出する代⾲ⓗなᡭἲ

として㸪᭱㐜㑊㞴⌮ㄽがᣲげられる㸬᭱㐜㑊㞴⌮ㄽは㸪

ᮤ・Ლの一㐃の◊✲1)2)3)でᥦ唱された⌮ㄽであり㸪ある

㑊㞴⤒㊰に対して㸪ⅆ⅏延↝による㐨㊰の㛢㙐㛫と㑊

㞴⪅の㏻㐣㛫の㛵係から㸪各㑊㞴㛤始別に␃まれる᭱

も㐜い㛫(以下㸪㑊㞴㝈⏺㛫)を導出するものである㸬

㔠井・Ლ4)は㸪㑊㞴㝈⏺㛫が᭱大となる⤒㊰とその

㛫(以下㸪᭱㐜㑊㞴㛫及び᭱㐜㑊㞴⤒㊰)を⟬出する⤒

㊰᥈⣴ᡭἲをᥦしている㸬 
㑊㞴㑊㞴㛫は㸪㑊㞴安全上のぢ切り㛫を定めるの

に㠀常に㔜せである一᪉㸪実㝿には㸪᭱㐜㑊㞴㛫には

多くの⤒㊰が㛢塞し㸪㑊㞴可⬟な⤒㊰が㝈られるため㸪

㑊㞴を㛤始しても㑊㞴は困㞴である㸬そのため㸪᭱㐜㑊

㞴㛫に対して十分な余⿱㛫᪩ᮇに㑊㞴を㛤始するᚲ

せがありㄢ㢟である㸬一᪉で㸪市⾤地に分布する出ⅆⅬ

はランダムᛶが㧗く㸪その出ⅆⅬ分布にᛂじて㸪ⅆ⅏に

よる㛢塞≧ἣも変化するため㸪☜保すべき余⿱㛫も␗

なる㸬その余⿱㛫をつ定する一つとして㸪᭱㐜㑊㞴

㛫にṧ存する㑊㞴⤒㊰の≧ἣが⪃えられる㸬ṧ存する⤒

㊰が一つかつその㛢塞⟠ᡤが㑊㞴⪅から㐲い場合㸪㑊㞴

⪅はその⤒㊰から外れた場合㸪その⤒㊰に❧ちᡠるᚲせ

が⏕じ㸪そのᡠる㛫だけ余⿱をᣢつᚲせがある㸬一᪉

で㸪」ᩘの⤒㊰が存在する場合㸪㑊㞴⪅はどれかを㑅ᢥ

すればよく㸪ㄗった⤒㊰㑅ᢥ後も❧ちᡠらなくとも㸪少

しの㎽回で安全な⤒㊰に合ὶしやすく㸪ẚ㍑ⓗ余⿱㛫

は小さくぢ✚もることが可⬟である㸬  
以上より㸪᭱㐜㑊㞴㛫にṧ存する㑊㞴⤒㊰について

㑊㞴安全上の≉ᚩを分ᯒし㸪どのような≉ᚩのに㑊㞴

を㛤始すべきかを㆟ㄽすることが㸪今後の㑊㞴㛤始㛫

の⪃え᪉に᭷⏝である㸬そこでᮏ✏では㸪上グの㆟ㄽの

初ẁ㝵として㸪➹⪅らがこれまでに㛤Ⓨした㑊㞴シミュ

レーション5)6)7)をᛂ⏝し㸪㑊㞴㝈⏺ᮇに㑊㞴可⬟な」ᩘ

の㑊㞴⤒㊰をᢳ出する᪉ἲを᳨ウし㸪GIS上への可ど化

をヨみる㸬

図 1 経路探索による最遅避難経路の導出例及び 

延焼シミュレーションの概要 
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２．候補避難経路セットによる避難限界期の算出 
(1) シミュレーション環境とケーススタディの条件

ᮏ✏では㸪ⅆ⅏を再⌧し㸪㑊㞴㝈⏺ᮇのṧ存⤒㊰を可

ど化するプラットフォームとして㸪᪤報で㛤Ⓨしたリア

ルタイム㑊㞴ㄏ導シミュレーションを利⏝する㸬ᮏシミ

ュレーションは㸪ᮾ京㒔23区の㑊㞴圏域の市⾤地データ

をベースとし㸪地㟈後の同多Ⓨⅆ⅏の再⌧(出ⅆⅬの⏕

ᡂ㸪同ᚰ円≧の延↝ᣑ大)㸪ᾘ㜵ᶵ㛵によるⅆ⅏ぬ▱㸪㑊

㞴ㄏ導報の導出と㑊㞴⪅への報伝㐩㸪㑊㞴ㄏ導報

に基づく㑊㞴⾜動の安全᳨ドを⾜うシミュレーションモ

デルである㸬この中で㸪᭱㐜㑊㞴⌮ㄽに従い᭱㐜㑊㞴

㛫を⟬出するプログラムをᵓ⠏しており㸪ᮏ✏ではこれ

を利⏝する(図1に᥈⣴した᭱㐜㑊㞴⤒㊰の例)㸬
ᮏ❶では㸪㧗㱋⪅➼を定したṌṌ⾜㏿度2000m/hの

㑊㞴⪅を対㇟に⾜ったケーススタディとともにᡭἲの⤂

介を⾜う㸬対㇟地として㸪地㟈➼にⴭしく危㝤な密㞟

市⾤地にᣦ定された地区を多く᭷する大井➇㤿場・しな

がわ区Ẹ公園一帯の㑊㞴圏域の⣙3kmの㑊㞴㊥㞳をとな

る中延四丁┠を㑊㞴㛤始地Ⅼとした㸬また㸪ⅆ⅏᮲件と

して㸪出ⅆ᮲件(出ⅆ件ᩘ㸸主各件ᩘ密度3×10-6 [件/m2]
に従ったポアソン分布㸪出ⅆ㛫㸸ᣦᩘ分布)㸪延↝᮲件

(㏿8m/hに対ᛂする延↝㝈⏺㊥㞳に基づき延↝クラスタを

⏕ᡂし㸪全᪉向へ100m/hで延↝ᣑ大)をタ定した㸬 
(�) 最遅避難シミュレーションを利用した候補避難

経路セットの構築方法
ᮏ◊✲では㸪1❶で⤂介した᭱㐜㑊㞴シミュレーション

を⧞り㏉し実することで㸪互いに␗なる㑊㞴⤒㊰⩌(以
下㸪候⿵㑊㞴⤒㊰セット)をᵓ⠏し㸪各⤒㊰の㛢塞㛫に

基づき候⿵㑊㞴⤒㊰セットから取り出すことでṧ存⤒㊰

をᢳ出する㸬ᮏ㡯では㸪候⿵㑊㞴⤒㊰セットのᵓ⠏᪉ἲ

を⤂介する㸬 
まず㸪出ⅆ件ᩘ・出ⅆ㛫及び座ᶆが␗なる出ⅆパタ

ーンを⧞り㏉し⏕ᡂし㸪各出ⅆパターンについて㸪᭱㐜

㑊㞴シミュレーションを実する㸬それによって㸪出ⅆ

パターンにᛂじた␗なる㑊㞴⤒㊰がヨ⾜回ᩘ分ᚓられる㸬 
ḟに㸪ᚓられた㑊㞴⤒㊰より㸪ṧ存⤒㊰のᢳ出にᚲせ

な⤒㊰を㑅定する㸬ⅆ⅏に対して安全ᛶの㧗い⤒㊰を優

先するために㸪ᚓられた各⤒㊰について㸪㑊㞴㛤始㛫

を0 [hour]とした㑊㞴可⬟☜⋡をホ価し㸪㝆㡰にソートす

る㸬㑊㞴可⬟☜⋡が᭱大の⤒㊰から㡰に㸪候⿵㑊㞴⤒㊰

セットの各⤒㊰に対して㸪式(1)に♧す⤒㊰㛫の㢮似度S
をィ⟬し㸪候⿵㑊㞴⤒㊰セットの全⤒㊰に対して㢮似度

が低ければ(S<0.5)㸪その⤒㊰を候⿵⤒㊰として候⿵㑊㞴

⤒㊰セットに㏣加する㸬

㢮似度 ൌ
ܮ

min൫ܮܮ൯ (1) 

 :⤒㊰iと⤒㊰jで㔜」しているリンク㛗の和 [m]ܮ
 :⤒㊰i㸪⤒㊰jの⤒㊰㛗さ [m]ܮ ,ܮ
これを全てのグ㘓した⤒㊰に対して⾜い㸪᭱⤊ⓗにᚓら

れた候⿵㑊㞴⤒㊰セットがṧ存⤒㊰のᢳ出対㇟となる㸬 
ᮏ◊✲では㸪ヨ⾜回ᩘを2000回とし㸪292ᮏ(うち㸪㑊

㞴可⬟☜⋡が0.7以上が31ᮏ)の候⿵⤒㊰がᢳ出された㸬

図2は候⿵㑊㞴⤒㊰セットの全候⿵⤒㊰をGIS上に可ど化

した図である㸬候⿵⤒㊰によって㸪市⾤地上の㐨㊰ネッ

トワークが万㐢なく利⏝されていることがわかる㸬また㸪

㑊㞴可⬟☜⋡0.7以上の⤒㊰には㸪᭱▷⤒㊰や密㞟市⾤地

を㑊けた⤒㊰及びそれらと㒊分ⓗに㔜」した周㎶の⤒㊰

が含まれている㸬

(�)最遅避難時間の算出方法と安全限界の条件
ḟに㸪任ពの出ⅆパターンに対して㸪候⿵㑊㞴⤒㊰セ

ットを⏝いて᭱㐜㑊㞴㛫を⟬出する᪉ἲを⤂介する㸬

ⅆ⅏に対して各㐨㊰リンクの㛢塞㛫をồめ㸪(2)でᢳ出

した候⿵㑊㞴⤒㊰セットの各㑊㞴⤒㊰について㸪㑊㞴㝈

⏺㛫をồめる㸬その中で㸪᭱大の㑊㞴㝈⏺㛫が᭱㐜

㑊㞴㛫であり㸪その候⿵⤒㊰が᭱㐜㑊㞴⤒㊰である㸬

ヨ⾜回ᩘの増加に従い㸪㔠井・Ლ4)の᥈⣴アルゴリズム

で導出した᭱㐜㑊㞴㛫と一⮴又は㏆しい値がᚓられる㸬 
ᮏᡭἲの利Ⅼは㸪(i)᥈⣴アルゴリズムを⏝いないため

ィ⟬コストが小さいこと㸪(ii)各候⿵⤒㊰の㏵⤯⤒㐣をっ

個別に㏣㊧することできることがᣲげられる㸬≉に(ii)に
ついては㸪」ᩘの候⿵⤒㊰における㏵⤯≧ἣを⤌み合わ

せてホ価することが可⬟であるため㸪」ᩘの安全な⤒が

☜保されていること安全᮲件としてタ定し㸪᭱㐜㑊㞴

図 2 候補避難経路セット 
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㛫に代わる安全上の㝈⏺㛫(以下㸪安全㝈⏺㛫)をồ

めることができる㸬  
そこでᮏ✏では㸪候⿵㑊㞴⤒㊰セットの中で㸪㑊㞴可

⬟☜⋡が0.7以上の⤒㊰のうち㸪2ᮏ以上☜保することを

᮲件とし㸪2ᮏᩘ以下となる㛫を安全㝈⏺㛫と定⩏す

る㸬すなわち㸪候⿵㑊㞴⤒㊰セットより㑊㞴可⬟☜⋡が

0.7以上の⤒㊰をᢳ出し㸪ⅆ⅏延↝に対して㑊㞴㝈⏺㛫

を⟬出し㝆㡰で並べる㸬その後㸪㑊㞴㝈⏺㛫が㐜い᪉

から3ᮏ┠の⤒㊰の㏵⤯㛫が安全㝈⏺㛫となる㸬 
図3は㸪᭱㐜㑊㞴シミュレーションを5000回実し㸪᥈

⣴アルゴリズムによる᭱㐜㑊㞴㛫(以下㸪᭱㐜㑊㞴㛫

(᥈⣴))㸪ᮏᡭἲによる᭱㐜㑊㞴㛫及び安全㝈⏺㛫の

⣼✚分布をモンテカルロἲによてồめた⤖ᯝである㸬ᮏ

ᡭἲによって᭱㐜㑊㞴㛫(᥈⣴)に㏆い分布がᚓられて

いる㸬ただし㸪中央値付㏆でẚ㍑すると㸪᭱㐜㑊㞴㛫

(᥈⣴)の中央値である4㛫後に対して㸪ᮏᡭἲでは0.5
㛫強᪩い㛫が⟬出されている㸬これは㸪⤒㊰を㑅定す

る㝿に㸪候⿵⤒㊰を᭦に⣽分化された⤒㊰が㑊㞴候⿵⤒

㊰セットから㝖かれていることが原因と⪃えられる㸬た

だし㸪上グの⤒㊰は㸪ⅆ⅏の㝽㛫を⦭うような㛗㊥㞳の

㎽回➼㸪安全ᛶがᦆなわれた⤒㊰であると⪃えられ㸪ᮏ

ᡭἲの᭱㐜㑊㞴㛫は㸪こうした危㝤な⤒㊰を㑅ᢥしな

い᮲件下の᭱㐜㑊㞴㛫とゎ㔘できる㸬また㸪安全㝈⏺

㛫は㸪᭱㐜㑊㞴㛫(᥈⣴)に対して1.5 㛫強᪩く㸪2
ᮏ以上の安全な⤒㊰を☜保するには᪩ᮇの㑊㞴がᚲせで

あることがゝえる㸬 
図4は㸪᭱㐜㑊㞴㛫(᥈⣴)が4㛫前後(±0.25㛫)で

あったサンプルに╔┠し㸪᭱㐜㑊㞴㛫(᥈⣴)を分ẕに

ᮏᡭἲの᭱㐜㑊㞴㛫と安全㝈⏺㛫の┦対ẚ(以下㸪᭱

㐜㑊㞴㛫ẚ)の密度分布をィ⟬した図である㸬᭱㐜㑊㞴

㛫ẚが1に㏆いほど㸪᭱㐜㑊㞴㛫(᥈⣴)との乖㞳が小

さく㸪᭱㐜㑊㞴㛫(᥈⣴)にẚ㍑して´᪩ᮇの㑊㞴をᚲせ

としない´ことをព味する㸬ᮏᡭἲの᭱㐜㑊㞴㛫の᭱㐜

㑊㞴㛫ẚに╔┠すると㸪0.9-1.0の┦対度ᩘが0.35(3回に

1回)であり㸪᭱㐜㑊㞴㛫(᥈⣴)付㏆に分布していること

がわかる㸬一᪉で㸪安全㝈⏺㛫の᭱㐜㑊㞴㛫ẚは㸪

0.1から1.0まで広く分布しており㸪᭱㐜㑊㞴㛫が同じで

も㸪出ⅆパターンにᛂじて安全㝈⏺㛫が大きく変動す

ることがわかる㸬 
したがって㸪᭱㐜㑊㞴㛫に対して取るべき余⿱㛫

は一律ではなく㸪出ⅆ≧ἣにᛂじて安全≧ἣをホ価・判

᩿し㸪タ定するᚲせがあるとゝえる㸬 

３．避難限界期における残存経路の抽出・可視化 
(1) 任意の時間における残存経路の抽出方法
ᮏ❶では㸪2❶でᵓ⠏した候⿵㑊㞴⤒㊰セットより㸪安

全㝈⏺㛫及びᮏᡭἲの᭱㐜㑊㞴㛫においてṧ存する

⤒㊰及びⅆ⅏≧ἣをGIS上に可ど化する㸬まず㸪任ពの

㛫におけるṧ存⤒㊰のᢳ出᪉ἲを⤂介する㸬候⿵㑊㞴

⤒㊰セットの各⤒㊰について㑊㞴㝈⏺㛫をィ⟬し㸪そ

の㛫が可ど化したい㛫と同じか㐜い場合にṧ存⤒㊰

に㏣加する㸬  
(�) 避難限界期における残存経路の可視化
᭱後に㸪安全㝈⏺㛫が␗なる3ケースのシミュレーシ

ョン⤖ᯝについてṧ存⤒㊰を可ど化し㸪そのᵝ┦を⪃察

する㸬2❶で実した5000回のシミュレーション⤖ᯝより㸪

᭱㐜㑊㞴㛫(᥈⣴)が4㛫前後かつ安全㝈⏺㛫の᭱㐜

㑊㞴㛫ẚが0.9(ケース0.9)㸪0.6(ケース0.6)㸪0.3(ケース

0.3)の3ケースを㑅ᢥし㸪安全㝈⏺㛫及びᮏᡭἲの᭱㐜

㑊㞴㛫におけるⅆ⅏及びṧ存⤒㊰の≧ἣを㸪図5・図

6・図7に可ど化した㸬以下㸪㑊㞴可⬟☜⋡0.7以上の候⿵

⤒㊰及びṧ存⤒㊰を単に候⿵⤒㊰・ṧ存⤒㊰と呼ぶ㸬 
各ケースともᮏᡭἲの᭱㐜㑊㞴㛫は4㛫前後であり㸪

Ṥど変わらないのに対して㸪安全㝈⏺㛫は3.8㛫後

(ケース0.9)㸪2.5㛫後(ケース0.6) 㸪1.2㛫後(ケース0.3)
と大きな差が⏕じており㸪ṧ存⤒㊰も大きく␗なってい

る㸬ケース0.9は᭱も安全と⪃えられるケースである㸬安

全㝈⏺㛫のṧ存⤒㊰が互いに㏆く全て同一の᪉向に向

かっているものの㸪⤒㊰周㎶に出ⅆⅬが少なく㸪㑊㞴⪅

と㑊㞴場ᡤの㛫に✵㛫ⓗゆとりが十分に☜保されている㸬

ḟに安全と⪃えられるケースはケース0.6である㸬安全㝈

⏺㛫のṧ存⤒㊰の周㎶には延↝ᣑ大した出ⅆⅬが存在

しており㸪᭱㐜㑊㞴㛫には全て㛢塞している㸬ただし㸪

安全㝈⏺㛫において2᪉向にṧ存⤒㊰が☜保されている㸬

᭱後に㸪᭱も危㝤と⪃えれるケースがケース0.3である㸬

安全㝈⏺㛫におけるṧ存⤒㊰が全て同一᪉向であり㸪

㑊㞴㛤始地Ⅼ含め㸪多くの出ⅆⅬに囲まれていることが

わかる㸬そのため㸪᭱㐜㑊㞴㛫の1/2以下の㛫で安全

㝈⏺㛫を㏄えてしまうと⪃えられる㸬

以上のように㸪安全㝈⏺㛫及びその᭱㐜㑊㞴㛫ẚ

はṧ存⤒㊰のᵝ┦に㛵㐃しており㸪これらをᛂ⏝するこ

とでⅆ⅏に対する安全ᛶを᥎察可⬟と♧唆された㸬 

図 5 安全限界時間の最遅避難時間比＝0.9 の出火ケースにおける安全限界時間及び避難限界時間の残存経路 

-  97 -



４．まとめと今後の展望 
ᮏ✏では㸪᭱㐜㑊㞴シミュレーションを利⏝して同

多Ⓨⅆ⅏の㑊㞴㝈⏺ᮇにṧ存する㑊㞴⤒㊰をᢳ出する

᪉ἲを᳨ウした㸬加えて㸪信㢗ᛶの㧗い2つ以上の⤒㊰が

存在することを安全᮲件とし㸪3つ┠の⤒㊰が㏵⤯する

㛫を安全㝈⏺㛫を定⩏し㸪安全㝈⏺㛫から᭱㐜㑊㞴

㛫の㛫を㑊㞴㝈⏺ᮇとして㸪それぞれの㛫における

ṧ存⤒㊰をGIS上に可ど化した㸬⤖ᯝ㸪᭱㐜㑊㞴㛫ẚ

が小さいほど㸪安全㝈⏺㛫において㑊㞴⪅と㑊㞴場ᡤ

㛫の✵㛫ⓗゆとりが十分に☜保されている一᪉㸪安全㝈

⏺㛫ẚが小さいほど㸪㑊㞴⪅の周囲がⅆ⅏に囲まれる

≧ἣであることが☜ㄆされ㸪出ⅆパターン及びṧ存⤒㊰

から㑊㞴困㞴ᛶを᥎察するᡭがかりをᚓた㸬今後㸪ᮏ◊

✲によってᢳ出された㑊㞴⤒㊰をά⏝し㸪㑊㞴安全ᛶを

ホ価するᡭἲを᳨ウし㸪大地㟈後の同多Ⓨⅆ⅏におけ

る㑊㞴安全≧ἣを᫂らかにする㸬 
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導ᨭに㛵する◊✲」で㛤Ⓨしたものある㸬 
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図 7 安全限界時間の最遅避難時間比＝0.3 の出火ケースにおける安全限界時間及び避難限界時間の残存経路 

図 6 安全限界時間の最遅避難時間比＝0.6 の出火ケースにおける安全限界時間及び避難限界時間の残存経路 
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地㟈発生後の各✀〇㐀業の生産水準の推定手法の検ウ 
Study of the Estimation Method of the Output Level 

of Various Manufacturing Industries after the Earthquake 
 

ΎỈ 智1 

Satoshi SHIMIZU1 
 
1 応⏝地㉁ᰴ式会♫ 共創Lab 
     Co-creation Laboratory, OYO Corporation 
 
   We considered a simple method to estimate the output level of various manufacturing industries in the first month 
after the earthquake. Firstly, we surveyed indices of industrial production and modified the origin for a month after the 
earthquake. Secondly, the private enterprise capital stock data of 50m grid was compiled. Finally, the function of the 
production level of each manufacturing industry was created from modified indices by prefecture, the seismic ground 
motion distribution of past earthquakes, and the private enterprise capital stock. 
 
Keywords : output level, manufacturing industry, earthquake 
 

 
㸯㸬はじめに 
㏆年㸪リアルタイムで地㟈⿕害推定情報を利ά⏝する

動きが㐍んでいる1)㸬ᮏ✏では㸪推定対㇟を企ᴗの⏕⏘

ά動にあて㸪地㟈Ⓨ⏕後早期にⓎ⅏後1か月㛫の〇㐀ᴗの
⏕⏘Ỉ‽を把握することを┠ⓗに㸪地㟈Ⓨ⏕後の各✀〇

㐀ᴗの⏕⏘Ỉ‽の推定手ἲについて᳨ウを⾜った㸬初め

に㸪実態把握のため㸪㐣去の⿕害地㟈を対㇟に㸪地㟈Ⓨ

⏕後の㖔工ᴗ⏕⏘指数の推⛣を整⌮した㸬その上で㸪各

ᴗ✀の⏕⏘指数㸪㐣去の⿕害地㟈の地㟈動分布㸪Ẹ㛫企

ᴗ㈨ᮏストックデータからⓎ⅏後1か月㛫の各ᴗ✀〇㐀ᴗ
の⏕⏘Ỉ‽を♧す㛵数を作成した㸬 
 

㸰㸬地㟈発生後の㖔工業生産指数の推移 
K-NET㸪KiK-netが整備されほ グ㘓から㠃ⓗな地㟈動
分布が再⌧可⬟となった㫽取┴す㒊地㟈以㝆のẼ㇟庁命

名の⿕害地㟈を対㇟に㸪㒔㐨府┴から公⾲される地㟈Ⓨ

⏕前後の㖔工ᴗ⏕⏘指数(季⠇ㄪ整῭指数)を収㞟・整⌮

した㸬対㇟地域は㸪各地㟈で大きな⿕害を出した地域を

中心に⾲1の地域のデータを収㞟した㸬なお㸪ᮾ北地方太
平ὒἈ地㟈については㸪ὠἼ⿕害の影㡪が大きいと⪃え

られる岩手┴㸪宮城┴㸪⚟島┴は対㇟から㝖外した㸬 

 

⾲1 対㇟地㟈と対㇟地域 

 
 

㒔㐨府┴から公⾲される㖔工ᴗ⏕⏘指数には㸪㖔工ᴗ

全体の指数の他に㸪ᴗ✀別指数も公⾲されるが㸪公⾲さ

れるᴗ✀は各㒔㐨府┴の⏘ᴗᵓ成により␗なっている㸬

ここでは㸪収㞟したデータに5㐨┴以上含まれていた⾲2
に♧す17ᴗ✀について収㞟・整⌮した㸬収㞟したᴗ✀別
⏕⏘指数の例として㸪2011年ᮾ北地方太平ὒἈ地㟈Ⓨ⏕
前後のⲈ城┴の㕲㗰㸪㠀㕲㔠属㸪㔠属〇品の⏕⏘指数を

図1に♧した(2011年2月を100とした)㸬図1では㸪地㟈の
影㡪により㸪2011年3月は3ᴗ✀とも大きく低下している
ことがわかる㸬㠀㕲㔠属や㔠属〇品の4月の⏕⏘指数は3
月より回復しているが㸪㕲㗰は4月にさらに低下していた㸬
㖔工ᴗ⏕⏘指数は主に⏕⏘動態⤫ィ2)のㄪᰝ⤖ᯝをもと

に作成されており㸪⏕⏘動態⤫ィはẖ月1日から月末まで
の1か月㛫の⏕⏘㸪受入㸪ᾘ㈝㸪出Ⲵ㸪在庫➼をㄪᰝした
ものである㸬2011年ᮾ北地方太平ὒἈ地㟈は3月11日にⓎ
⏕しており㸪2011年3月の⏕⏘指数は⿕⅏前の3月10日以
前の≧態を含んだ値となっている㸬このため㸪地㟈によ

る⏕⏘指数低下の影㡪をṇ☜に把握するためには㸪なん

らかの⿵ṇが必せとなる㸬そこで㸪図2に♧すように㸪Ⓨ
⅏月の⏕⏘指数をⓎ⅏前とⓎ⅏後の⏕⏘指数に分㞳した㸬

Ⓨ⅏当月のⓎ⅏後の⏕⏘指数は以下の式で⾲される㸬 
 

𝑂 ൌ
𝑂𝐼𝐼 ൈ 𝑀 − 𝑂 ൈ 𝑋

𝑀 − 𝑋  (1) 

 
ここで㸪𝑂㸸Ⓨ⅏当月のⓎ⅏後の⏕⏘指数㸪𝑂𝐼𝐼㸸Ⓨ⅏当

月の⏕⏘指数㸪𝑂㸸Ⓨ⅏前月の⏕⏘指数㸪𝑋㸸Ⓨ⅏当月
のⓎ⅏前日までの日数㸪𝑀㸸Ⓨ⅏当月の日数を♧す㸬Ⓨ
⅏から1か月ẖの⏕⏘指数は図3より以下の式で⾲される㸬 
 

𝑂1 ൌ
𝑂ଶ ൈ 𝑋 − 𝑂1 ൈ ሺ𝑀1 − 𝑋ሻ

𝑀1
 

𝑂ଶ ൌ
𝑂ଷ ൈ 𝑋 − 𝑂ଶ ൈ ሺ𝑀ଶ − 𝑋ሻ

𝑀ଶ
 

⋮ 

(2) 

 
ここで㸪𝑂1㸪𝑂ଶ㸸Ⓨ⅏から1か月㛫の⏕⏘指数(1か月
┠㸪2か月┠)㸪𝑂1㸸Ⓨ⅏当月のⓎ⅏後の⏕⏘指数(式(1)の
𝑂)㸪𝑂ଶ㸸Ⓨ⅏⩣月の⏕⏘指数㸪𝑂ଷ㸸Ⓨ⅏⩣々月の⏕⏘指

数㸪𝑋㸸Ⓨ⅏当月のⓎ⅏前日までの日数㸪𝑀1㸪𝑀ଶ㸸Ⓨ⅏

No 地㟈名 対㇟地域

1 㻞㻜㻜㻜年㫽取県す㒊地㟈 㫽取県

2 㻞㻜㻜㻝年芸予地㟈 広島県䚸愛媛県

3 㻞㻜㻜㻟年十勝沖地㟈 北海㐨

4 㻞㻜㻜㻠年新潟県中㉺地㟈 新潟県

5 㻞㻜㻜㻣年能登半島地㟈 石川県

6 㻞㻜㻜㻣年新潟県中㉺沖地㟈 新潟県

7 㻞㻜㻜㻤年岩手宮城内㝣地㟈 岩手県

8 㻞㻜㻝㻝年東北地方太平洋沖地㟈 茨城県䚸栃木県䚸千葉県

9 㻞㻜㻝㻢年熊本地㟈 熊本県

10 㻞㻜㻝㻤年北海㐨胆振東㒊地㟈 北海㐨
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当月及び⩣月の日数㸪を♧す㸬 
 

⾲2 対㇟業✀ 

 
 

 
図1 Ⲉ城県の2011年2月㹼9月までの生産指数の推移 

(2011年2月を100とした) 

 
図2 発災当月における発災後のみを対㇟とした生産指数

の⪃え方 

 
図3 発災から1か月毎の生産指数の⪃え方 

 

 
図4 各月と発災から1か月毎の生産指数(Ⲉ城県㕲㗰業) 

 
図4には㸪2011年ᮾ北地方太平ὒἈ地㟈Ⓨ⏕前後のⲈ城

┴の㕲㗰について㸪暦上の月単位の⏕⏘指数と式(1)(2)を
使ってⓎ⅏日から1か月単位に修ṇした⏕⏘指数を♧した㸬
⏕⏘指数をⓎ⅏日から1か月単位に修ṇすることにより㸪
ぢかけ上⏕⏘指数がさらに低下していた4月もⓎ⅏後の1
か月㛫よりは⏕⏘指数が回復していることがわかる㸬 
 今回対㇟としたデータのうち㸪Ⓨ⅏月よりも⩣月の⏕

⏘指数が上昇したデータは70個あったが㸪⏕⏘指数をⓎ
⅏日から1か月単位に修ṇすることにより55個にῶ少した㸬
このῶ少割合は地㟈⿕害が大きいほど㢧ⴭであり㸪全壊

Ჷ数5,000Ჷ以上の地㟈に㝈ると㸪11個から3個にῶ少し
ている㸬即ち㸪⿕害つᶍが大きく⏕⏘指数の変動せ因の

多くが地㟈⿕害の影㡪と⪃えられる場合は㸪一⯡に公⾲

されている暦月単位の㖔工ᴗ⏕⏘指数をⓎ⅏から1か月単
位に修ṇすることにより㸪⿕⅏の影㡪が明♧ⓗとなると

⪃えられるとともに㸪⿕⅏後の⏕⏘Ỉ‽を᳨ウする場合

は㸪このような修ṇが必せと⪃えられる㸬一方で㸪地㟈

による⿕害つᶍが小つᶍなデータは㸪地㟈⿕害以外のせ

因で⏕⏘指数が変動しているため㸪⿕⅏後の⏕⏘Ỉ‽の

推定手ἲの᳨ウに⏝いるには㐺切なデータではないと⪃

えられた㸬 

 

⾲3 発災月よりも⩣月の生産指数が向上したデータ数 

 
 

㸱㸬生産水準を示す㛵数の検ウ 
(1) 検ウ方㔪 
 㸰❶で作成したⓎ⅏から1か月ẖの各ᴗ✀の⏕⏘指数を
利⏝し㸪地㟈Ⓨ⏕時の地㟈動強さと⏕⏘Ỉ‽の㛵係を♧

す㛵数を作成する㸬初めに㸪地㟈動分布の局所性㸪各ᴗ

✀の⏕⏘施タの地域ⓗな偏りを反映させるため㸪ほ グ

㘓から推定された㠃ⓗ地㟈動分布データを‽備するとも

に㸪メッシュ単位のᴗ✀別Ẹ㛫企ᴗ㈨ᮏストックデータ

を作成した㸬ḟに㸪地㟈の影㡪による⏕⏘ῶ少分がṇつ

分布の⣼✚分布㛵数で⾲されると仮定し㸪㸰❶で作成し

たⓎ⅏から1か月後の⏕⏘指数を最も再⌧できる𝜇と𝜎の
⤌合せで得られる㛵数をそのᴗ✀の⏕⏘Ỉ‽を♧す㛵数

とした㸬⏕⏘Ỉ‽を♧す㛵数の作成フローを図5に♧した㸬 
 

 
図5 生産水準を示す㛵数の作成フロー 

 

(2) 地㟈動分布 
 ⏕⏘Ỉ‽を♧す㛵数の推定に利⏝する地㟈動分布は㸪

K-NET㸪KiK-net、Ẽ㇟庁㸪⮬体のほ Ⅼでほ Ἴ形が
公㛤された地Ⅼのデータと㟈※情報を元に㸪Simple 
Krigingἲで㠃ⓗに推定した250mメッシュ別ィ 㟈度分布
を利⏝した3)㸬一例として㸪2016年⇃ᮏ地㟈のィ 㟈度

㕲㗰 㠀㕲㔠属 㔠属〇品 一般機械 㟁気機械
情報㏻信
機械

㟁子㒊品䞉
䝕䝞䜲䝇

㍺㏦機械 窯業䞉土石 化学
䝥䝷䝇䝏䝑
䜽〇品

䝟䝹䝥䞉紙

繊維
㣗料品䞉䛯
䜀䛣

䝂䝮〇品 家具
木材䞉木〇

品

発災月䜘䜚䜒翌
月䛾指数䛜上
昇䛧䛯䝕䞊䝍数

㻝地㟈䞉㐨
県䛒䛯䜚䛾
䝕䞊䝍数

発災月䜘䜚䜒翌
月䛾指数䛜上昇
䛧䛯䝕䞊䝍数

㻝地㟈䞉㐨
県䛒䛯䜚䛾
䝕䞊䝍数

対㇟䛸䛧䛯䛩䜉䛶䛾地㟈 13 70 5.38 55 4.23

全壊棟数㻡㻜㻜棟以上䛾地㟈 7 30 4.29 18 2.57

全壊棟数㻝㻘㻜㻜㻜棟以上䛾地㟈 6 24 4.00 13 2.17

全壊棟数㻡㻘㻜㻜㻜棟以上䛾地㟈 4 11 2.75 3 0.75

全壊棟数㻝㻜㻘㻜㻜㻜棟以上䛾地㟈 3 7 2.33 1 0.33

地㟈䞉
㐨県数

暦月 発災䛛䜙㻝䛛月毎
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分布を図6に♧した㸬 
 

 
図6 2016年熊本地㟈のィ測㟈度分布 

 

(3) 民㛫企業㈨本ストックデータの作成 
 Ẹ㛫企ᴗ㈨ᮏストックデータは㸪将᮶ⓗにὠἼやὥỈ

➼のᵝ々なハザードに㐺⏝することも⪃慮し㸪50mメッ
シュ単位で作成した㸬⏘ᴗ分㢮も㸪将᮶ⓗに各㒔㐨府┴

で公⾲されている⏘ᴗ㐃㛵⾲の中分㢮と㐃携させた⤒῭

⿕害推ィに㐺⏝可⬟となるように㸪⾲4に♧す51分㢮の
50mメッシュ別Ẹ㛫企ᴗ㈨ᮏストックデータを全国を対
㇟に作成した㸬 
 データの作成にあたっては内㛶府の㒔㐨府┴別⤒῭㈈

政モデル・データベース4)のẸ㛫企ᴗ㈨ᮏストック(⢒ス
トック)のデータを⏝いた㸬ただし㸪内㛶府データのᴗ✀
分㢮は13分㢮であり㸪⾲4の分㢮とẚ㍑すると⢒いため㸪
工ᴗ⤫ィ5)の有形固定㈨⏘㢠➼を利⏝しながら㸪13分㢮
を⾲4の51分㢮に分割した㸬その上で㸪この㒔㐨府┴単位
のデータを㸪ᴗ✀ẖにタ定した分指ᶆを利⏝して㸪市

区⏫ᮧ単位㸪⏫丁┠単位㸪50mメッシュ単位に⣽分化し
た㸬市区⏫ᮧ単位㸪⏫丁┠単位への分指ᶆは㸪基ᮏⓗ

には⤒῭センサス6)の従ᴗ員数➼を利⏝し㸪⏫丁┠単位

からメッシュ単位への分には㸪国土数値情報7)の(㒔市)
土地利⏝⣽分メッシュ➼を利⏝した㸬 
 

⾲4 ストックデータの業✀分㢮 

 
 
(4) 生産水準を示す㛵数の検ウ 
 ⏕⏘Ỉ‽を♧す㛵数は㸪ィ 㟈度をㄝ明変数㸪Ⓨ⅏か

ら1か月㛫の⏕⏘Ỉ‽を⿕ㄝ明変数とし㸪地㟈の影㡪によ
り⏕⏘ῶ少する㡯がṇつ分布の⣼✚分布㛵数の形≧で⾲

されると仮定した㸬 

𝑂,𝑖,𝑛 ൌ 1 −Φ 
𝐼 − 𝜇
𝜎 ൨ (3) 

 

ここで㸪𝑂,𝑖,𝑛㸸Ⓨ⅏から1か月㛫のᴗ✀𝑖のメッシュ𝑛の⏕
⏘Ỉ‽㸪𝐼㸸ィ 㟈度㸪Φሾ∙ሿ㸸ṇつ分布の⣼✚分布㛵数㸪
𝜇㸪𝜎㸸パラメータ㸪を♧す㸬 

 㛵数のパラメータ𝜇㸪𝜎は以下の手㡰で⟬出した㸬 

① 𝜇の値を5.0㹼8.0の㛫で0.05ẖに変化させた61個㸪𝜎
の値を0.05㹼1.00の㛫で0.05ẖに変化させた20個‽
備する㸬 

② 上グ①のそれぞれの𝜇㸪𝜎の値を⤌合せ作成した
1220パターンの㛵数を㸪地㟈動分布㸪ᴗ✀別Ẹ㛫企
ᴗ㈨ᮏストックに㐺⏝し㸪式(4)により地㟈・㐨┴ẖ㸪
ᴗ✀ẖに1220パターンの⏕⏘Ỉ‽を推定する㸬 

③ 上グ②で推定された1220パターンの⏕⏘Ỉ‽うち㸪
㐣去の⿕害地㟈において得られた各ᴗ✀の⏕⏘指数

とのRMSEが最も小さい𝜇㸪𝜎の⤌合せを㸪各ᴗ✀の
⏕⏘Ỉ‽を♧す㛵数とした㸬 

 

𝑂,𝑖,𝑟 ൌ
∑ ൫𝑆𝑖,𝑛,𝑟 ൈ 𝑂,𝑖,𝑛,𝑟൯𝑛

∑ 𝑆𝑖,𝑛,𝑟𝑛
 (4) 

𝑅𝑀𝑆𝐸 ൌ ඨ∑ ൫𝑂1,𝑖,𝑟 − 𝑂,𝑖,𝑟൯
ଶ

𝑟

𝑁  
(5) 

 

ここで㸪𝑂,𝑖,𝑟㸸Ⓨ⅏から1か月㛫のᴗ✀𝑖の𝑟┴の⏕⏘Ỉ‽㸪
𝑆𝑖,𝑛,𝑟㸸ᴗ✀𝑖の𝑟┴のメッシュ𝑛のẸ㛫企ᴗ㈨ᮏストック㸪
𝑂,𝑖,𝑛,𝑟㸸Ⓨ⅏から1か月㛫のᴗ✀𝑖の𝑟┴のメッシュ𝑛の⏕⏘
Ỉ‽㸪𝑂1,𝑖,𝑟㸸Ⓨ⅏から1か月㛫のᴗ✀𝑖の𝑟┴の⏕⏘指数㸪
𝑁㸸対㇟┴数㸪を♧す㸬 

 㸰❶の᳨ウ⤖ᯝから㸪対㇟とした㐣去の⿕害地㟈にお

ける⏕⏘指数は㸪地㟈による影㡪が大きいと⪃えられる

2011年ᮾ北地方太平ὒἈ地㟈と2016年⇃ᮏ地㟈の4┴のデ
ータとした㸬ᴗ✀は対㇟とした4┴全てで⏕⏘指数が得ら
れた⾲5の11ᴗ✀とした㸬 

 

⾲5 生産水準を示す㛵数の𝜇㸪𝜎の値 

(RMSEが最も小さくなった𝜇㸪𝜎の⤌合せ) 

 

 
 

 
 

 
図7 μ㸪σの⤌合せの㐪いによるRMSEの分布例 

 

RMSEが最も小さくなった𝜇㸪𝜎の値を⾲5に♧すととも

1 㣗料品 18 化学最終〇品㻔医薬品䜢㝖䛟㻕 35 䛭䛾他䛾㔠属〇品

2 㣧料 19 石油〇品 36 䛿䜣用機械

3 㣫料䞉有機肥料 20 石炭〇品 37 生産用機械

4 䛯䜀䛣 21 䝥䝷䝇䝏䝑䜽〇品 38 業務用機械

5 繊維工業〇品 22 䝂䝮〇品 39 㟁子䝕䝞䜲䝇

6 衣服䞉䛭䛾他䛾繊維既〇品 23 䛺䜑䛧㠉䞉同〇品 40 䛭䛾他䛾㟁子㒊品

7 木材䞉木〇品 24 䜺䝷䝇䞉䜺䝷䝇〇品 41 産業用㟁気機器

8 家具䞉装備品 25 䝉䝯䞁䝖䞉䝉䝯䞁䝖〇品 42 民生用㟁気機器

9 䝟䝹䝥䞉紙䞉板紙䞉加工紙 26 㝡磁器 43 㟁子応用装置䞉㟁気ィ測器

10 紙加工品 27 䛭䛾他䛾窯業䞉土石〇品 44 䛭䛾他䛾㟁気機械

11 出版䞉印刷 28 㖧㕲䞉粗㗰 45 ㏻信機械䞉同㛵㐃機器

12 化学肥料 29 㗰材 46 㟁子ィ算機䞉同㝃属装置

13 無機化学工業〇品 30 㗪㘫㐀品 47 自動㌴

14 石油化学基礎〇品 31 䛭䛾他䛾㕲㗰〇品 48 自動㌴㒊品

15
有機化学工業〇品

㻔石油化学基礎〇品䜢㝖䛟㻕
32 㠀㕲㔠属〇㘐䞉精〇 49 船舶䞉同修理

16 化学繊維 33 㠀㕲㔠属加工〇品 50 䛭䛾他㍺㏦機械

17 医薬品 34 建タ䞉建築用㔠属〇品 51 䛭䛾他䛾〇㐀業

㕲㗰 㠀㕲㔠属 㔠属〇品 一般機械
㟁子㒊品䞉
䝕䝞䜲䝇

㍺㏦機械

䃛 5.45 6.10 6.10 5.80 6.25 5.25
䃢 0.55 1.00 1.00 0.90 1.00 0.15

RMSE 11.22 9.62 15.83 5.02 22.31 22.88

窯業䞉土石 化学
䝥䝷䝇䝏䝑
䜽〇品

䝟䝹䝥䞉紙
㣗料品䞉䛯
䜀䛣

䃛 5.75 5.50 5.75 6.30 5.85
䃢 0.55 0.80 0.80 0.85 1.00

RMSE 14.18 15.88 1.90 7.82 18.63

-  101 -



 

  

に㸪 𝜇㸪𝜎の⤌合せの㐪いによるRMSEの分布例を図7に
♧した㸬また㸪𝜇㸪𝜎の⤌合せから得られる⏕⏘Ỉ‽を♧
す㛵数を図8に♧した㸬 

 ᮏ᳨ウの⤖ᯝでは㸪Ⓨ⅏日から1か月㛫の⏕⏘Ỉ‽がⓎ
⅏前の50%に低下するィ 㟈度は㸪㍺㏦ᶵᲔで5.25と最
も低く㸪パルプ・⣬で6.30と最も㧗くなった㸬また㸪㕲
㗰(5.45)㸪化学(5.50)もẚ㍑ⓗ低い値となった㸬 
 

 

 
図8 発災日から1か月㛫の生産水準を示す㛵数 

 

作成された⏕⏘Ỉ‽を♧す㛵数による各ᴗ✀の予 値

と実 値のẚ㍑例として㸪RMSEが小さかったプラスチ
ック〇品㸪一⯡ᶵᲔと㸪RMSEが20を㉸えた㟁子㒊品・
デバイス㸪㍺㏦ᶵᲔを図9に♧した㸬図9の上ẁの2ᴗ✀は
実 値と予 値はᴫね整合をしているが㸪図9の下ẁの2
ᴗ✀は1Ⅼの乖㞳が大きく㸪ṧりの3Ⅼもやや乖㞳が大き
い㸬図9の下ẁで㸪実⦼値よりも予 値が低い値を♧して
いたのは⇃ᮏ地㟈の⇃ᮏ┴㸪実⦼値よりも予 値が㧗い

値を♧していたのはᮾ北地方太平ὒἈ地㟈のᰣ木┴の値

であった㸬このうち㸪⇃ᮏ地㟈のデータについては㸪今

回対㇟とした11ᴗ✀のうち10ᴗ✀で予 値よりも実 値
の⏕⏘指数が大きくなっていた㸬この⤖ᯝは㸪ᴗ✀によ

っては㸪⿕⅏地の広がり方の㐪いが⏕⏘指数に影㡪を与

えている可⬟性を♧唆していると⪃えられる㸬 
 

 
(プラスチック〇品)      (一⯡機械) 

 
(㟁子㒊品・デバイス)      (㍺㏦機械) 
図9 業✀別生産指数の実⦼値と予測値の比㍑(2) 

(5) 2004年新潟県中㉺地㟈への㐺用例 
⏕⏘Ỉ‽を♧す㛵数(図8)㸪ほ グ㘓から推定した㠃ⓗ
㟈度分布㸪Ẹ㛫企ᴗ㈨ᮏストックデータから㸪2004年新
₲┴中㉺地㟈の新₲┴のᴗ✀別⏕⏘指数を推定した(図
10)㸬新₲┴全体では予 値は実⦼値よりもやや下回るᴗ
✀が多い傾向がみられた㸬⇃ᮏ地㟈の再⌧ィ⟬でも同ᵝ

の傾向がぢられており㸪⿕⅏地の広がりの小さいά断層

タイプの地㟈と⿕⅏地の広がりが大きいᾏ⁁型地㟈で分

けて㛵数を作成したほうが㸪予 ⢭度の向上に⧅がる可

⬟性があると⪃えられる㸬 
また㸪市区⏫ᮧ単位の⏕⏘指数の例として㸪「㣗料

品・たばこ」の⏕⏘指数を図11に♧した㸬図11に♧すよ
うに市区⏫ᮧ単位の⏕⏘指数を♧すことで㸪地㟈⿕害に

よる⏕⏘への影㡪の地域ⓗな広がりを、より明☜に⾲⌧

することが可⬟となる㸬 
 

 
 

㸲㸬まとめと今後のㄢ㢟 
 ᮏ✏では㸪㐣去の⿕害地㟈についてⓎ⅏後のᴗ✀ẖの

㖔工ᴗ⏕⏘指数を収㞟・整⌮するとともに㸪Ⓨ⅏日から1

か月ẖのᴗ✀別⏕⏘指数を推定した㸬その⤖ᯝ㸪地㟈⿕

害の影㡪が大きいと⪃えられるケースでは㸪Ⓨ⅏月より

もⓎ⅏⩣月のほうが⏕⏘指数が低下している場合でも㸪

㉳Ⅼを⿵ṇすることで⏕⏘指数は徐々に回復しているケ

ースが多いことが明らかとなった㸬また㸪⿵ṇした⏕⏘

指数を利⏝して㸪Ⓨ⅏から1か月㛫の⏕⏘Ỉ‽を♧す㛵数

をᴗ✀ẖに作成した㸬プラスチック〇品㸪一⯡ᶵᲔ➼の

いくかの⏘ᴗでは㸪⏕⏘指数の再⌧性はⰋ好であったが㸪

㟁子㒊品・デバイス㸪㍺㏦ᶵᲔ➼の⏘ᴗでは再⌧性が低

かった㸬また㸪⇃ᮏ地㟈の⇃ᮏ┴の再⌧⤖ᯝや新₲┴中

㉺地㟈の新₲┴の再⌧⤖ᯝから㸪⿕⅏地の広がり方の㐪

いが⏕⏘指数の予 ⢭度に影㡪を与えている可⬟性が♧

唆された㸬 
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23ࠊࡓ࠸㝖ࢆ㒊ࡻࡋᓥࠊࡾ ༊26ࠊ ᕷࡧࡽ࡞すከᦶ㒆

㸦⍞✑⏫࣭᪥ࡢฟ⏫࣭ᷓཎᮧ࣭ዟከᦶ⏫ࡓࡏࢃྜࢆ༊

ᇦ㸧ྜࡢィ 50 ᕷ༊⏫ᮧᑐࠊ࡚ࡋ⏨ዪᆒ➼ࠋࡓࡗ⾜ࢆ

5,672ࠊᯝ⤖ࡢࡑ ୍ࠋࡓࢀࡽᚓ࡚ࡋ⟆᭷ຠᅇࡀࣝࣉࣥࢧ

㒊ࡢᆅᇦࡣ࡚࠸ࡘᮍ㐩ࡢࢿࣃ୍ྠࠊࡘࠋࡿ࠶ࡀ

➨࡚ࡋᑐࣝ 2 Ἴࡢㄪᰝࢆᐇࢆࣇࢵࣂࡵࡓࡿࡍタ

 ࠋࡿ࠶ࡀሙྜࡿࢀࡉಟṇࠊᚋࡣ್ᩘࠊࡵࡓࡿ࠸࡚ࡅ
 

⾲ 1 ㄪᰝᴫせ 

 
㸱㸬ㄪᰝ⤖ᯝ 
(1) ࠗᮾி㜵⅏࠘ࡢㄆ▱ᗘ 
⟇ᆅ㟈ᑐࡢఫẸࠊ๓ࡢព㆑ࡿࡍᑐᐖᐃ⿕ࠊࡎࡲ 

2015ࠊ࡚ࡋᣦᶆࡿ ࢆព㆑ࡢ ᖺᮾி㒔ࡀ㓄ᕸࡓࡋ

ࠗᮾி㜵⅏࠘ࡢㄆ▱ᗘ࡚࠸ࡘ㏙ࠋࡿ 
ᣦࡢື⾜ࡢᐙᗞྛࡢ⅏ᐖⓎ⏕ࠊࡣᮾி㜵⅏࠘ࠗࡢࡇ 

㔪2015ࠊ࡛ࡢࡶࡓࢀࡽࡵࡲ࡚ࡋ ᖺᮾி㒔ෆࡢᡞ

࠾ࡀࡁ㔜⟇ᆅ㟈ᑐࠊ≉ࡣෆᐜࡢࡑࠋࡓࢀࡉ㓄ᕸ

ࡽ㓄ᕸࠋࡿ࠸࡚ࢀ 6 ᖺ௨ୖࡀ⤒㐣ࡓࡋ⌧ᅾࡢࡑࠊㄆ▱

 ࠋἣ≦࡞࠺ࡼࡢࡣ
ࠖࡿ࠸࡚࠼ぬࡶ୰㌟ࠊࡾ࠶ࡀࡇࡔࢇㄞࠕࠊᯝ⤖ࡢࡑ 

ㄪᰝᑐ㇟㸸ᮾி㒔ᕷ༊ࡧࡽ࡞すከᦶ㒆ᅾఫ⪅ 
㸦NTT  㸧ࣝࢿࣃࡢࢳ࣮ࢧ࣒ࣜࢥ

ㄪᰝ᪉ἲ㸸WEB ㄪᰝ 
᭷ຠᅇ⟅㸸5,672  㸦㏿ሗ್㸧ࣝࣉࣥࢧ
ㄪᰝᮇ㛫㸸2022 ᖺ 3 ᭶ 4 ᪥㹼28 ᪥ 
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ேࡣయࡢ ࡶேࠖ࠸࡞ࡽ▱ࠕࠊࡾ࠶10.8%࡛ ࡓ࠸30.6%

㸦⾲ 2㸧ࠋᖺ௦࡛ࡈẚ㍑ࠊࡿࡍ᭷ព࡞ᕪࡓࢀࡽࡳࡀ

ʤТ2 (12)= 158.964ɼp<.001ʥɽ≉ࠊᖺ㱋ᒙࡀపࡤࢀࡅ

పࠖ࠸࡞ࡽ▱ࠕ࠸ྜࡀ㧗ࠊࡃ㧗࠸᪉ࠕࡀㄞࡇࡔࢇ

 ࠋ࠸㧗ࡀྜࠖࡿ࠶ࡀࡇ
 

⾲ 2 ࠗᮾி㜵⅏࠘ࡢㄆ▱≧ἣ 
ᛠ⇂ↂ
↗ⅻⅱ

↹⅚ɶ៲
↱ᙾⅷ↕

ⅳ↺

ᛠ⇂ↂ
↗ⅻⅱ↺
ⅻ⅚ɶ៲
↞ᙾⅷ↕
ⅳ↙ⅳ

ჷ→↕ⅳ
↺ⅻ⅚ᛠ
⇂ↂ↗
↞↙ⅳ

ჷ↸↙ⅳ

․•ˊ≋   ≌  †‥‗ ․․†‧‗ ․ †•‗ ……†‣‗

‥•ˊ≋ ‣‣․≌ ‣‣†•‗ ‥•†…‗ ․‧† ‗ ‥․†‗

…•ˊ≋ ‣‣≌‧ ‣‣†…‗ ‥…† ‗ ․ †…‗ ․ †‧‗

‧•ˊ≋ ‣‣≌‥ ‣․†•‗ ‥‧†‗ ․‧† ‗ ․ † ‗

 •ˊ≋ ‣‣ ≌ ‣․† ‗ ‥†․‗ ․…†‗ ․…†‥‗

ӳᚘ ‣•†‗ ‥․† ‗ ․‧†‗ ‥•† ‗  
 
 ▱ㄆࡢᆅᇦ༴㝤ᗘࡢࡕࡲࡢࡓ࡞࠶ (2)
㧗ᥭࡢ㜵⅏ព㆑ࠕࡢ㒔Ẹࡶ௨እࢀࡑࡣᮾி㒔ࠊࡓࡲ

ᆅᇦ༴㝤ࡿࡍ㛵ᆅ㟈ࠊ࡚ࡋⓗ┠ࢆࡇࠖࡿ࡚❧ᙺ

ᗘ ᐃㄪᰝሗ࿌᭩㸦ࡢࡕࡲࡢࡓ࡞࠶ࠕࠊࡿࡺࢃ࠸ᆅᇦ༴

㝤ᗘࠖ㸧ࢆᴫࡡ 5 ᖺࡈㄪᰝࠊබ⾲ࡢࡇࠋࡿ࠸࡚ࡋㄆ

㆑≧ἣࡀࡓ࡞࠶ࠕࠊ࡚࠸ࡘఫࡴᆅᇦࠊࡣᮾி㒔࠶ࠗࡢ

ࠖࡍ࡛ࡘࡃ࠸ࡣࢡࣥࣛࡢᆅᇦ༴㝤ᗘ࡛࠘ࡢࡕࡲࡢࡓ࡞

⾲ࡀᯝ⤖ࡢࡑࠋࡓ࠺ၥ 3 ༴ࡢᆅᇦࡢศ⮬㌟⮬ࠋࡿ࠶࡛

㝤ᗘࣛࣥࢇࡣࢡㄆ▱ࡘࢡࣥࣛࠕࠊࡎࡽ࠾࡚ࢀࡉ

ࡀேࠖ࠸࡞ࡽࢃࡃࡼ࡚࠸ 6 ௨ୖ࡛ࡕࡇࠊ࠾࡞ࠋࡿ࠶

㧗ࡀྜࠖ࠸࡞ࡽࢃࠕ࠸పࡤࢀࡅపࡀᖺ㱋ᒙࡣࡽ

 ࠋࡓࡗ࡞ࢀࡽࡳࡣ࡞ࠊ࠸

 

⾲  ㄆ▱≧ἣࡢᆅᇦ༴㝤ᗘࡢࡕࡲࡢࡓ࡞࠶ 3

≋ ‧  ․≌

∏∙⇕
≔

∏∙⇕
≕

∏∙⇕
≖

∏∙⇕
≗

∏∙⇕
≘

∏∙⇕
↞↾ⅺ
↸↙ⅳ
ⅻүᨖ
˯↞ࡇ
ⅳ↗࣬

ⅵ

∏∙⇕
↞↾ⅺ
↸↙ⅳ
ⅻүᨖ
᭗↞ࡇ
ⅳ↗࣬

ⅵ

∏∙⇕
↚↓ⅳ
↕↷ⅾ
↾ⅺ↸
↙ⅳ

ཋ͂
ْүᨖ
∙∏ࡇ
⇕

‣†‗ ․†•‗ ․†․‗ ․†‣‗ ‣†‗ ‣ †…‗ ‗ †  ‥†‗

້ү
ᨖࡇ∏
∙⇕

‣†‥‗ ․†․‗ ․†…‗ ․†…‗ ․†•‗ ‣…†‗ ‣•† ‗  …†‥‗

ܹ
ѣ
ᩊࡇ∏
∙⇕

‣†…‗ ‣†‗ ․†․‗ ․† ‗ ․†‣‗ ‣‧†‧‗ ‗‣†  ‧†‥‗

ዮӳү
ᨖࡇ∏
∙⇕

‣†…‗ ‣†‗ ․†‣‗ ․† ‗ ․†‣‗ ‣‧†‧‗ ‗‧†  …†‗

 
 
(3) ⿕ᐖᐃࡢホ౯ 
᭱ᚋࠊ⿕ᐖᐃࠋࡿ࠶࡛࡚࠸ࡘ 
ᐖ⿕ࡀෆ㛶ᗓࡸᮾி㒔ࠊࡣ࡚࠸ࡘ㤳㒔┤ୗᆅ㟈ࠕ

ᐃࢆฟࡍࡲ࠸࡚ࡗ▱ࢆࡇࡢࡇࡣࡓ࡞࠶ࠋࡍࡲ࠸࡚ࡋ

ࡣࠖࡿ࠸࡚ࡗ▱࡛ࡲෆᐜࡢᐃࠕࠊᯝ⤖ࡓ࠺ၥࠖ

ෆࠊࡀࡿ࠸࡚ࡗ▱ࡣࡇࡿ࠸ฟ࡚ࡀᐃࠕࠊࡾ࠶6.0%࡛

ᐜࡀࠖ࠸࡞ࡽࢃࡃࡼࡣ ࡣࠖ࠸࡞ࡽ▱ࠕࠊ53.1% 40.9%
పࡀᖺ㱋ᒙࠊᵝྠᮾி㜵⅏࠘ࠗࡶࡽࡕࡇࠋࡓࡗ࠶࡛

 ࠋࡓࡗ㧗ࡀྜࠖ࠸࡞ࡽ▱ࠕ࠸పࡤࢀࡅ
ࢆព㆑ࡢࡇࡿ࠸ฟ࡚ࡀᐖᐃ⿕ࡓࡋ࠺ࡇࠊࡽࡉ

ၥࠕࠋࡓ࠺⿕ᐖᐃࢆฟ࡛ࡇࡍఫẸࡢ㜵⅏ព㆑ྥୖ

ㄆࡢᐖᐃ⿕ᯝ⤖ࡓ࠺ၥࢆ࠺ࠖ࠺ᛮࡿࡀ࡞ࡘ

▱ᗘࡀࢫࣟࢡࡢ⾲ ࡚ࡗసࡵࡓࡢఱࡣᐖᐃ⿕ࠕࠊ4

ࡀࢫࣟࢡࡢᯝ⤖ࡓ࠺ၥࢆ࠺ᛮࠖ࠸࡞ࡽࢃࡿ࠸

⾲ 5 ࡲࠕࠖ࠺ᛮ࠺ࡑࠕࡣㄪᰝ⚊ෆ࡛ࠊࡶࢀࡎ࠸ࠋࡿ࠶࡛

ࠖ࠸࡞ࢃᛮ࠺ࡑࠕࠖ࠸࡞ࢃᛮ࠺ࡑࡾࡲ࠶ࠕࠖ࠺ᛮ࠺ࡑ࠶

ࡢ 4 Ⅼᑻᗘ࡛ၥ࠺ࡑࠕࠊࡣ࡛ࡇࡇࠊࡀࡿ࠸࡚࠺ᛮࠖ࠺

ࡾࡲ࠶ࠕࠊࠖ࠺ᛮ࠺ࡑࠕ࡚ࡋィྜࢆࠖ࠺ᛮ࠺ࡑ࠶ࡲࠕ

ࢃᛮ࠺ࡑࠕ࡚ࡋィྜࢆࠖ࠸࡞ࢃᛮ࠺ࡑࠕࠖ࠸࡞ࢃᛮ࠺ࡑ

 ࠋࡓࡋࠖ࠸࡞
 

⾲ 4 ⿕ᐖᐃࢆฟ࡛ࡇࡍఫẸࡢ㜵⅏ព㆑ྥୖ

 ࠺ᛮࡿࡀ࡞ࡘ

ⅵ࣬ⅵ ⅵ࣬↾↙ⅳ

↺ϋܾ↭↖ჷ→↕ⅳ↝ܭे
≋ ‥…․≌

 ‗† ․•†․‗

↕→ⅻЈ↕ⅳ↺ↂ↗↞ჷܭे
ⅳ↺ⅻ⅚ϋܾ↞↷ⅾ↾ⅺ↸↙
ⅳ≋ ‥•‣‣≌

•†․‗ ‣‗†

ჷ↸↙ⅳ
≋ ․‥‣≌

‧‥†‧‗ … †‧‗

 
 

⾲ 5 ⿕ᐖᐃࡣఱࡵࡓࡢస࠸࡞ࡽࢃࡿ࠸࡚ࡗ

ᛮ࠺ 
ⅵ࣬ⅵ ⅵ࣬↾↙ⅳ

↺ϋܾ↭↖ჷ→↕ⅳ↝ܭे
≋ ‥…․≌

‥‣† ‗  †…‗

↕→ⅻЈ↕ⅳ↺ↂ↗↞ჷܭे
ⅳ↺ⅻ⅚ϋܾ↞↷ⅾ↾ⅺ↸↙
ⅳ≋ ‥•‣‣≌

‣‗† •†․‗

ჷ↸↙ⅳ
≋ ․‥‣≌

․•†‗  ‗‣†

 
 

ே࡞࠺ࡼࡿ࠸࡚ࡋ▱ㄆࢆᐖᐃ⿕ࠊࡿࡳࢆᯝ⤖ࡢࡇ 

ࡢ㜵⅏ព㆑ࡀሗ࠺࠸ᐖᐃ⿕ࡢ࡚ࡋ⟇ᆅ㟈ᑐࠊࡣ

୍࠸ከࡀேࡿ࠸࡚࠼ᤊࣈࢸࢪ࣏ࠊࡿࡀ࡞ࡘୖྥ

᪉࡛ࠊ⿕ᐖᐃࡢෆᐜࡿ࠸࡚ࡗ▱࡛ࡲேࠕࠊ⿕ᐖ

ᐃࡣఱࡵࡓࡢస࠸࡞ࡽࢃࡿ࠸࡚ࡗᛮ࠼⟆ࠖ࠺

 ࠋࡓࡗከࡀேࡿ
 
㸲㸬ࡾࢃ࠾ 
௨ୖࠊ࠺ࡼࡢᆅ㟈ࡢ⿕ᐖᐃ㛵ࠗࠊ࡚ࡋᮾி㜵

⅏࠘ࡢㄆ▱ᗘ୍ࠊࡢࡢࡶࡓࡗ࡞ࡣᐃ⛬ᗘࡢㄆ▱ࡀ

᫂ࡀࡇ࠸ከࡀேࡿ࠸࡚ࡗᣢࢆព㆑࡞ࣈࢸࢪ࣏ࠊࡾ࠶

࠺ࡼࡿ࠸࡚ࡗ▱࡛ࡲෆᐜࡢᐃࠊ᪉୍࡛ࠋࡓࡗ࡞ࡽ

࡚ࡗᣢࢆព㆑࡞ࣈࢸ࢞ࢿ࡚ࡋᑐᐖᐃ⿕ࠊே࡞

ሗࡢࡇࠊࡣᚋࠋࡓࡗ࡞ࡽ᫂ࡀࡇࡿ࠸ࡀேࡿ࠸

ほⅬ࠺࠸ࠊࡢࡍά࠺ࡼࡢ⟇ᆅ㟈ᑐࡢఫẸࢆ

 ࠋࡿ࠶ᚲせ࡛ࡀ✲◊ࡿ࡞ࡽࡉࡽ
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人口減少地域での⿕⅏による地域人口への影㡪と 
地域の持⥆のための地㟈再Ⓨに備えた住宅復⯆戦␎の◊✲ 

The Impact of Disasters and Measures on Population Declining of Cit\ 
-Housing Reconstruction Strategies Preparing

for Population Declining due to Future Earthquakes- 

○櫛㒊 泰弘
1
㸪中嶋唯㈗

 2

Yasuhiro KUSHIBE1 and Tada\oshi NAKASHIMA2

1 東京大学大学㝔新㡿域創成科学研✲科社会文化環境学専攻 
Department of Socio-Cultural Enbironmental Studies, Graduate School of Frontier Sciences, The Universit\ of Tok\o 
2 北海㐨大学大学㝔工学研✲㝔 准教授・博士(工学) 
Associate Professor, Facult\ of Engineering, Hokkaido Universit\, Dr.Eng. 

A comparison of the estimated and actual population shows the effects of disasters on population. Toda\, it shows 
population recover\ would not occur after disasters in depopulation area in Japan. In addition, a surve\ where The 2018 
Hokkaido Eastern Iburi Earthquake struck shows earthquakes cause severe population outflow in the area at the rate of 
housing damage. Then, Mitigation of population outflow due to reconstruction after the earthquake is observed. 
However, these reconstruction does not prepare for the recurrence of earthquakes. 

Using these results, this stud\ examined housing reconstruction strategies after earthquakes to prepare for the 
recurrence of earthquakes. 

KH\ZRUGV : Depopulation, Earthquake Building Damage, Resilience, the 2018 Hokkaido Eastern Iburi Earthquake 

1㸬はじめに
災害に対し、ダメージを受け止めつつ、復旧・復⯆の

回復力(resilience)をもって⿕災前の状態を取り戻すレジリ

エンスの⪃えがある。⿕災地の人口も災害後の流出に対

して回復・人口減少抑制がヨみられるが、人口減少時代

を㏄えた現在、災害発生前の水準にまで人口回復が発生

するとは㝈らない。従って災害がなかった場合の人口減

少スピードを⥔持するという⪃え方が㔜せとなる。また、

災害後の復⯆施⟇が人口流出をどの⛬度減らしたのかを

定㔞的に把握することで、復⯆施⟇の効果のホ価が可⬟

になる。

災害と人口の㛵係に対する既往研✲である水㇂ 1)は㛵

東大㟈災と戦災からの人口回復について、上田 2)は㜰

神・淡㊰大㟈災での人口回復についてそれぞれ定㔞化を

⾜ったが、両研✲とも㒔市㒊の人口回復に㛵する研✲で

あり、⥅⥆的な人口減少をぢ据えていない。佐⸨ら 3)は

新潟県中㉺地㟈を対㇟に㐣疎地での⿕災前後の人口パタ

ーン変化を明らかにしたが、その定㔞化には⮳っていな

い。さらに将来人口推ィと実人口の差から人口の変化せ

因を定㔞化した研✲に川崎ら 4)があるが、様々なㄝ明変

数の一つに災害を挙げるに留まり、災害の✀㢮・つ模を

⪃慮していない。 
㏆年、恒常的な人口減少が⥆く⮬治体が大多数を占め

る本㑥において、⿕災による人口変化を㢧現させ、復⯆

施⟇の効果を定㔞的に把握するためには、各市区町村が

⿕災した場合にどの⛬度人口流出が増減するかの定㔞的

な把握が求められる。また、刻々と変化する⮬治体内の

人口変化に対応可⬟な㜵災施⟇の検ウが必せになる。さ

らに復⯆は次なる災害への事前対⟇の意味も持つため、

災害復⯆が復⯆㏵上、復⯆後の次なる災害に対して有効

な備えとなっているかを併せて検ドする必せがある。 
こうした⫼景から、本ㄽにおいては市区町村人口をホ

価指標に用い、人口減少下の各✀の災害による人口変化

への影㡪の定㔞化をヨみる。加えて平成 30 年北海㐨⫹振

東㒊地㟈⿕災地である厚真町を例に、復旧㐣⛬の㐪いを

⪃慮して地㟈が再発する場合への⿕害推ィを⾜い、㟈災

⿕災地にて⿕害の拡大を未然に㜵ぐ住宅復⯆戦略を検ウ

する。 

2㸬㐣去の⅏害後における人口の変化 
 将来人口の推ィは㐣去の人口推移から⾜うため、以後

の実㝿の社会変化を反映しない。従って推ィ人口と実人

口の差は推ィ期㛫の社会的変化に伴う影㡪と推ィ法によ

るㄗ差から生じると捉え、住民基本台帳人口を用いた 5
年ごとのコーホート変化率法により災害以㝆の推ィ人口

を求め、実人口と比㍑した。 
㞟ィ期㛫は 2005 年から 2021 年、㞟ィ対㇟は 1739 市区

町村(2022 年 1 月時点)であり、その内ヂは、北方㡿土と

政令指定㒔市各区を㝖く 1718 市町村及び東京㒔特別区 23
区より、㞟ィ期㛫に⮬治体域を㉸えた⤫廃合が⾜われた

2 市町(甲府市、富士河口湖町)を㝖いたものである。これ

を実⦼値と比㍑し、実⦼値/推ィ値より 1 を引いて求めた

ㄗ差は図 1 に示される分布となった。全 29563 データの

うち下側 24.2㸣に相当する 7153 件は 5 年㛫での実人口が

推ィ人口の 0.9875 倍となっていた。またこの 2/5 乗は

0.9950 倍である。 
本研✲ではゎ析対㇟として 2000 年以㝆に発生した災害

から 17災害、27市区町村抽出し、災害発生からの期㛫を

平準化するために災害年 2 年後の実人口が推ィ人口の

0.995 倍を下回ったものを、推ィㄗ差に収まらない変化が

生じ、災害により人口減少が発生したものとタ定した。

ただし、ここには災害後の施⟇の効果も含まれ、施⟇が

効果的であった地域は㟈災による影㡪はなかったと判断

される。 
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⾲ 1 に災害✀別と⮬治体と⤖果を示す、災害による人

口減少がみられたものを着Ⰽした。推ィ人口に比べ実人

口が大きく減少した⮬治体は、44㸣となった。図 2a4 は

それぞれ地㟈、㢼水害、その他のハザードによる災害後

の人口変化を示す。地㟈災害は人口への影㡪の有無が地

㟈ごとに大きく異なった。㫽取県す㒊地㟈や新潟県中㉺

沖地㟈、⬟登半島地㟈に比べ、㏆年発生した熊本地㟈や

⫹振東㒊地㟈において人口流出が大きい。図 3 の㢼水害

をみると、土砂災害により多数の死⪅を発生した広島県

広島市安佐南区を㝖き人口減少がみられなかった。図 4
のその他の災害においては、火山・津波による人口流出

への影㡪が大きいことがわかる。火災に㛵しては、影㡪

⠊囲が㝈定的であったこともあり市全体でみると人口へ

の影㡪はなかった。 
図 5 は災害による人口減がみられた⮬治体の推ィ人口

と実人口それぞれの前年からの変化を比㍑した⤒年変化

を示す。この値が㸯をとると災害前後で人口の減少率が

一⮴し、1 未満の時は災害前よりも急㏿に人口が減少す

る状況を示す。⿕災⮬治体では災害直後に 1 を割り㎸ん

だのち、多くが 2 年⛬度で㸯に接㏆する。従って人口減

少中の⮬治体では数年㛫人口流出が発生し、その後災害

前と同じ変化率で人口減少が㐍むことがわかる。 

図㸯 将来推定人口と実人口のㄗ差 

⾲㸯 ハザード別⅏害後の実人口/推ィ人口の推⛣ 

図2 地㟈⿕⅏⮬治体の人口変化 

図 3 㢼水害⿕⅏⮬治体の人口変化 

図4 その他のハザードの⿕⅏⮬治体の人口変化 

図 5 ⅏害による減少がみられた市区⏫村の年次変化 

3㸬⿕⅏ 3 ⏫での人口変化と復旧・復⯆ 
3㸬1 ⿕⅏による潜在ⓗな住民の流出について 

2 ❶で検ウした災害の影㡪は、災害発生後の施⟇の効

果を含むものとなっている。そこで、⫹振東㒊地㟈⿕災

地である厚真、安平、むかわ町㸦以下⥲称⿕災 3 町㸧を

対㇟に㟈災 6 か月後に研✲室にて実施したアンケートㄪ

査 5)を再㞟ィし、施⟇が実施されなかった場合の人口流

出㔞の⟬出をヨみる。アンケートより、「⿕災住民が地

㟈後に⮬宅と同じ場所や同じ町会内での生活⥅⥆を望む

割合」Pୱ୲ୟ୷の推ィ式を構⠏するため、岡田ら 6)による建

物損傷度㸦図 6㸧を用い、最尤推定によりロジスティッ

ク回帰を⾜った。ただし、⿕災三町では土砂災害による

⿕害が多く発生したため、本ㄽでは振動⿕害のみの影㡪

を⪃慮することとし、土砂災害⿕害のない世帯の回⟅を

抽出した。推定⤖果を図 7 と式[1]に示す。定数㡯が

4.3838、係数が-5.4968 のとき有意水準 1㸣以上の⢭度と

なった。本研✲では、生活再建にあたり移㌿の意向をも

つ住民が潜在的に市区町村外への移㌿の可⬟性をもつと

し、P_sta\ の余事㇟から求まる⥲数を、地㟈⿕害にて発

生しうる「最大移㌿⪅数」とみなし、式[1]を用いて地㟈

⿕害に対する将来の最大㝈の人口減少㔞を推ィする。

図 6 木㐀建≀の⿕害尺度 (岡⏣ら 6)よりⴭ⪅作成) 

日町 小એ୫市 ⾧岡市 柏崎市 七尾市 ྡྷ島市
鳥取県西部地震 新潟県中越沖地震

2 1.0034 0.9942 1.0031 1.0001 1.0009 0.9964
5 1.0198 0.9937 1.0009 0.9912 0.9948 0.9760
10 1.0203 0.9942 1.0132 0.9862 1.0028 0.9864

益城ௌ 嘉ౣௌ 熊本市 原ଞ ೈ阿્ଞ

2 0.9476 0.9887 0.9965 0.9610 0.9406
5 0.9388 1.0187 0.9878 0.9513 0.9151

厚真ௌ 安ฑௌ むかわௌ 日高町 平取町

2 0.9760 0.9795 0.9886 1.0011 0.9998
5 - - - - -

佐࿌間町 佐༽町 那智勝浦町 安佐ೈ区 岩泉町 館山市
※1 H21台風9号 H23台風12号 ※2 H28台風10号 R0台風15号

2 1.0126 0.9986 1.0100 0.9948 1.0040 1.0058
5 1.0069 1.0034 1.0096 0.9795 0.9859 -
10 1.0287 0.9906 0.9940 - - -

෫水害 ഀ 火災
南房総市 三ଞ ಐ佈湖ௌ 高ీ市 糸魚川市

R0台風15号 三宅島噴火 ༙珠山噴火 東日本本大震災 大規模火災
2 1.0038 0.9724 0.9629 0.8783 0.9976
5 - 0.8892 0.9644 0.8971 -
10 - 0.8396 0.9389 0.8961 -

火山
経過
年数

※1：ฑ18೧海ಕ佐࿌間ௌにおけるཿ巻ɻɻ※2ฑ26೧8月19ೖからの広ౣ県の雨

経過
年数 北海道胆振東部地震

෫水害
経過
年数

ஏ震
経過
年数 熊本地震

ஏ震

ஏ震
経過
年数 新潟県中越地震 能登半島沖地震
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図7 建≀損傷度別 Pstay 推ィ⤖果 

𝑷࢚࢙𝒂1  = ࢟  / (1 + H[S( - 4.3838 + 5.4968 [)) [1] 

図 8 ⿕⅏ 3 ⏫の人口推⛣と人口減少㍍減効果 

3㸬2 ⿕⅏後の流出と復⯆政⟇の効果 

⿕災 3 町に対して、Pୱ୲ୟ୷による「最大移㌿⪅数」の流

出後の推ィ人口と災害前の推ィ人口、災害後の実人口の

比㍑を⾜い、復⯆㐣⛬での流出抑制効果を検ドした。⤖

果を図㸶に示す。図中の値は復⯆による人口流出の㍍減

率である。厚真町では半数⛬度、むかわ町でも住民の流

出を抑制でき復⯆施⟇の効果といえる。一方で安平町は

災害後の流出が大きく、「最大移㌿⪅数」を㉸えた人口

流出が㐍んでいた。これは復⯆による人口流出の⦆和効

果が⮬治体の取り⤌みや住民の就業環境に応じ、大きく

異なることを示す。 
また、安平町の例より人口流出が潜在的な流出⪅数を㉸

えて発生しうることから、一旦は⮬宅周㎶での生活再建

をのぞむも、公的支援の不㊊や⤒済的問㢟から居所での

生活再建を断念する世帯が存在することがわかる。 
3㸬3 ⿕⅏三⏫での住宅復⯆ 

 ⾲ 3 は⿕災地アンケート実施時点での住宅の⿵修状況

の Damage-Level ごとの㞟ィ⤖果であり、⿕害を受けて⿵

修の必せ性をㄆ㆑しながらも⿵修を実施しない世帯や⿵

修実施前の世帯、住人に⿵修の意思がない世帯が存在す

ることを示す。せ因として、必せな支援⟇の欠如や支援

の㐜れによる住民㈇担の大きさや、物㈨・人材の不㊊に

より⿵修が㏣い付かない状況があると⪃えられる。 
さらに、アンケート内ではつっかい棒による応急処⨨、

外壁の⿵修など建物の⪏力向上への寄与の小さなものも

⿵修を⾜ったものとして扱ったため、⿵修実施により建

物⪏力が向上した建物の割合は㞟ィ値よりも小さくなる。

一方で構㐀㒊分の損傷により地㟈⿕害を受けた建物は劣

化が㐍⾜し、その⪏㟈性⬟は低下すると⪃えられ、⿵修

の㐜れ、構㐀上有効な⿵修が⾜われないことで地㟈災害

の再発時に⿕害が拡大する恐れがある。従って、⫹振東

㒊地㟈での住宅復旧・復⯆は次なる災害への備えとして

不十分な状況にある。 

⾲ 2 ⿕⅏三⏫アンケートでの⿵修実施≧況 

4㸬⿕⅏地での地㟈再Ⓨに対する⿕害想定 
 ⫹振東㒊地㟈⿕災地域は、石狩低地東⦕断層や千島海

溝に伴う地㟈など再び⿕災地域となりえる地域である。

そのため、一度人口流出を抑制した施⟇が次なる地㟈へ

の⿕害㍍減効果に⤖びついているのかは㔜せな問㢟とな

る。そこで、⿕災 3 町での地㟈再発を想定し、再発地㟈

の⿕害㍍減につながる初発地㟈時の住宅復⯆戦略を検ウ

する。 
4㸬1 推ィ手法 

本研✲では、⮬治体ごとに地域全体での㟈度曝㟢人口

と木㐀建物の⪏㟈ホ点分布から、初発地㟈の⿕害推ィ及

び個々の建物⪏力低下が反映された新たな建物の⪏㟈ホ

点分布を作成した。初発時の⿕害推定には、⿕害推ィの

手法には田畑ら 7)によるものを用いた。⥆いて、⿵修・

建て替えによる⪏㟈ホ点の向上を⿵修ケースごとに⪏㟈

ホ点分布の操作であらわし、初発地㟈後の⪏㟈ホ点分布

を作成した。さらに、⧞り㏉す地㟈に対し地㟈一回あた

りの木㐀住宅の⪏力低下について⪏㟈ホ点分布の変化を

推ィする⠛田ら 8)の手法を用い、⿕災域における⪏㟈ホ

点分布の低下を⪃慮したものに二回目の地㟈の㟈度曝㟢

人口を与え、初発地㟈と同様に⿕害推ィをおこなった。

これが地㟈再発時の⿕害となる。また地㟈による建物⿕

害から式[1]を用い、「最大移㌿⪅数」と死⪅数から地㟈

⿕害によって最も人口減少が㐍む場合の将来人口推ィを

⾜った。 
推定データに㛵して、㜵災科学技⾡研✲所の共振ほ測

⥙ K-NET、KiK-net より作成された QuiQuake における㟈

度分布 9) を入力地㟈動に用い、住家⪏力として北海㐨の

住宅性⬟を⪃慮した➉内ら 10)の⪏㟈ホ点分布を利用した。 
4㸬2 想定地㟈と⿵修パターンについて 

2021 年に⫹振東㒊地㟈と同じ揺れが再度発生する場合

を想定し、それまでに⪏力向上に寄与しない⿵修が⾜わ

れるケース A 及び⪏力向上に寄与する⿵修を想定し、そ

の方法・対㇟の異なる 3 つのケースを検ウした。ケース

B は住宅の⿵修が不十分な⿕災 3 町での⤖果に対応し、

⿵修対㇟をアンケート上で⿵修を実施した世帯の割合を

建物損傷度ごとに按分した割合とした。各ケースの内容

を⾲ 3 に示す。また図 9 は厚真町の人口分布を図 10 は⫹

振東㒊地㟈の㟈度分布をそれぞれ250mメッシュで⾲した

ものである。 

図 9 厚┿⏫の人口分布 図 10 QuiQuake 㟈度分布分布 

D0 D1 D2 D3 D4 D5 D6 全体
補修不གྷ 56.3% 2.9% 6.1% 4.8% 0.0% 0.0% 0.0% 15.4%
未補修 33.8% 67.8% 40.8% 33.9% 29.5% 50.0% 33.3% 53.9%
補修 9.9% 28.8% 51.0% 46.8% 42.6% 50.0% 0.0% 28.5%
解体 0.0% 0.5% 2.0% 14.5% 27.9% 0.0% 66.7% 2.2%

D0 D1 D2 D3 D4 D5 D6 全体
382 1018 196 62 61 2 3 1850

データ数
[世帯数]
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⾲ 3 想定する⿵修パターン 

4㸬3 推ィ⤖果 

推ィ⤖果を図 11a13 に示す。建物⿕害・人的⿕害はケー

ス A から㡰に㍍減され、同じ㡰で将来の人口減少も㍍減

された。人口推ィに用いた変化率は一律であり、災害の

影㡪は⤒年により⦰小するが、地㟈直後の流出が大きい

場合、人口が少ない状態が㛗期的に⥅⥆し、人口減少を

先取りした形になる。再発地㟈の⿕害㍍減には⪏㟈改修

実施が最も効果的であるが、倒壊建物を㝖去し地㟈によ

る⪏力低下を⿵修にてリカバリーするケース C の⿵修で

も全壊棟数こそ多いものの死⪅数を抑えることができ、

潜在的な人口減少も⪏㟈改修を⾜うケース D の 2 倍⛬度

に抑えることができた。

図 11 建≀⿕害の分布 

図 12 厚┿⏫建≀、死⪅、(潜在)流出数 

図 13 将来推ィ人口 
5㸬おわりに 
本研✲は災害が人口変化に与える影㡪を⿕害指標の一

つと捉え影㡪を定㔞的に把握するとともにこの指標より

地㟈再発にそなえ、人口減少中の地域の持⥆につながる

住家復⯆戦略を検ウし以下の知ぢを得た。 
①人口減少地域における災害の人口流出への影㡪を災

害✀別ごとに明らかにした。また人口減少⮬治体では人

口流出ののちに人口が回復しないことを明らかにし、中

㛗期的な人口減少の⦆和には、災害直後の人口減少の抑

制が効果的であることを示した。 
②⫹振東㒊地㟈⿕災地のアンケート⤖果から地㟈⿕害に

応じた「最大移㌿⪅数」を定㔞化し、⿕災 3 町の復⯆施

⟇の効果をホ価した。また、⿕災 3 町では復⯆㐣⛬での

人口流出が抑制された一方、災害直後に十分な⿵修が実

施されず、復旧復⯆が次なる地㟈に対しての備えとはな

っていないことを示した。 
③以上の⤖果を用いて、厚真町を例に想定地㟈に対する

住宅復⯆戦略を検ウした。また地㟈⿕災地で再び地㟈が

発生する場合、人口減少がより深刻になることと、それ

を㜵ぐ「事前復⯆」として復旧復⯆期の十分な⿵修が有

効であることを示した。

なお、本ㄽで明らかにした「最大移㌿⪅数」による推

ィ人口は建物⿕害のみから⟬出されるため、復⯆施⟇・

社会環境ごとの流出の抑制効果が地㟈発生前に把握でき

ない点で、実㝿の施⟇を率案・実施していくうえでㄢ㢟

が残る。一方で本研✲の手法で各地の災害について復⯆

効果の定㔞化が可⬟なことは、災害後の事後的な復⯆効

果の検ドにとって有用なものと⪃える。 
今後は、再建希望率の低下する半壊以上の世帯に対し全

世帯アンケートㄪ査を実施し、復⯆事業の影㡪による流

出人口低減効果の定㔞的分析を実施していく所存である。 

ㅰ㎡ 
本研✲の一㒊は、JSPS 科研㈝ 20H02403 の助成を受けた
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   There was a magnitude of 7.4 earthquake off the coast of Fukushima Prefecture at 23:36 on March 16, 2022. Many 
parts of Japan suffered damage, mainly in the Tohoku region. At that time, local governments in the Tohoku region 
used their official websites to disseminate information on disaster response. Some local governments have changed to 
the top page for emergencies in preparation for increased access in the event of a disaster. In this study, we browsed 
the top page of the prefectural office and the website of the city hall where the prefectural office is located 
immediately after the earthquake. We conducted a survey on the data capacity of the top page of the website, and 
report on the survey results. 
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Relationship between duration of stay in shelter and social vulnerability 

 after Great East Japan Earthquake 

ᕝぢ ᩥ⣖1㸪❧ᮌ ⱱ㞝2 
Fuminori KAWAMI1 and Shigeo TATSUKI3 

1  ྠᚿ♫ᏛᏛ㝔♫Ꮫ◊✲⛉ 
     Graduate School of Sociology, Doshisha University㸬 
2 ྠᚿ♫Ꮫ ♫Ꮫ㒊 
    Department of Sociology, Doshisha University㸬 

   This study aims to analyze the correlation between social vulnerability and the timing of moving out of shelters. Data 
were obtained from a survey of victims in 36 municipalities affected by the Great East Japan Earthquake (N=2111). 
Respondents who used shelters (N=308) were selected and converted to person-period data based on when they moved 
out of the shelter. Finally, 809 cases with no missing values in the independent variables were included in the analysis, 
and logistic regression was performed. The results showed that the single elderly dummy, housing type, and house 
damage were significantly related to the timing of moving out of the shelter. 

Keywords : shelter, housing recovery, social vulnerability, the Great East Japan Earthquake disaster 
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復興公営住宅の高齢者の課題と地域防災の取り組み 

―震災から 27 年経った神戸市 HAT なぎさ地区において― 

Issues related to the elderly in community disaster management of Disaster Recovery Public Housings 
― In the HAT Nagisa area of Kobe City, 27 years after the earthquake. ― 

Ặ家㔛⳯ 1, 㤿場⨾ᬛ子 1

Rina UJIKE and MichikR BANBA 

1兵庫┴❧大学ῶ⅏復⯆ᨻ⟇◊✲⛉ 
GUadXaWe SchRRl Rf DiVaVWeU ReVilience and GRYeUnance, UniYeUViW\ Rf H\RgR 

The aging Rf DiVaVWeU RecRYeU\ PXblic HRXVingV in KRbe iV SURgUeVVing, WhXV iW iV neceVVaU\ WR ZaWch RYeU Whe eldeUl\ 
in nRUmal WimeV, and WR e[Wend iW WR VXSSRUW Whem in WimeV Rf diVaVWeU. IW iV fRXnd WhaW Whe eldeUl\ SeRSle haYe SURblemV 
in nRUmal WimeV and in WimeV Rf diVaVWeU, and WheUe aUe SRVVibiliWieV iniWiaWiYeV in nRUmal WimeV can be XWili]ed WR VXSSRUW 
Whe eldeUl\ in WimeV Rf diVaVWeU. In facW, SURblem Rf Whe eldeUl\ liYing in Whe DiVaVWeU RecRYeU\ PXblic HRXVingV eVWaWeV 
in KRbe haYe a VenVe Rf an[ieW\ WhaW WheUe iV nR Rne WR nRWice Whem in caVe Whe\ fall dRZn in Whe aSaUWmenW. A SURblem 
in WimeV Rf diVaVWeU iV WhaW VRme SeRSle aUe XnZilling WR eYacXaWe and XnSUeSaUed fRU diVaVWeU. TheUefRUe, Rne Rf 
imSRUWanW iVVXeV iV hRZ WR SURYide VXSSRUW WR Whe eldeUl\ ZhR Zill VWa\ aW hRme in Whe Wime Rf diVaVWeU ZiWhRXW being 
nRWiced, b\ XWili]ing Whe V\VWem Rf ZaWching RYeU Whem in RUdinaU\ WimeV. 

Key Word: DiVaVWeU RecRYeU\ PXbOic HRXViQgV, aVViVWaQce fRU eOdeUO\, ZaWchiQg RYeU, eYacXaWiRQ, cRPPXQiW\, diVaVWeU 

１．はじめに 

(1)研究背景

㜰⚄・ῐ㊰大㟈⅏から 27 年が⤒ち㸪復⯆公営住宅では

㧗㱋化⋡が年々㧗まる一᪉で㸪⾜ᨻによるᨭが⤊わり㸪

地域での助け合いがồめられている㸬復⯆公営住宅では㸪

⤒῭㠃を⌮⏤に㧗㱋⪅の入居⪅が多いことや㟈⅏前のコ

ミュニティから㞳れて入居している人が多いことなどに

より㸪孤⊂Ṛという問㢟が取りざたされている㸬これに対

して⚄ᡞ市では㸪㧗㱋⪅のぢ守りや地域コミュニティのά

性化のために㸪LSA㸦⏕ά助員㸧や SCS㸦㧗㱋世帯⏕ά

助員㸧を各復⯆公営住宅に㓄⨨するといった復⯆ᨭを⾜

ってきた㸬これらの事ᴗは復⯆基㔠事ᴗであったが㸪基㔠

による㐠⏝が⤊了し㸪2020 年 3 ᭶に㛢㙐することとなっ

た㸯㸧㸬そのため㸪平における地域での助け合いの仕⤌み

づくりがより一層ồめられている㸬

平の地域⤌⧊やその取り⤌みは㸪⅏害にも⏕かされ

るような仕⤌みであることが㔜せである㸬⌧在㸪⅏害の

㧗㱋⪅ᨭの仕⤌みとしては㸪⅏害せㆤ⪅名⡙の作ᡂ

⩏務化や個別㑊㞴ィ⏬の作ᡂの努力⩏務がᣲげられる㸬⚄

ᡞ市ではせㆤ⪅ᨭ団体として㸪地域⚟♴センターであ

るふれあいのまちづくり協㆟会や⮬会㸪㜵⅏⚟♴コミュ

ニティなどを想定し㸪⅏害のせㆤ⪅への対応が⪃えら

れている㸬なぎさ地区ではせㆤ⪅名⡙が作ᡂされており㸪

ふれあいのまちづくり協㆟会や㞟合住宅の各Ჷにある⟶

⌮⤌合➼で共᭷されているが㸪そのά⏝の仕᪉は᫂☜には

Ỵめられていない㸬⅏害にせㆤ⪅への対応の仕⤌みを

ᶵ⬟させるためには㸪体制やマニュアル➼をᩚ備すると同

に平からどのように取り⤌んでおくかが㔜せである㸬 

平と⅏害が㐃⥆した地域の仕⤌みをᵓ⠏するため

には㸪平と⅏害に住Ẹ㛫でどのようなㄢ㢟が存在する

のか㸪平の地域での助け合いの取り⤌みが⅏害のせ

ㆤ⪅ᨭにどうάかせるのか㸪そのために平から何をし

ておかなければならないのか㸪それらを᫂らかにする必せ

がある㸬 

(2)研究目的

ᮏ◊✲では㸪⚄ᡞ市の復⯆公営住宅およびその団地に居

住する㧗㱋⪅がឤじている平のㄢ㢟と㸪⅏害のㄢ㢟を

᫂らかにすることを┠ⓗとする㸬それらのㄢ㢟から㸪それ

ぞれのㄢ㢟に対して取り⤌むべきことを⪃察し㸪平の取

⤌を⅏害にどのように⏕かすことができるのかを⪃え

る⣒口となることを┠ᶆとする㸬 

２．分析対象地域の概要と調査概要 

(1)研究対象地区

兵庫┴⚄ᡞ市ℿ区に位⨨するなぎさ地区を◊✲対㇟と

する㸦図 1-1㸧㸬この地区は⌧在㸪UR ㈤㈚住宅㸶Ჷ㸪市営

住宅 3 Ჷ㸪公営住宅 2 Ჷ㸪分ㆡ住宅 10 Ჷがΰ在する㞟合

住宅団地で人口は 7,278 人である㸬 

図 1－1(出典：神戸市情報マップ 2500分 1 地図) 
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この地区の≉徴としては㸪㜰⚄・ῐ㊰大㟈⅏で⿕⅏され

た᪉の復⯆公営住宅としてできた㞟合住宅がある㸬復⯆公

営住宅では住Ẹの㧗㱋化⋡が一⯡の公営住宅より㧗くな

っており㸪なぎさ地区でも㧗㱋⪅のぢ守りが必せとされて

いる 2)㸬 

(2)調査概要

ᮏㄪᰝは 2020 年 11 ᭶ 20 ᪥㹼12 ᭶ 25 ᪥にℿ区♫会⚟

♴協㆟会が実主体となり㸪兵庫┴❧大学大学㝔ῶ⅏復⯆

ᨻ⟇◊✲⛉㤿場◊✲室が協力して実された㸬ㄪᰝ᪉ἲは

ㄪᰝ員による㉁問⣬の全ᡞ㓄布し㒑㏦㸪回収⟽に回収した

ことに加え㸪WEB 回⟅㸪ㄪᰝ員による個別⪺き取り・回収

も実した㸬3,600 ᡞに㓄布し㸪回収⚊ᩘは 1,024 ⚊であ

る㸬ᮏ◊✲では㧗㱋⪅を対㇟とした分ᯒを⾜うため㸪1,024

⚊のうち回⟅⪅が 65 ṓ以上の世帯をᢳ出し 497 ⚊を分ᯒ

する㸬そのうち 218 ⚊は㸪ㄪᰝ員による個別⪺き取りによ

る回収⚊である㸬 

㉁問内容は㸪大きく 4 つに分㢮され㸪1)回⟅⪅の属

性㸪2)⏕άについて㸪3)地域ά動や地域⤌⧊について㸪

4)㜵⅏についてである㸦⾲ 1-1㸧㸬

表 1-1 調査項目 

分㢮 ㄪᰝ㡯┠ 

1 属性 世帯人ᩘ・性別・⥆・仕事・国⡠・居住地・

居住年ᩘ・年㔠受⤥・㞀がい⪅ᡭ帳の᭷↓・

介ㆤㄆ定㸪㞴ㄆ定の᭷↓・㑊㞴困㞴⪅ 

2 ⏕άに 

ついて 

⏕άㄢ㢟・㏆ᡤ付き合い・ボランティアά

動・コロナ⚝の困りごと・⏕ά‶㊊度・外国

人との㛵り・外国人の増加について・外国人

の役割・ 

3 地域ά動 

・⤌⧊に

ついて 

地域ά動への参加・おẼに入りのά動・ά動

参加㢖度・コロナ⚝の地域ά動・地域ㄢ㢟・

地域ㄢ㢟のゎỴ⟇・外国人との交ὶ・地域⤌

⧊のㄆ▱度 

4 㜵⅏に 

ついて 

㑊㞴場ᡤ・⅏害への備え・⅏害にできるこ

と 

３．調査結果 

(1)回答者の属性

回⟅⪅の属性についてまとめる㸬⣙半ᩘが 1 人世帯で

あった㸦図 2-1㸧㸬ḟいで多いのが 2 人世帯で㸪40㸣を占

める㸬ḟに性別ごとの世帯人ᩘを♧す㸦図 2-2㸧㸬回⟅⪅

497 ⚊のうち㸪⏨女の回⟅⪅ᩘはほぼ同ᩘであった㸬性

別で世帯人ᩘをぢると㸪女性のうち⣙ 70㸣が 1 人世帯㸪

対して⏨性は⣙ 55㸣が 2 人世帯である㸬 

図 2-1:回答者の世帯人数(n=497) 

図 2-2:回答者の性別と世帯人数(n=497) 

(2)平時の高齢者の課題について

㧗㱋⪅が平にどのようなㄢ㢟をឤじているのか㸪また

そのㄢ㢟をឤじている㧗㱋⪅はどのような≉徴があるの

かを᫂らかにする㸬そのためにまず㧗㱋⪅が⏕άの中でឤ

じている⮬㌟のㄢ㢟についてᢕᥱする㸦図 2-3㸧㸬᭱も多

い回⟅は“≉に困っていない”で㸪ḟに多い回⟅が“倒れ

たẼ付いてくれる人がいない”であった㸬 

図 2-3:自身の生活課題(複数回答) 

ḟにᬑẁの⏕άの中で“倒れたẼ付いてくれる人がい

ない”ことに不安をឤじている人は㸪どのような≉徴があ

るのかを分ᯒした㸦図 2-4㸪図 2-5㸧㸬図 2-4 は㸪⮬㌟の⏕

άㄢ㢟と世帯人ᩘの㛵係である㸬“倒れたにẼ付いてく

れる人がいない”と回⟅した人のうち 93㸣が 1 人世帯で

あった㸬女性の 1 人世帯が多いことから㸦図 2-2㸧㸪“倒れ

たにẼ付いてくれる人がいない”ことに不安をឤじて

いる人は㸪女性が多いということも⪃えられる㸬ḟに図 2-

5 は“倒れたにẼ付いてくれる人がいない”ことに不安

をឤじている人が㸪ご㏆ᡤ付き合いをしているかどうかの

グラフである㸬“倒れたにẼ付いてくれる人がいない”

ことに不安をឤじている人は㸪㏆ᡤ付き合いを⾜うように

なる㸪もしくは㏆ᡤ付き合いをしていないから不安にឤじ

ているのではないか㸪と想像されるが㸪㏆ᡤ付き合いを“よ

くしている”“たまにしている”というグループは 48㸣

で㸪“あまりしていない”“まったくしていない”というグ

ループは 52㸣とほぼ半ᩘずつである㸬1 人ᬽらしであっ

ても㸪㏆ᡤ付き合いをしていれば倒れたにẼ付いてもら

える可⬟性が㧗くなると⪃えられる㸬しかし㏆ᡤ付き合い

もしていなければ地域で᪥々の安否を☜ㄆすることが㞴

しい㸬半ᩘいる㏆ᡤ付き合いをしていない人の不安をどう

ゎỴするかがㄢ㢟である㸬
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図 2-4:生活課題と世帯人数の関係 

図 2-5:気付かれない不安と近所付き合いの有無 

(3)平時の高齢者の課題に対して必要な取り組み

ㄪᰝ⤖ᯝから㸪1 人ᬽらしの㧗㱋⪅は倒れたにẼ付い

てくれる人がいないことへの不安が大きいことが分かっ

た㸬それは㸪⅏害などに㈇傷したり助けが必せな≧ἣに

なったに㸪助けに᮶てくれたりᵝ子をぢに᮶てくれたり

する人がいないことへの不安と㔜なる㸬このような不安を

ឤじている人の⣙半ᩘが㸪㏆ᡤ付き合いをしていない㸬こ

のような㧗㱋⪅に対して㸪どのような取り⤌みが必せなの

だろうか㸬 

なぎさ地区では家の中で倒れていたり㸪体ㄪを崩してい

たりしていたに㸪少しでも᪩くẼづけるようにẸ⏕委員

によるぢ守りά動が⾜われている㸬体ㄪ㠃で心㓄な᪉や㸪

人との㛵りが少ない㧗㱋⪅を中心にゼ問し㸪体ㄪに変化が

ないか㸪⏕άの困りごとがないか㸪⥭急㐃⤡先に変᭦がな

いかなどを☜ㄆしている㸬専㛛ⓗなᨭが必せだと判᩿し

た場合には㸪医⒪ᶵ㛵や♫会⚟♴協㆟会などに⧅ぐ役割を

ᯝたしている㸬しかしこれらの取り⤌みは㸪よりᨭが必

せとみなされる人が優先されるため㸪不安をᣢつ人がこの

ά動の対㇟⪅になっているかどうかは不᫂であることか

ら,取りこぼされてしまう人が出てしまう可⬟性がある㸬

より丁寧に㧗㱋⪅をぢ守るためには㸪多くの㛫と人ᮦが

必せである㸬なぎさ地区のẸ⏕委員は 8 人しかおらず㸪Ẹ

⏕委員 1 人当たりがぢ守る㧗㱋⪅は 100 人以上である㸬

しかもẸ⏕委員の多くも㧗㱋⪅であることから㸪Ẹ⏕委員

の取り⤌みだけでは㸪倒れたにẼ付かれないことの不安

をῶらすことは㞴しい㸬1 つの取り⤌みにぢ守りの役割を

ᢸわせるのではなく㸪地域でさまざまな取り⤌みをするこ

とで㸪少しでも⥙⨶ⓗにᨭがいきわたるようにする必せ

がある㸬 

(4)高齢者の災害への備えへの課題

⅏害への備えに対して㸪㧗㱋⪅がどのような対⟇をして

いるのか㸪また地域の㜵⅏対⟇として何を⪃えておかなけ

ればならないのかをㄪᰝ⤖ᯝから⪃察する㸬  

図 2-6 はどこに㑊㞴するかという㉁問の回⟅を♧す㸬

なぎさ地区の⅏害リスクについては㸪⚄ᡞ市のハザードマ

ップによると㸪土◁崩れ・ὥỈ・ὠἼなどのリスクは低い

と分かった 3)㸬㉁問の⤖ᯝは㸪“中学ᰯに㑊㞴する”と

“㑊㞴しない”が同ᩘであった㸬⌮⏤として⅏害へのリス

クが低いイメージや㸪㧗層の㞟合住宅であることから㸪台

㢼やὠἼなどのỈ害の場合には⮬宅にいるほうが安全で

あると⪃えていたり㸪地㟈の㝿にも㑊㞴する必せがないと

⪃えていたりする可⬟性がある㸬

図 2-6:地震・台風などの災害時に避難する場所(複数回

答) 

図 2-7 は㸪⅏害に備えて‽備しているものがあるかと

いう問いである㸬᭱ も多い回⟅が“㑊㞴ᡤを▱っている”

の 248 ⚊で㸪ḟいで多い回⟅が“備品を⏝ពしている”

で 221 ⚊であった㸬しかし“≉に何もしていない”という

回⟅が 178 ⚊にのぼることが大きなㄢ㢟だと⪃えられる㸬 

図 2-7:災害の備え(複数回答) 

図 2-8 は“㑊㞴しない”と回⟅した人が㸪どのような⅏

害への備えをしているかをみたグラフである㸬“㑊㞴しな

い”と回⟅している人で㸪備品を⏝ពしているのであれ

ば㸪あえて㑊㞴せず在宅㑊㞴への備えをしているというこ

とが⪃えられる㸬しかし“≉に何もしていない”という回

⟅も 103 ⚊ある㸬㑊㞴するព思がなく㸪かつ⅏害への備え

もしていない人が一定ᩘいることが分かった㸬このことか
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ら㸪今後は⅏害がⓎ⏕した後に在宅㑊㞴⪅に対してどのよ

うなᨭをしていくのかということも㸪事前に地域で⪃え

ていく必せがある㸬 

図 2-8:避難しないと回答した人の災害の備え 

図 2-9 は㸪中学ᰯ㸪なぎさ⚟♴センター㸪㏆ᡤの▱り

合いのᡤという“地域内での㑊㞴する”人と㸪“ぶ᪘のと

ころ”に㑊㞴する人と㸪“㑊㞴しない”と回⟅した人の㏆

ᡤ付き合いとの㛵係のグラフである㸬“㑊㞴しない”と回

⟅した人のほうが㸪他とẚべて㏆ᡤづきあいを全くしてい

ないという割合が多いことが≉徴である㸬ᬑẁから㏆ᡤ付

き合いを⾜わない人が㸪⅏害にも㑊㞴しない傾向がある

ということは㸪在宅㑊㞴をすることになると⪃えられる㸬

しかし在宅㑊㞴は㸪㑊㞴ᡤよりもᨭのᡭが届きにくい㸬

しかもᬑẁから㏆ᡤ付き合いが少ないため㸪在宅㑊㞴をし

ていても㏆ᡤの人にẼ付かれず㸪⅏害にはより孤❧する

可⬟性が㧗いと⪃えられる㸬 

図 2-9:避難行動と近所付き合いとの関係 

(5)災害時の高齢者の課題に対して必要な取り組み

地域の⅏害リスクやㄪᰝ⤖ᯝを㚷みて㸪⅏害のㄢ㢟は

ᬑẁから㏆ᡤ付き合いがなかったり㸪⅏害への備えをして

いなかったりする在宅㑊㞴の㧗㱋⪅を㸪どのようにᨭす

るのかということである㸬⅏害せㆤ⪅名⡙に㍕ってい

る㧗㱋⪅はẚ㍑ⓗ᪩く安否☜ㄆが⾜われ㸪どこに㑊㞴して

いるのかがᢕᥱされ᫆いと⪃えられる㸬しかし名⡙に㍕ら

ない㧗㱋⪅は㸪安否を☜ㄆされない㸬また安否☜ㄆはされ

ても㸪その後の在宅㑊㞴中のᨭが届かない可⬟性がある㸬

地域での安否☜ㄆの᪉ἲを作ることと㸪在宅㑊㞴の㝿にぢ

守りや㸪情報共᭷㸪復⯆に向けての取り⤌みをどのように

⾜うのかを⪃えておかなければならない㸬 

４．おわりに 

ᮏ◊✲では㸪なぎさ地区にある復⯆公営住宅を含めた㞟

合住宅団地において㸪㧗㱋⪅が平や⅏害にどのような

ㄢ㢟があるのかをㄪᰝした㸬その⤖ᯝ㸪㧗㱋⪅の平のㄢ

㢟としては㸪“倒れたにẼ付いてくれる人がいない”と

いうことを不安にឤじている人が多かった㸬その回⟅⪅の

≉徴として㸪1 人世帯が多いことがわかった㸬また不安に

ឤじている人の半ᩘは㸪㏆ᡤ付き合いをしていないという

ことであった㸬1 人世帯や㏆ᡤ付き合いをしていない人の

不安ឤを㸪どのようにゎỴしていくかがㄢ㢟である㸬その

ゎỴ⟇の一つとして㸪なぎさ地区では地域住Ẹが「共⏕の

まちづくりィ⏬」を作り㸪5 年後の┠ᶆとそのためのアク

ションプランを❧てている㸬これは㧗㱋⪅だけを対㇟にし

たィ⏬ではないが㸪子⫱てᨭ㸪㜵≢・㜵⅏ά動㸪㧗㱋⪅

の居場ᡤづくりなど㸪ᵝ々なά動が⾜われる予定である㸬 

地域でさまざまなά動がされることで㸪より多くの人の助

けてほしいことに㸪ᨭが届くのではないかと⪃える㸬

⅏害には㸪㑊㞴しないという⪃えの人が一定ᩘおり㸪

その中でも備えをしていない人や㸪㏆ᡤ付き合いをしてい

ない人がいることがㄢ㢟であることが分かった㸬㧗㱋⪅の

安否☜ㄆの᪉ἲを☜ㄆすることはもちろん㸪在宅㑊㞴⏕ά

中にどのようなᨭが必せなのか㸪どのようにᨭを届け

るのかを事前にỴめておく必せがある㸬このようなㄢ㢟に

対して㸪⌧在なぎさ地区内の一㒊㞟合住宅では㸪⊂⮬の安

否☜ㄆマグネットを㓄布している㸬これは㸪⅏害の安否

☜ㄆの᪉ἲとして取り入れられており㸪⅏害に安全が☜

保できていればᡬにマグネットを張り出し㸪それを地域の

安否☜ㄆᢸ当が☜ㄆする㸬マグネットが張り出されていな

いところは㸪㏆㞄住Ẹが声けをするという仕⤌みである㸬

この仕⤌みは⅏害┤後のものであることから㸪今後は⅏害

後の中㛗ᮇⓗなどⅬから㸪㑊㞴⏕άや復⯆ᮇにどのように

ぢ守りあうのかを地域で⪃えていく必せがある㸬その㝿に

は平の取り⤌みの延㛗⥺上で㸪⅏害を⪃えてみること

で㸪より実⏝ⓗな᪉⟇がたてられるのではないかと⪃える㸬

例えば㸪地域で⾜われているẸ⏕委員によるぢ守りά動や㸪

おⲔ会㸪ホームページの作ᡂなど㸪それぞれの平の取り

⤌みの中で⅏害にᯝたせる役割を⪃えておくだけで㸪ព

味があるのではないだろうか㸬今後も㸪⅏害にも実効性

のある仕⤌みとなるために㸪どのように平の取り⤌みと

⤖び付けていくのかを⪃えたい㸬 
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住Ẹの助け合いにつながる地域ά動に㛵する一⪃ᐹ 
―「困りごと」を᥋Ⅼとした人のつながりに╔┠して― 

A Study of Community Activities That Can Be the Base of Mutual Assistance 
- Focusing on Human Relationship through Difficulties in Daily Life -

山口まどか 1, 㤿場美智子 1

Madoka YAMAGUCHI and Michiko BANBA 

1兵庫県立大学減災復興政策研究科 
Graduate School of Disaster Resilience and Governance, University of Hyogo 

Since the Great Hanshin-Awaji Earthquake, "mutual assistance" has been emphasi]ed in DRR and "community 
activities" are promoted so that the residents can create their bonds or good relationship that can be the base of "mutual 
assistance". But it is hard to say that these activities have sufficiently achieved their goals. The purpose of this paper is 
to consider the different perspective of community activities by analy]ing the weakness of actual activities focusing on 
human relationship through "difficulties" in daily life. 

Ke\ WRUd: MXWXaO aVViVWaQce, CRPPXQiW\ acWiYiWieV, HXPaQ UeOaWiRQVhiS, DifficXOWieV iQ daiO\ Oife, 

㸯㸬◊✲の⫼ᬒ 
㜰神・淡㊰大㟈災以㝆, 災害対応における「公助」の㝈

界が指摘され, 「共助」が災害時に㔜せな役割を果たす
として, 「人のつながり」や「助け合い」が㔜どされる傾
向にある. そのための「地域活動」, たとえば自治会, 㜵
災カ練, お祭り, 清掃活動, ㊃味や学びのサークル活動, 
居場所づくりなどが, 住民主体の取り組みとして, また
⾜政の施策として㐍められてきた. しかし今現在, 地域
活動によって住民のつながりが強化され, 災害弱者を生
みにくい状況になったという実ドや実感はない. むしろ, 
住民の職業やルーツがより多様になり, 地縁を持たない
住民や単㌟世帯が増え, 少子㧗㱋化や人口減少が㐍む中, 
住民のつながりは希ⷧ化し, 災害弱者を生みやすい状態
になっていると考えられる. このように変化する社会に
対して, ⾜政の画一的な取り組みや古い社会制度にもと
づく施策では効果が上がらない中, 従来の地域活動にも
⾜きワまりがぢえる.  
㜵災のど点から「地域活動」を扱う先⾜研究では, 活

動の参加人数や㛵係者へのアンケートから参加者の特性

やネットワークを分析し, 地域活動を活性化させるせ素
を探るものが多い. 活動やㄪ査にアクセスできる人を対
㇟として地域活動を分析するため, 「参加者が増えた」
「ネットワークができた」という結果が出ているものも

ある. また, ソーシャルキャピタルの指標に地域活動を
含めその数値から災害時の支援及び受援につながったと

するものもある. しかし, 地域活動に参加しない人/参加
できない人, 地域につながりを持たない人, そのような
活動やㄪ査からとりこぼされている人こそが災害時に脆

弱な立場に置かれることを考えると, 地域活動の㛵係者
やㄪ査回答者を分析するだけでは, その地域活動が本当
に災害時の「人のつながり」や「助け合い」につながる

ものなのかどうかは検ドできない. そもそも, 㜰神・淡㊰
大㟈災で「助け合い」や「地縁コミュニティ」の大切さ

がㄆ㆑されたことは事実ではあるが, それらがいわゆる
地域活動により㔊成されるものなのかどうかは分かって

いない. 実㝿, 㜰神・淡㊰大㟈災の⿕災地では, 㟈災前に
㜵災カ練等の地域活動が活発に⾜われていたわけではな

い. 㜰神・淡㊰大㟈災は確かに「公助」の㝈界を示したが, 

㠀常事態にやむを得ず生まれた「共助」をそのまま「地

域活動」と結び付けることには無理がある. 現在, 地域活
動で人のつながりを強化するという取り組みの効果や実

感がⷧいのはそのためである. 今後の地域活動を考える
ためには 地域活動の現状とその㝈界を知り, 多様な人
のつながりを作る「接点」に注目する必せがある.  
本稿は, 筆者が神戸市灘区のHATなぎさ地区における

「共生のまちづくり会㆟㸦地域を考える HAT なぎさ住
民アンケートㄪ査㸧」「なぎさふれあいのまちづくり協㆟

会」「摩耶シーサイドプレイスイースト㜵災会」への参加

および㛵係者へのヒアリングを㏻じて得た知ぢから, 従
来の地域活動の⾜きワまりとその理由を考察し, 人のつ
ながりの「接点」に着目し, 多様な住民がつながるため
の新たなど点を提㉳するものである.  

㸰㸬「地域ά動」の⾜きワまり 
(1)地域ά動の⌧≧とㄢ㢟

HAT なぎさ住民アンケートㄪ査であげられている主
な地域活動は, 喫Ⲕ, 文化教室, 同好会, 子育てサークル, 
老人会, こども㣗堂, 清掃活動, 㜵災活動, お祭り, NPO
活動などである. ここにあげられていないもので, 住民
組織㸦自治会, 管理組合, まちづくり協㆟会など㸧の会㆟
のような地域㐠営に㛵わる活動や, 㧗㱋者のぢ守りなど
の支援活動も地域活動だと考えられる. これら活動に尽
力する㛵係者たちの悩みはどこも同じで, 人が㞟まらな
い, 若い人が来ない, いつも同じメンバーで多様な人を
巻き㎸めないということである. これはアンケート結果
にも㢧ⴭに現れており, 回答者の 7 割以上が, どの地域
活動にも参加したことがないと回答している㸦そのうち

26㸣はどの地域活動も聞いたことがない㸧. 特に若者の
参加割合が少ないという結果は出ていないが, 少子㧗㱋
化によりそもそも若者の絶対数が少ないことは事実であ

る. さらに, 地域活動に参加したことのある人のうち半
数以上は」数の地域活動に参加していることから, いつ
も同じメンバーである, 多様な人を巻き㎸めないという
悩みも付けられる.  
人が㞟まらないことよりも, 多様な人を巻きめないと

いうところが大きな問㢟点である. 人が㞟まるに㉺した
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ことはないが, 参加人数だけで地域活動の有効性を測る
ことはできない. たとえ地域活動に多くの人が㞟まった
としても, それは㞟客の成功を⾲すだけで, 㞟客人数を
もって, 人のつながりや助け合いの素地ができたとはゝ
えないからだ. もちろん, 人が㞟まることは地域活性化
につながるし, たとえ同じメンバーであっても, イベン
ト当日の出会いや地域活動の㐠営を㏻じて生まれる人の

つながりは有意義なものである. アンケートでは, 地域
活動に参加したことのある人は, 参加したことのない人
に比べて「ご㏆所の付き合い」や「助け合い・ボランテ

ィア活動」を「よくしている・たまにしている」と答え

た割合がともに㧗く, 中でも㜵災活動に参加したことの
ある人は特にその割合が㧗いという結果が出ている. も
ともと意㆑の㧗い人が地域活動に参加しているだけで, 
地域活動に参加したことによって㏆所付き合いや助け合

い精神が育成されたわけではないという可能性は否定で

きないものの, 現在⾜われている㜵災活動をはじめとす
る地域活動に一定の意義や効果があることはㄆめられる.  
ただ, 災害時に活きる「人のつながり」や「助け合い」

というど点からは, 現状の取り組みから生まれる「画一
的かつ広がりのないつながり」では不十分だとゝわざる

を得ない. その場に来ない人, 来ることができない人, 
地域でぢえない存在, いわゆる社会的弱者という側㠃を
持つ人, これら多様な人を巻き㎸んでこそ, はじめて人
のつながりが災害時の助け合いの素地となる. しかし, 
現在の地域活動ではそれらは十分に㐩成されていない. 
なぜ, 地域活動による人のつながりは画一的なものとな
り, 広がらないのか. 現場からは万策尽きたという声が
上がっている. 
(2) 地域ά動の≉ᚩと人のつながり 
上グをふまえ, 現状の地域活動のイメージを図 1 にま

とめる. 上㏙した活動を, 地域㐠営の活動㸦住民組織の会
㆟など㸧, イベント的な活動㸦㜵災カ練やお祭りなど㸧, 
㊃味/居場所づくりの活動㸦同好会やサークルなど㸧, 支
援活動㸦ぢ守り活動㸧に整理して例にとる. これは活動
の性㉁により分㢮したもので, 組織による分㢮ではない. 
組織でいうと, 上㏙した活動の実施主体はほぼ地縁的組
織㸦コミュニティ型㸧である. 一ぢ, 志縁的㸦アソシエー
ション型㸧組織による活動にぢえるものもあるが, 中心
メンバーは地縁的組織と同じである. 

 
A㸸人⬦がᗈく」ᩘのά動につながりをᣢつ人 
B㸸≉定のά動のみにつながりをᣢつ人 
C㸸つながりのない参加⪅/受動ⓗ㛵係⪅ 
〇㸸地域ά動に㛵係しない人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1㸸地域ά動による人のつながりのイメージ 

まず, A によってつながりが広がるようにぢえるが, A
の持つネットワークは個人の意㆑や㈨㉁によるもので, 
地域活動によって育成されたものではない. A の多くは
各活動のキーパーソンを兼務しており, むしろ, Aという
個々人が地域活動を育成しているのが実態である.  そ
して, 個人である A はいずれいなくなるときがくる, そ
うなると Aのネットワークもなくなる. 㐠よく新しい A
が出現する可能性もあるが, それは個人のライフスタイ
ルや意欲の変化によるもので, 地域活動によって自動的
もしくは意図的に Aを増やすことは㞴しい. 次にそれぞ
れの活動における㛵係者のつながりの特徴をグ㏙する.  

 例 1㸸住民組織の会㆟など地域㐠営に㛵わる活動は, 
A が㞟まりやすい場で, B を含む少人数の参加者に継続
的なつながりがある. 総会などを大つ模に実施する場合
には, C が増える. ただ, 役職や委員の持ち回りなどの, 
ある程度の必せ性と強制力をもって, C や「〇」を B と
して巻き㎸むことができる可能性がある.  
例 2㸸㜵災カ練などのイベントは Cが㞟まる場であり, 

C を増やすことは比㍑的容易だが, 一時的な C はつなが
りを持たず容易に「〇」に戻る. 一㒊, 㐠営に㛵わった A
とBには一時的もしくは継続的なつながりが生まれるが, 
そこからBの人数やつながりが自然に広がっていくこと
は期待できない.  
例 3㸸同好会などの㊃味/居場所づくりの活動は, 少人

数の Bに継続的なつながりが生まれる. 内容的によって
は女性や子どもにも広がりやすい. しかし, 住民組織の
会㆟のような必せ性や強制力がないため, ㈐任の伴わな
い Bや Cは容易に「〇」に戻る.  
例 4㸸ぢ守り活動は, 実㉁, Aが㧗㱋者を支援する活動

で, 一㒊「〇」にアプローチするものではあるが, 「〇」
が C になる㸦せ支援者が増える㸧ことは, A の㈇担が増
えることを意味し, 受動的な㛵係者である C同士につな
がりはなく, Cが Bや Aになることもない.  
どの活動にも共㏻してゝえることは, 地域活動によっ

て A が自動的に増えるわけではないこと. A を介するネ
ットワークは, Aの個人ネットワークで, そこからBやC
同士をつなぐ線が増えるわけではないこと. そして何よ
り協ㄪしたいのは, ABC の特徴をいくら分析しても, そ
れ以外の, 地域住民の 7 割以上いるとされる「〇」はぢ
えてこないことである. そしてそのぢえない「〇」は一
様ではなく, そこに地域のㄢ㢟や脆弱性があると考えな
ければいけないということである. 現状の地域活動は
「〇」にアプローチする性㉁のものではない. そこに地
域活動の⾜きワまりがある.  
 
㸱㸬人のつながりの「᥋Ⅼ」をぢ┤す 
人のつながりには何らかの「接点」が必せである. 地

域活動の⾜きワまりを考えるうえで, まずその「接点」
をぢ直すことが必せである.  
多くの場合, 地域活動は, 人の接点として「場所」や「機

会」を作る取り組みだと考えられている. 「場所」の例と
しては, 公園や公共施タ, ゴミ置き場や自㌿㌴置き場, 
カフェなどがあげられる. リアルな場所ではなく, Web
上の場所でもよい. 「機会」の例としては, 自治会や㜵災
カ練などの地域活動があげられる. こちらもWeb上の活
動でもよい. しかし, いずれにせよ「場所」「機会」で人
が接するためには, まず生活時㛫の一致や興味㛵心の一
致が前提となる. 必然的に, 同じ「場所」「機会」には, 同
じ生活時㛫の人, 同じ興味㛵心の人, そういった意味で
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同じタイプの人が㞟まる. そこで生まれるのは「画一的
な㞟まり」であり「多様なつながり」にはならない. 「場
所」「機会」を用意するだけでは, 多様な人は巻き㎸めな
い.  
また, その他の「接点」の可能性として 2つ, 「利害」

と「ㄢ㢟」を考える. 地域における「利害」によるつなが
りは, 昔の生活や, ㎰村や漁村の生活にみられるもので, 
水場や生活㈨源の共有や生業での協力を「接点」とした

つながりである. しかし現代の㒔市㒊の生活は, そのよ
うな共有や協力がなくても生活できるように作られてい

るため, 「利害」が接点となることはほぼない. 敢えてあ
げると, 分ㆡ住宅の不動産価値や地価, 災害リスクなど
は住民が共有する「利害」ではあるが, そこを接点とし
てつながりが生まれるほど多様な人の日々の生活に密着

したものではない. 価値やリスクを共有する度合いは人
によって㐪い, それらに㛵係も㛵心もない住民は多い. 
さらに「利害」は, 「場所」や「機会」と㐪い, 人為的に
作り出すことが㞴しい. ある特定の人たちに利益や不利
益を与えることによって「利害」を共有する人のつなが

りは生まれるが, それは施策や地域活動として推奨でき
ることではない.  
さて, 「ㄢ㢟」は接点になり得るだろうか. 「地域ㄢ㢟

の共有」は地域活動においてよく聞かれるゝⴥであるが, 
それが「接点」になると安易に考えることはできない. 
「地域ㄢ㢟は地域全体のㄢ㢟なので, 住民全員の接点だ
ろう」と思われるかもしれない. しかし, 地域ㄢ㢟と呼ば
れるものは, 地域の状況から総括的にあげられたもので, 
具体的にいつㄡに何が㛵係し, ㄡが何を共有しているの
か分からないものである. いわば㞼や㟝のようなもので, 
何かの㞟合体がそこにあるものの, 実㝿そこにはㄡも接
しておらず, 具体的な接点はない. 地域ㄢ㢟をゎ決する
ために㞟まるメンバーがいつも同じなのは当然である. 
なぜなら, これは「ㄢ㢟」に具体的に接する人のつなが
りではなく, 結局は「場所」「機会」を共有するメンバー
の㞟まりだからである. つまり, 地域ㄢ㢟の共有を「接点」
だと考えると, そこから生まれるものはやはり「画一的
な㞟まり」となり, 「多様なつながり」ではない.  

㸲㸬「困りごと」が᭷効な「᥋Ⅼ」になりうる 
(1㸧ṇの᥋Ⅼではなく㈇の᥋Ⅼにὀ┠する

そこで, 「ㄢ㢟」を地域全体で共有するㄢ㢟のことで
はなく, 個々人が毎日接している「ㄢ㢟」, つまり具体的
な「困りごと」として考えてみる. 「困りごと」には住民
の多様性が現れる. 住民の多様性とは, 年㱋, 性別, 国籍, 
職業, 病気, 居住年数, 家族構成, 生活時㛫帯などである
が, 「困りごと」はこれらのせ素が」合され, 多くは生活
の変化とともに㐃続するものである. そのため, 「困りご
と」のゎ決には, 「困っている人」と「助ける人」を㐃続
的につなぐ作業が必せとなる. 個々の「困りごと」に対
応するその㐣程で多様な住民に㢗ること, つまり人と人
をつなぐことで, 住民の多様性とそのゎ決のために㢗る
べき多様な住民の姿をぢ出すことができる. そのため, 
「困りごと」を接点とする地域活動は, 「多様性と広が
りのある人のつながり」を生み出す可能性がある.  
また, 「困りごと」を接点とする地域活動には, 従来の

地域活動に㛵係しなかった人々を巻き㎸むことが期待で

きる. なぜ従来の地域活動に参加しない人を, 「困りごと」
なら巻き㎸むことができるのか. それは, 人㛫はいくら
³自分にできること´であっても, 興味のないことに対し

て自発的に㛵わる理由はないが, 困っている人から³自
分にできること´を㢗まれると断る理由がないからであ
る. 簡単な例をあげる. 暇な休日に自宅マンションで㏆
所の人から声をかけられたとする. 「お祭りに参加しま
せんか」とゝわれても, もし興味がなければ「またの機
会に」と簡単に断ることができるが, 「エレベーターが
壊れたのでⲴ物を㐠ぶのを手伝ってくれませんか㸽」と

㢗まれると, なかなか「嫌です」といって立ち去ること
はできない. また, たとえば「子どもカフェ」のチラシを
渡されても, 子どもにも㣧㣗にも興味がなければ「⾜か
ない」という㑅択は簡単だが, 「子どもがケガをしたの
で手を㈚してくれませんか㸽」と㢗まれると, 断るとい
う㑅択は厄介である㸦相当の理由と意思が必せである㸧. 
人を巻き㎸むうえで有効なのは「Letµs enjoy」ではなく
「Help me」なのである.   
また, ゎ決しなければならない「ㄢ㢟」や「困りごと」

とまでいかなくても, ㏞惑をかけてしまった人へのㅰ罪
や, 㞄人への気㐵いのような, いわば「引け目」レベルの
ことからも, つながりはできる. すれ㐪ったときに一ゝ
ㅰろうか, 何かのついでにお土産でも渡そうか, これも
「Letµs enjoy」ではなく「I¶m sorry」によるつながりであ
る. これまでの地域活動は, 主に正のイメージの「人のつ
ながり」に目が向けられてきた. しかし, 日常生活には, 
㈇のせ素からはじまるつながりが案外多く, そこには意
図せず多様な人が巻き㎸まれている.  
(2) なかなかぢえない「困りごと」

「困りごと」は, 多様な人のつながり, ネットワークの
接点になりうる. ㏫にゝうと「ㄡも困っていない」状態
や, 「困りごと」というど点を欠いた活動からは, 画一的
なつながりしか生まれない. 「困りごと」は大小にかか
わらずㄡにでも日々㉳こりうるものである. 多くは自分
でゎ決しながら生活しているが, 特に自分の手に㈇えな
い「困りごと」は社会的弱者㸦㛗期的にせよ一時的にせ

よ弱者の立場にある人, 弱者の側㠃を持つ人㸧に㉳こる. 
その㒊分こそが「人のつながり」の「接点」になりうる

のだが, 現状の地域活動ではこの㒊分がよくぢえない. 
また, ⾜政によるㄪ査や住民アンケートでも本当に困っ
ている人の姿はぢえにくい. それはなぜか. そもそも, 
そのㄪ査やアンケートにアクセスできる人, 対㇟となる
人が㝈られているからである. 病気や㞀がい, 国籍やゝ
ㄒによるアクセスの壁はもちろん, 世帯主でない人や未
成年が, ⾜政の数える³人´から排㝖されていることも多
い.  
たとえば HATなぎさ住民アンケートㄪ査では, 「あな

たご自㌟の生活ㄢ㢟㸦困っていること ・心㓄なこと㸧は
ありますか㸽」の㉁問に, 半数以上が「特に困っている
ことはない」と答えており, またその後の共生のまちづ
くり会㆟においても, 「普段の生活であまり困っている
という声は聞かない」という意ぢが出されている. しか
し, この結果から住民の困りごとの有無や大小を判断す
ることはできない. まず, このアンケートの回収率は
28.4㸣である. つまり, アンケートに回答する機会と能
力に恵まれた 28.4㸣の人㛫が回答したものである. さら
にこのアンケートは全戸㓄布, つまり世帯ごとに 1 㒊の
㓄布であるため, 世帯の中で決定権のある 1 名が回答し
たものである. 地域の中で, 家庭の中で, 経済的・㌟体
的・精神的・社会的に弱い立場にいる人が, このㄪ査に
どのくらい回答できたのか知ることは㞴しい. これは一
例としてあげたもので, このアンケートの方法や回収率

-  123 -



に問㢟があるというわけではない㸦せ支援者世帯には民

生委員がゼ問グ入支援するという工夫もなされている㸧. 
しかし, 一般的にこのようなアンケート結果からは, 本
当に困っている人の姿はぢえないということである. ま
た, ぢえないことに加え, たとえ本当に困っている人の
数が少ないとしても, 少数だから放置してよいという判
断にはならないことも強ㄪしたい.  
困っている人は自分から困っているとゝえない状態に

あることが多く, 声が上がらないところにこそ, 「困りご
と」は存在する. そのため, 地域活動には, まず「困りご
と」をすくい上げる, そこからつなげる, この二段㝵が必
せである. 「困りごと」を「接点」とした「人のつながり」
ができることにより, 徐々に「困りごと」は可ど化され, 
「困りごと」を抱える人が声を上げやすくなる. 個々を
すくいあげ, 個々をつなぐ, その地㐨な作業から生まれ
るのが多様な人のつながりである.  

㸳㸬今ᚋの地域ά動にむけて 
「困りごと」を接点とした「多様性と広がりのある人

のつながり」というど点から, HATなぎさ地区にある, 摩
耶シーサイドプレイスイースト㸦共同住宅 5棟㸧におけ
る取り組みを 2 つ取り上げる. どちらも現場の問㢟意㆑
から生まれたヨ⾜㘒ㄗの取り組みであり, システム化さ
れたものではない. しかし, ここには今後の地域活動を
考えるヒントがある.  
(1) 㜵⅏マニュアル多ゝㄒ∧作ᡂ㸦2021ᖺ㸧

㜵災会が住民向けの㜵災マニュアルを作る㝿に, 日本
ㄒ版に加えて英ㄒ版と中国ㄒ版を作成した. 単に「㜵災
マニュアルの多ゝㄒ化」というと, ㏆年あらゆる自治体
や事業者で実施されており, 汎用的なものであれば日本
ㄒ版も多ゝㄒ版も簡単に手に入る. ただこの事例の特筆
すべき点は, 「そこで暮らす住民に絞った独自のマニュ
アルを作成したこと」に加え, ここでは特に「マニュア
ルを住民の力で多ゝㄒ化したこと」に注目したい.
経緯としては, 㜵災会による, ㏆所に外国ルーツの住

民がいるという一般的なㄆ㆑からはじまり, 翻ヂを外注
する予算がないため住民内で協力者を探したという分か

りやすいものである. そこで名前があがったのが, A 氏
㸦中国ㄒ/日本ㄒ㸧と B氏㸦日本ㄒ/英ㄒ㸧と C氏㸦英ㄒ㸧
であった. 3名とも㜵災会の役員ではなく, 㐍んで立候⿵
したわけではない. A氏とC氏は外国ルーツの住民で, 特
に C氏は日本ㄒが得意ではないため, これまで㜵災会の
ことはほとんど知らず, 今後も活動への参加は㞴しいと
考えている. しかし 3 名とも, 㜵災マニュアルの翻ヂに
ついては, その意義と自分の役割を理ゎして快ㅙした. 
そして翻ヂ後には, 自分自㌟が㜵災知㆑を得ることがで
きたこと, 㜵災会の活動を知ることができたこと, 地域
に㈉献できたことがよかったという感想を㏙べている. 
仕上がった英ㄒ版中国ㄒ版は住民に広報され, 希望者に
㓄布している. 新つ住民には入居時に手渡すため, その
㝿のコミュニケーションにより, 新しく来た住民の必せ
ゝㄒが分かるという仕組みだ.  
この取り組みには地域活動や人のつながりというほ点

から 3つの意義がある. ①㜵災会の抱えるㄢ㢟に対して, 
㜵災会の外からゎ決能力を持つ住民を巻き㎸んだこと, 
②㜵災会にとってのㄢ㢟ゎ決だけでなく, 巻き㎸まれた
3 名にも地域を知るきっかけやつながりというメリット
が生じたこと, ③今後マニュアルの㓄布プロセスを㏻じ
て, 住民の中でゝㄒや㜵災に不安を抱える人を可ど化で

きる可能性があることである. これは「困りごと」を接
点とするマッチングがうまく作用し, その効果が他の住
民にも広がる好例で, 「多様性と広がりのあるつながり」
の一例といえる. もし予算が十分にあり翻ヂを外注して
いたら, プロ仕上げでさらにゝㄒ数も増やすことができ
たかもしれない. しかしその場合, 上㏙した 3 つの効果
はどれも期待できなかっただろう㸦予算消化で作った翻

ヂ版が倉庫に積まれたまま忘れられている例は多い㸧. 
加えて, この 3 名や㜵災会役員のうち数名は, 他の地

域活動や家族を㏻じた知り合いであり, そのつながりが
今回の打デにつながった㠃もある. 従来の地域活動にお
ける人のつながりが画一的で広がりに乏しいことは前㏙

した㏻りだが, その従来のつながりを「ㄢ㢟㸦困りごと㸧」
を接点として引き合わせ組み合わせることで, 」合的に
多様性と広がりを実現することが可能となる.  

(2) NPOἲ人なぎさ・くらしᨭセンター㸦2013ᖺ㹼㸧

摩耶シーサイドプレイスイーストの地域活動の中で,
特に「困りごと」を接点とする活動として注目できるの

は, 当 NPOの㧗㱋者の生活支援や災害時支援, 子どもの
学習支援など, 地域の中で何らかの助けを必せとしてい
る人をサポートする取り組みである. その主せ事業とし
て, 「せ支援者ワンコインくらしサポート事業」がある. 
㟁球を変える, 大型ごみを㐠ぶなど, 主に㧗㱋者の日常
の困りごとを 1 回 500 円で, 登㘓会員がサポートする. 
はじめはイースト内だけの活動だったが, 活動範囲を㏆
㞄の公営住宅等を含む HAT なぎさ地区全体に広げる必
せ性を考えている. この活動は「困りごと」を接点とし
て人と人をつなぐ仕組みであり, また, ひとつの地域か
ら始まった活動が, 他の地域との接点になる可能性もぢ
出すことができる. とはいえ, 現在活動が㡰ㄪというわ
けではなく, 利用数は年㛫 10件未満, 登㘓会員も利用者
も広がらない. あんしんすこやかセンターや民生委員と
㐃携するという工夫により, 㧗㱋者には比㍑的アクセス
しやすいが, その他のせ支援者, たとえば㞀がい者や乳
幼児, 外国人などの実数はつかめておらず, 活動の多様
性や広がりに乏しいこともㄢ㢟としてあがっている. サ
ポートを提供する担い手としての登㘓会員も㝈定的であ

る. 今後この活動を持続可能なシステムとするためには, 
ぢえにくい「困りごと㸦せ支援者㸧」をいかに可ど化して

すくいあげるかという工夫に加え, 地域にいる「㢗るべ
き多様な住民」の可ど化と活用する仕組み, この両㠃か
ら検ウする必せがある.  
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ࢣࣥࡿࡍ㛵ᒃఫ⎔ቃࡓࡋ㐺࡚⫱Ꮚ┠㉁ၥ㡯ࡢ(1)

ㄪᰝࢺ࣮ .ࡓࡋタィࢆ┠㉁ၥ㡯ࡢ⚊㸪ㄪᰝ⪄ཧࢆ(6

㸱㸬◊✲ᑐ㇟ᆅ༊ࡢᴫせ
(1)㛭ୖᆅ༊ࡿࡅ࠾⯆ࡢ⤒⦋

㛭ୖࡢ⌧ᆅᘓ᭱ࡿࡅ࠾ࡢ≉ᚩࡣ㸪ᅵᆅ༊⏬ᩚ⌮

ᴗ༊ᇦィ⏬ேཱྀࡢᖜ࡞⦰ᑠࡿࡼᴗつᶍࡢ㐺ṇ

ࡀᅗࡓࢀࡽⅬࡿ࠶㸬ྡྲྀᕷࡣ H24 ᖺࡽ H25 ᖺࢃ

ࡾࡓ 2 ᅇࡢಶู㠃ㄯࢆᐇࡋ㸪ࡢࡑ⤖ᯝࡅཷࢆ㸪ᔞୖ

ࢆィ⏬ேཱྀ༊⏬ᩚ⌮༊ᇦࡢఫᒃ⣔ࡿࡼ 121.8ha/5500(⿕
⅏๓ࡢேཱྀ)ேࡽ 56.8ha/2400 ேኚ᭦ࡓࡋ㸬ᔞୖࡆ

ᕤࡀ╔ᡭࡓࢀࡉᚋ㸪ィ⏬ேཱྀ᭱ࡣ⤊ⓗ 2100 ேಟṇ

㸪᭱ࡿࡍẚ㍑ࢆኚࡢ㸬ᅵᆅ༊⏬ᩚ⌮ᴗつᶍࡓࢀࡉ

⤊ⓗ࡞ᴗ༊ᇦࡢ㠃✚ࡣ 53㸣㸪ィ⏬ேཱྀࡣ 62㸣ࡢ⦰ᑠ

 㸬ࡓࡗ࡞

2021 ᖺ 8 ᭶ᮎⅬ࡛ࡣ 1720ேࡀᒃఫࡾ࠾࡚ࡋ㸪ィ⏬ே

ཱྀ 2100 ேᑐࡿࡍྜࡣ⣙ ே㡰ㄪࡅࢆ㸪㛫82%

㸦ᅗࡿ࠶ࡘࡘࡋᅇࡀཱྀ 1㸧.

ᅗ 1 㛭ୖࡿࡅ࠾ᒃఫேཱྀィ⏬ேཱྀࡢ᥎⛣ 

ᢕᥱࡢᒃఫᐇែࡿࡼࡾྲྀࡁ⪺(2)

2021 ᖺࡢ 7 ᭶ࡽ 9 ᭶ࡅ㸪㛭ୖᏑᅾࡿࡍ 3 ࡢࡘ

⮬⤌⧊㸪᪂つᒃఫ⪅ࡢ᭷↓ࡗ⾜ࢆࡾྲྀࡁ⪺࡚࠸ࡘ

ᯝ㸪2020⤖ࡢࡑ㸬ࡓ ᖺ㡭ࡾࡼⱝ࠸Ꮚ⫱࡚ୡᖏࡢ㌿ධࡀ┠

ㄆ☜ࢆࡇࡿ࠶ࡀ㌿ධࡢୡᖏ࠸࡞ࡣ࡛⪅㸪⿕⅏࡞ࡘ❧

⾲㸦ࡓࡋ 1㸧㸬ࡓࡲ 2021ᖺ 12᭶ྲྀྡᕷྠᵝࡢ㉁ၥࢆ

ᐃఫಁ㐍ࡢ㛭ୖᆅ༊࡛ࡿ࠸࡚ࡋ㸪ᕷ࡛ᐇࢁࡇࡓࡗ⾜

ᴗࡾࡼ㸪ᑡࡶࡃ࡞ 80 ୡᖏࡣ᪂つᒃఫୡᖏ࡛ࡇࡿ࠶

᪂つᒃࡢࡽᆅ༊እࡢ⪅⅏⿕ࡢ㸪㛭ୖࡾศࡀ

ఫ⪅ࡀࡇࡿ࠸ࡶ☜ㄆࡓࢀࡉ㸬

⾲  ᯝ⤖ࡢㄪᰝࡾྲྀࡁ⪺ 1

㸲㸬ࢺ࣮ࢣࣥᅇ⟅ୡᖏࡢఫ࠸ࡲᒃఫኚ㑄
ᆅࡓࢀࡽᚓࡾࡼㄪᰝࢺ࣮ࢣࣥ㸪ࡵጞࡎࡲࡣ࡛ࡇࡇ

༊ෆᒃఫୡᖏࡢᇶᮏᒓᛶࡿࡍ⌮ᩚ࡚࠸ࡘ㸬ᅇ⟅ࡀᚓࡽ

ࡓࢀ 75 ୡᖏࡕ࠺ࡢ㸪74.7%ࡿࡓ࠶ 56 ୡᖏࡀ㛭ୖࡢ⿕

⅏⪅㸪ṧࡢࡾ ࡿࡍヱᙜ25.3% 19 ୡᖏࡀ㛭ୖᆅᇦእࡽ

ࡢᒃఫᙧែ⤊᭱㸬ᒃఫ⪅ᒓᛶࡓࡗ࠶᪂つᒃఫୡᖏ࡛ࡢ

⾲ࢆᯝ⤖ࡓࡗ⾜ࢆ㞟ィࢫࣟࢡ 2 㸬ࡍ♧

ḟ㸪⿕⅏ୡᖏ࣭᪂つᒃఫୡᖏูࡢ㟈⅏๓ᚋࡿࡅ࠾

ᒃఫኚ㑄ࡿࡍ⌮ᩚ࡚࠸ࡘ㸦ᅗ 2㸧㸬⿕⅏ୡᖏ࡚࠸ࡘ

ぢࡿ㸪⿕⅏ᚋ㛭ୖࢆ㞳ࢀ㑊㞴⏕άࡓ⤒ࢆᚋ㛭ୖᆅ

༊ᡠࡓࡁ࡚ࡗୡᖏ㸪ఫࡢ࠸ࡲ⿕⅏ࢆච୍ࢀᐃᮇ㛫㛭ୖ

㸬᪂ࡿࢀࡉูୡᖏࡓࡁ࡚ࡗᡠ㸪᭱⤊ⓗࡾࡲ␃

つᒃఫୡᖏࡣ࡚࠸ࡘ㸪ᮾி㒔ࡸᒣᙧ┴࡞┴እࡽ⛣

ఫࡓࡁ࡚ࡋ᪂つᒃఫ⪅ࡶぢࢀࡽ㸪ධᒃࡢᮇࡣ 2018 ᖺ

ࡽ 2020 ᖺ㞟୰ࡓ࠸࡚ࡋ㸬᭱ᚋ㸪᭱⤊ⓗ࡞ᒃఫᆅ㛭

ࡿࡍ⌮ᩚ࡚ࡋ┠╔㸪⿕⅏ୡᖏ࡚ࡋ⏤⌮ࡔࢇ㑅ࢆୖ

㸦⾲ 3㸧㸬ᆅᇦࡢឡ╔㛵ࡿࡍ㡯┠ᅇ⟅ࡀ㞟୰ࡓࡋ

୍᪉㸪⤒῭ⓗ㈇ᢸࢆ࡞⪃៖ࡋ㸪㑅ᢥ⫥ࡀࡵࡓ࠸࡞

㸬ࡓࢀࡽぢࡶୡᖏࡔࢇ㑅ࢆ㛭ୖ

⾲ 2 ᒃఫ⪅ᒓᛶ᭱⤊ᒃఫᙧែ

ᅗ 2 2011 ᖺ 3 ᭶ 1 ᪥ࡽ 2021 ᖺ 12 ᭶ࡢ࡛ࡲఫ࠸ࡲ

ᒃఫᆅࡢኚ㑄 

⾲ 3 ᒃఫ⪅ᒓᛶ㛭ୖࢆᒃఫᆅ࡚ࡋ㑅ࡔࢇ⌮⏤ 

ૌ৭࣑ࣙ અཱིغ࣎ ଲে
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㸳㸬⿕⅏⪅ࡿࡼ㟈⅏๓ᚋࡢᒃఫ⎔ቃホ౯ 
 ḟ⿕⅏ୡᖏࢆᑐ㇟ࡋ㸪㟈⅏๓ᚋࡿࡅ࠾ᒃఫ⎔ቃ

‶㊊ᗘࢆ 5 ẁ㝵㸦ࢇ࠸ࡓ‶㊊㸪‶㊊㸪࠼࠸ࡶࡽࡕ

 .ࡿࡍ⌮ᩚࢆᯝ⤖ࡓࡋ‶㸧࡛ホ౯ࢇ࠸ࡓ㸪‶㸪࠸࡞
㸩2㸪㸩1㸪0㸪㡰ࡽ㊊ࠖ‶ࢇ࠸ࡓࠕࢆ㸪‶㊊ᗘ࠾࡞
-1㸪-2 ⾤⥳ձࠕࡣ┠㸬ホ౯㡯ࡓࡋᚓⅬ࡚࠼ࡁ⨨

୪ࠖࡳ㸪ࠕղఫࠖ࠸ࡲ㸪ࠕճၟᴗ౽ᛶࠖ㸪ࠕմಖ⫱

ᩍ⫱་⒪ࠖ㸪ࠕյᏳᚰᏳࠖࡢ 5 㡯┠ࡿࡼ㸬 
ࡳ୪⾤⥳(1)

㛭ୖᆅ༊ࡣኴᖹὒ㸪㈆ᒣ㐠Ἑ㸪ᗈᾆ‴㸪ྡྲྀᕝ㠃ࡋ

ࢀࡲႠࡀࡋࡽᬽࡓࡋ㏆᥋ᆅ⥳ࡸỈ㎶ࡽࡃ㸪ྂࡾ࠾࡚

࠸ࡘࡳ୪⾤ࡧࡼ࠾࿘㎶⎔ቃࡓࡋ࠺ࡑࡣ࡛ࡇࡇ㸬ࡓࡁ࡚

㸦ᅗࡿぢࢆኚࡢ࡚ 3㸧㸬㟈⅏๓࡚࠸ࡘ㸪6 㡯┠ࡕ࠺ࡢ

㇏ࡢ࡞ᕝࡸᾏ.4ࠕ㸪ࡣࡢࡶࡓࡗ࡞ホ౯࠸㧗ࡶࡗࡶ

ࡼࡓࡋ㸬๓㏙ࡓࡗ࠶࡛ࠖࡿ࠶᪥ᖖ⏕άᅪෆࡀቃ⎔࡞

ࡓࡗᙉࡀࡁࡘࡧ⤖ࡢ᪥ᖖ⏕άᆅ≉ᛶ❧ࡢ㛭ୖ࠺

┠㡯ࡿࢃࡘࡲ㸪බᅬࡿ㸬㟈⅏๓ᚋ࡛ぢࡿศࡀࡇ

1㸪2 ࡇࡢࡇ㸬ࡓࡋ᪼ୖࡀ್ࡢ㊊ᗘ‶ࡃࡁ࡚࠸ࡘ

ࡢ㆟ㄽࡢࡾࡃ࡙ࡕࡲࡿࡅ࠾㛭ୖᆅ༊ࡢ㸪㟈⅏ᚋ࡚࠸ࡘ

୰࡛ࡣ㸪ព㆑ⓗබᅬ࡙ࡀࡾࡃ㐍ࡾ࠶ࡀ⦌⤒ࡓࢀࡽࡵ㸪

ࡋ㸬ᑐࡿ࠼ఛࡀࡇࡿ࠸࡚ࡁாཷ࡛ࡀ⪅ᒃఫࢆᡂᯝࡢࡑ

࡚㸪㡯┠ 4 ࢀࡇ㸬ࡓࡋపୗࡀ㊊ᗘ‶㟈⅏ᚋࡣ࡚࠸ࡘ

ࡸㆤᓊ㸪ᾏᓊࡿࡼ⟇ὠἼᑐࡢᾏᓊࡸἙᕝࡢ㸪㟈⅏ᚋࡣ

◁ࢫࢭࢡࡢᛶࡢపୗࡀ⫼ᬒࡿࢀࡽ࠼⪄ࡿ࠶㸬

ࡇࡓࡗ㧗ࡶ࡚ࡋẚ㍑┠㡯ࡢࡀホ౯ࡢ㸪㟈⅏๓ࡓࡲ

ࢆỈ㎶⎔ቃࡸ㢼ᬒࡓࡗࡲࡋ࡚ࢀࡉ㸪ὠἼ࡛ὶ࠼ຍ

⌧ࡣࡇࡿࡍྍ⬟࡛ࡵࡓࡿ࠶㸪ࡸࡸ‶㊊ᗘࡀୗ

㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄࡚ࡏࢃ࠶ࡶᛶ⬟ྍࡓࡗࡀ

ᅗ 3 ձ⥳⾤୪ࡳ㛵ࡿࡍ㟈⅏๓ᚋࡢホ౯ 

(2)ఫ࠸ࡲ

ḟ㟈⅏๓ᚋ࡛ࡢఫࡢ࠸ࡲ‶㊊ᗘࡢኚᩚ࡚࠸ࡘ⌮

㸦ᅗࡿࡍ 4㸧㸬4 ᐇࢆẚ㍑ࡢ㟈⅏๓ᚋ࡛࡚࠸ࡘ┠㡯ࡢࡘ

ࡀࡓࡋ㸪ࡢࢀࡎ࠸㡯┠ࡶ࡚࠸࠾యⓗ㟈⅏ᚋࡢ‶

㊊ᗘࡀపୗࡿࡍഴྥࡀぢࡓࢀࡽ㸬

┠㡯ࡃ 1 ┠㸪㡯ࡉᗈࡸ㒊ᒇᩘࡢάୖ࡛⏕ࡢ 3 ᗞࡢ

ࡋ⟆ᅇࡓࡋపୗࡀ㸪‶㊊ᗘࡿࡍゝཬ࡚࠸ࡘ↓᭷ࡢ

ᙧែኚࡢ࠸ࡲᜏஂⓗఫࡢ㸪㟈⅏๓ᚋ࡛ࡣୡᖏࡢࡃከࡓ

ࡀ㉳ࡓ࠸࡚ࡁ㸬ලయⓗࡣ⿕⅏๓୍ᡞᘓ࡚ࡢᣢࡕᐙ

୰࡛㞟ྜࡢάᘓ⏕ࡢ㸪㟈⅏ᚋࡀୡᖏࡓ࠸࡛ࢇఫࡃ㛗

ᆺࡢ⯆බႠఫᏯࡓࡗ⛣㸪࠺࠸ሙྜࡀከ࠸㸬4 ❶࡛

ࡕᣢࡣᒃఫᙧែࡢ㛭ୖᆅ༊࡛ࡢ㸪㟈⅏๓࠺ࡼࡓ㏙ࡶ

ᐙࡶࡗࡶࡀከࡃ㸪ࡓࡲ⯆බႠఫᏯࡢ㛫ྲྀࡸࡾᗈࡉ

㸪2ࡽࡇࡿ࠶ࡀไ㝈ࡢᐃ୍ࡣ పࡀ㊊ᗘ‶ࡢ┠㡯ࡢࡘ

ୗࡿࢀࡽ࠼⪄ࡓࡋ㸬⯆බႠఫᏯࡢධᒃࡣ㞟ྜᆺ

ᗞࡢࡁᡞᘓ࡚ᆺࡀᏑᅾࡵࡓࡿࡍ㸪ࢆࡽࡕ㑅ᢥࡓࡋ

 㸬ࡿ࠶ࡀᚲせࡿࡍព␃ࡇࡿࢀศࡀ⟆ᅇࡶ࡚ࡗࡼ

ᅗ 4 ղఫ࠸ࡲ㛵ࡿࡍ㟈⅏๓ᚋࡢホ౯ 

(3)ၟᴗ౽ᛶ

㸪࠸࡞ࡏḞ࡛ୖࡿ࠼⪄ࢆάᘓ⏕ࡢ⪅㸪⿕⅏ࡣ࡛ࡇࡇ

ၟᴗ౽ᛶ㛵ࡿࢃ㡯┠࡚࠸ࡘẚ㍑࠺⾜ࢆ㸬㟈⅏ᚋ

ࢆά⏕ࡢࠎேࡴఫሙᡤࡢࡑ㸪ࡃ࡞࡛ࡅࡔ⤥౪ࡢఫᏯࡣ

ᨭྛࡿ࠼✀タࡸ⏕άྠࡶࣛࣇࣥᩚഛࡿࢀࡉᚲせ

㸬ᅗࡿ࠶ࡀ 5 ά⏕ࡀ⪅㸬㟈⅏ᚋ㸪⿕⅏ࡍ♧ࢆศᯒ⤖ᯝ

㸦ᅗࡁ࡛ࡀ≀࠸㈙࡞ᚲせ 5㸪㡯┠ 2㸧㸪ࡢࡑࡓࡲၟࡢ

ᴗタ࡚࠸ࡘᐇࡓࡋ⎔ቃᩚࡀഛࡓࢀࡉホ౯࡛ࡿࡁ

㸦ᅗ 5㸪㡯┠ 3㸧㸬୍᪉㸪ࢫࣂࡸ⮬ື㌴࡛ࡢ⛣ືᛶ࡞㸪

㛭ୖᆅ༊ෆ࡛ື⛣ࡢ㛵ࡿࡍ㡯┠ࡣ࡚࠸ࡘホ౯ࡀୗࡀ

ࡓࡋ㇟ᑐࢆほගᐈࡣ⾤ࡢ㸬㟈⅏ᚋ㸪㛭ୖࡿ࠶ഴྥࡿ

ၟᴗタᩚഛࡶ㐍ࡓࡁ࡚ࡵ㸬᪥ᖖࢆ㏦ࡿᆅᇦఫẸほග

ᐈࡀ⥺ືࡢࡿ࠸࡚ࡗࢃሙ㠃ࡶከࡃぢࢀࡽ㸪ࡇࡢࡇ

㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡶᛶ⬟ྍࡿ࠸ࡀୡᖏ࠺ᛮ‶࡚࠸ࡘ

ᅗ 5 ճၟᴗ౽ᛶ㛵ࡿࡍ㟈⅏๓ᚋࡢホ౯ 

(4)ಖ⫱ᩍ⫱་⒪

ḟ㸪་⒪⚟♴ᩍ⫱ࡿࡍ⌮ᩚ࡚࠸ࡘ㸬9 㡯┠ࡢᴫ

せࢆ⾲ 4㸪ศᯒࡢ⤖ᯝࢆᅗ ࡁࡀホ౯ࡢ㸬㟈⅏ᚋࡍ♧6

㛵ࡾぢᏲࡢࡶࡇࡢᆅ༊ෆᑠ୰Ꮫᰯࡣࡢࡓࡋ᪼ୖࡃ

ᑠ୰Ꮫᰯࡓ࠸࡚ࡋᏑᅾࠎูࡣ㸬㟈⅏๓ࡿ࠶࡛┠㡯ࡿࡍ

ࡘ୍ࡢ⏤⌮ࡀࡇࡓࢀࡉ⨨㓄ഃࡢ㸪ఫᏯᆅࢀࡉྜ⤫ࡀ

ࡡࡴ࠾࠾㟈⅏๓ᚋ࡛ࡀ㸪ホ౯࡚ࡋ㸬ᑐࡿࢀࡽ࠼⪄࡚ࡋ

‶ࡢഴྥࡣࡢࡿ࠶㸪་⒪タ㛵ࡿࡍ㡯┠࡛ࡿ࠶㸬

་⒪⎔ቃᩚࡢഛࡣ㟈⅏௨๓ࡽᆅᇦఫẸᮃࡓࡁ࡚ࢀࡲ

ࡑࡽࡉࡣ㛭ୖ࡛ࡿࡍᒃఫࡀ⪅㧗㱋ࡸ❺㸪ඣࡾ࠶ࡀ⦌⤒

㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄ㄢ㢟ࡢ㸪ᚋࡵࡓࡍቑࡀ㔜せᛶࡢ

⾲ 4 ಖ⫱࣭ᩍ⫱࣭་⒪㛵ࡿࡍホ౯㡯┠ࡢヲ⣽ 

��үࣉ૮͗Ͳ͘ΖஏҮࢢүͱγʖέϩΏɼ͞ʹΝݡगΖஏҮαϝϣωτΡ͍͗Ζ

�Ͷ͍Ζ಼ݏਕՌබӅʀਏྏॶ͗ೖਫ਼ࢊ�

��ͨଠޮڠʀؔࢢүͱγʖϑηʀౕ͗ैࣰ͢ͱ͏Ζ
��ࣉॶɼฯүॶɼ༰கԄଶࣉؽಒ͗ঙ͵͏

��ঘָߏʀָे͗ߏबҕͶ͍Εɼࢢʹ͗௪ָ͢Ώͤ͏
��ָۢঘָߏʀָߏ͗ྒྷ͏

��ঘࣉՌබӅʀਏྏॶ͗ైิ಼ݏͶ͍Ζ

ᶈฯүʀگүʀҫྏͶؖͤΖ͞ͳ
ߴ̗

��ࣉॶɼฯүॶɼ༰கԄ͵ʹࢬઅ͗ైิ಼ݏͶ͍Ζ
��ࣉॶɼฯүԄɼ༰கԄγʖϑη಼༲͗ैࣰ͢ͱ͏Ζ
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ᅗ 6 մಖ⫱࣭ᩍ⫱࣭་⒪㛵ࡿࡍ㟈⅏๓ᚋࡢホ౯ 

(5)ᏳᚰᏳ

᭱ᚋ㸪⯆ࡓࡋ⿕⅏ᆅ࡛⏕άࢆ㏦࡛ୖࡿ㔜せ࡞Ᏻ

ᚰ࣭Ᏻ㛵ࡿࡍ㡯┠࡚࠸ࡘぢࡿ㸬12 㡯┠ࡢᴫせࢆ⾲

5㸪ศᯒࡢ⤖ᯝࢆᅗ 7  㸬ࡍ♧
┠㡯ࡿࡍ㛵ಀ⅏ᐖࡣ࡛ࡇࡇ 5㸪6㸪7 㸬ࡿ㏙࡚࠸ࡘ

ᅗ 5 ᾐỈࡸ㸪Ỉᐖࢀᜍࡢⅆ⅏ᐦ㞟≧ἣࡢ⾤㸪ఫᏯࡾࡼ

㸪㟈⅏࡚࠸ࡘഛ≧ἣᩚࡢ㑊㞴ሙᡤࡢ㸪⅏ᐖࢡࢫࣜࡢ

๓ẚᨵၿࡅཷࡓࢀࡉṆࡿ࠸࡚ࡵᒃఫ⪅ࡀከࡿ࠸ࡃ
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ࡢ༊ᇦ࡞⬟ᒃఫྍࡣ㸪㟈⅏ᚋࡀࡓ࠸࡚ࢀࡉᙧᡂࡀ⾤ࡾࡲ

⦰ᑠ㸪༊⏬ᩚ⌮ࡢᐇࡾࡼపᐦᗘ࡞ఫᏯᆅኚࡓࡋ

┙㸪ᆅ࡚ࡋᑐ㸬ᾐỈ⿕ᐖࡿࢀࢃᛮࡿ࠶ᬒ⫼ࡀࡇ

㠃ࡢᔞୖࢆࡆᐇࡓࡋ༊ᇦࡣ࡚࠸ࡘ㸪㈆ᒣ㐠Ἑࡿࡼ

Ỉᶵ⬟ࡢᙉࡶ࡞ᐇࢀࡉ㸪㟈⅏๓ẚᏳᛶࡀ

࡞࠸࡚ࢀࡉࡆ㸪ᔞୖࡋࡔࡓ㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡓࡗࡲ㧗ࡾࡼ

ᚲせࡿࡍព␃ࡇࡿࡍᏑᅾࡀఫᏯᆅࡶ༊ᇦࡢすഃ࠸

㋃ࢆᩍカࡢ㸪㐣ཤࡣ࡚࠸ࡘ㑊㞴ሙᡤࡢ㸬⅏ᐖࡿ࠶ࡀ

࠺ࡼࡿࡁ࡛ࡀ㑊㞴࡞Ᏻ㏿㎿ࡽఫᏯᆅࡢ㸪࡚࠼ࡲ

ᕤኵࡾ࠾࡚ࢀࡉ㸪ከࡢࡃᒃఫ⪅ࡀ㟈⅏ᚋࡢ㑊㞴ሙᡤ࠸ࡘ

࡚ㄆ㆑ࡀࡇࡿ࠸࡚ࡋศࡿ㸬ලయⓗࡣᆅ༊ෆࡢᑠ୰

୍㈏ᰯ㸪㞟ྜᆺࡢ⯆බႠఫᏯࡢᒇୖ࡞㸪ᬑẁࡢ⏕ά

ᬒ⫼ࡀࡇࡓࢀࡉ⨨タࡀ㑊㞴ሙᡤሙᡤࡃࡘ┠୰࡛ࡢ

㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡿ࠶

⾲ 5 Ᏻᚰ࣭Ᏻ㛵ࡿࡍホ౯㡯┠ࡢヲ⣽ 

ᅗ 7 յᏳᚰ࣭Ᏻ㛵ࡿࡍ㟈⅏๓ᚋࡢホ౯ 
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東日本大㟈災復興事業に基づく津波被災前の㧗台移㌿による 
被害㍍減効果 

―宮城県女川町をケーススタディとして― 
 Damage Reduction Effect of Relocation to Higher Ground Before the Tsunami Disaster 

Based on the Great East Japan Earthquake Reconstruction Project 
-A Case Study of Onagawa Town, Miyagi Prefecture-

ᮾ㔝 幹久 1㸪ᮧ尾 修2

Mikihisa HIGASHINO1 and Osamu MURAO2 

1 ᮾ北大学大学㝔工学◊✲⛉㒔市・建⠏学専攻 
     Department of Architecture and Building Science, Graduate School of Engineering, Tohoku University 
2 ᮾ北大学⅏害⛉学国㝿◊✲所 
     International Research Institute of Disaster Scinence, Tohoku University 

   Eleven years have passed since the Great East Japan Earthquake, and the whole picture of the reconstruction of each 
local government has become clear. Therefore, with the aim of verifying how much damage could have been suppressed 
if the hills had been relocated before the tsunami, Onagawa Town, which had been relocated to the hills after the Great 
East Japan Earthquake, was selected and analyzed. Based on the Great East Japan Earthquake reconstruction basic plan 
of Onagawa Town, we created a preliminary hill relocation scenario and made a trial calculation. As a result, it was 
found that all of the "relocation project cost", "building damage amount", and "disaster waste treatment project cost" 
can be kept smaller before the disaster than after the disaster. 

Keywords : 2011 Great East Japan Earthquake, Onagawa Town, reconstruction project, relocation to higher ground, 
damage reduction effect, pre-disaster recovery planning 

㸯㸬はじめに 
(1)研究の背景

2011 年 3 ᭶にⓎ⏕したᮾ᪥ᮏ大㟈⅏は㸪ᮾ北地᪉から

㛵ᮾ地᪉の広⠊囲にかけて⏒大な⿕害をもたらした㸬中

でも≉に⿕害が大きかった岩手┴㸪宮城┴のἢ岸⮬体

では㸪各⮬体によって⾤づくりの㆟ㄽがなされ、嵩上

げ㐀成による⌧地再建や㧗台⛣㌿の⟇がㅮじられた㸬い

ずれの⮬体もᮾ᪥ᮏ大㟈⅏のⓎ⏕を契ᶵとして、レベ

ル 2 ┦当のὠἼを意㆑した復⯆まちづくりを⾜ってきた㸬

㏆年㸪南ᾏトラフ地㟈によるὠἼのⓎ⏕が懸念されて

おり㸪⿕害がぢ㎸まれている⮬体の一㒊は㸪事前⛣㌿

を᳨ウ・実している㸬しかし㸪その実例は少なく㸪ᮾ

᪥ᮏ大㟈⅏の復⯆でぢられたような、⾤全体の⛣㌿を事

前に⾜うことの㞴しさが❚われる㸬 
(2)既往研究

事前復⯆に㛵する◊✲を挙げる㸬まず南ᾏトラフ地㟈

ὠἼ㑊㞴対⟇≉別強化地域㸦以下、強化地域㸧に指定さ

れている 139 市⏫ᮧを対㇟とした包括ⓗな◊✲を取り上

げる㸬ᮧ上・家⏣ 1)は㸪ὠἼ⿕害を㍍ῶすることを┠ⓗ

とした対⟇を取り上げ㸪強化地域の中でもὠἼ到㐩㛫

が▷い市⏫ᮧを厳㑅し㸪各⮬体の取り⤌み≧ἣとㄢ㢟

をᩚ⌮している㸬㔝呂 2)は㸪ὠἼ対⟇の内容と事前の㧗

台⛣㌿を実する上でのㄢ㢟をᩚ⌮した㸬 
 具体ⓗな市⏫ᮧに↔Ⅼを当てた◊✲として㸪Ṋ⏣・ὠ

⏣ 3)は㸪㧗▱市を対㇟とし㸪住Ẹの事前⛣㌿に㛵する意

向ㄪᰝや事前㧗台⛣㌿に必せな⏝地と⤒㈝の⟬出に基づ

き㸪事前㧗台⛣㌿の可⬟性を᳨ウした㸬ụ⏣ 4)は㸪ὠ

市を対㇟とし㸪個々の住Ẹの意向に基づいた⛣㌿政⟇の

必せ性を♧した㸬またᮾ㔝・ᮧ尾 5)は㸪㝣前㧗⏣市を対

㇟とし㸪実㝿の復⯆事ᴗに基づき事前㧗台⛣㌿のシナリ

オを作成し㸪その⿕害㍍ῶ効ᯝを᫂らかにした㸬

(3)研究の目的
ᮏ◊✲では㸪ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏によるὠἼによって⏒大な

⿕害を受け㸪㧗台⛣㌿を実した宮城┴女川⏫に╔┠し㸪

復⯆ィ⏬に基づき事前に㧗台⛣㌿を実した場合の住宅

の「建≀⿕害㔞」㸪「⛣㌿事ᴗ㈝⏝」㸪「⅏害廃Რ≀処

⌮事ᴗ㈝⏝」を⟬出し㸪㝣前㧗⏣市のほかに事前㧗台⛣

㌿の⿕害㍍ῶ効ᯝを᫂らかにすることを┠ⓗとする㸬 

 ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏Ⓨ⏕から 11 年が⤒㐣し㸪各⮬体の復⯆

事ᴗの全体像が᫂らかになってきている㸬そこで㸪その

復⯆事ᴗにせした㈝⏝やᮇ㛫を把握することによって㸪

ὠἼ⿕⅏前に⛣㌿を⾜うヨ⾜が可⬟であると⪃えた㸬 

㸰㸬研究の方法 
ᮏ◊✲は以下の手㡰で⾜う㸬 

①ᩥ⊩ㄪᰝにより女川⏫で⾜われた住宅⛣㌿に㛵わる復

⯆事ᴗのᩚ⌮を⾜い㸪ᮏ◊✲の対㇟地区である女川中

心㒊の事前復⯆シナリオと㛵㐃する㡯┠を把握する㸬

②対㇟地区の㟈⅏前ὠἼᾐỈ域に含まれる住宅戸ᩘを把

握する㸬そして復⯆事ᴗの中で㐀成した㧗台に㸪ヱ当

する住宅の⛣㌿に必せな㈝⏝とᮇ㛫を♧す事前㧗台⛣

㌿シナリオを作成する㸬

③そして②でタ定したシナリオに基づき㸪事前⛣㌿㈝⏝

と2011年ᮾ北地᪉太平ὒἈ地㟈同ᵝのὠἼ᮶くの建

≀⿕害を⟬出し㸪実⿕害とẚ㍑し㸪事前㧗台⛣㌿によ

る⿕害㍍ῶ効ᯝを⪃察する㸬
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㸱㸬女川町中心㒊における住宅移㌿事業の整理 
 女川⏫中心㒊の事前㧗台⛣㌿シナリオを作成するため

には㸪実㝿の復⯆事ᴗにおける住宅⛣㌿の場所や㈝⏝㸪

ᮇ㛫を把握することが必せである㸬そこでᮏ❶では㸪女

川⏫中心㒊の復⯆事ᴗのうち、住宅⛣㌿に㛵する事ᴗを

ᩚ⌮を⾜う㸬 

 女川⏫復⯆交付㔠事ᴗィ⏬ 6)にグ㍕されている各復⯆

事ᴗを⢭ᰝし㸪対㇟地区である女川⏫中心㒊の住宅⛣㌿

に㛵する事ᴗ㈝⏝やᮇ㛫㸪場所を把握した㸬その事ᴗ名

と㈝⏝を⾲ 1 に㸪宅地㐀成の場所とᮇ㛫㸪そして住宅供

⤥戸ᩘを図1に♧す㸬⾲1に♧した対㇟地区の中心㒊は㸪

図㸯においてΎỈ・᪥ⷘ㸪㐠動場す㸪女川㸪堀切山を含

む㸬これら復⯆事ᴗのデータに基づき㸪女川⏫中心㒊の

事前㧗台⛣㌿シナリオを作成する㸬 

表㸯 女川町中心㒊の住宅移㌿に㛵わる復興事業一ぴ 

㸲㸬事前㧗台移㌿シナリオの作成 
 ᮏ❶では㸪女川⏫が仮にᮾ᪥ᮏ大㟈⅏Ⓨ⏕以前に住宅

の㧗台⛣㌿を⾜っていた場合の⛣㌿㈝⏝や㍍ῶされる建

≀⿕害を⟬出するための指ᶆを提♧し㸪シナリオを作成

する㸬 

 ᮾ㔝・ᮧ尾 5)によるシナリオの⪃え᪉を参↷し㸪ᮏ✏

では「⾜政主導」による一括ⓗな㞟団⛣㌿を⪃慮したシ

ナリオ A と㸪「⾜政主導」によるẁ㝵ⓗな㞟団⛣㌿を⪃

慮したシナリオ B に↔Ⅼを当てることにする㸬

 また事前㧗台⛣㌿シナリオにおける㈝⏝についても㸪

ᮾ㔝・ᮧ尾 5)に即して⥲㈝⏝を⟬出し㸪⿕害㍍ῶ効ᯝを

᳨ウする㸬ᮏ対㇟地区では㸪復⯆事ᴗにおける各✀公共

タ建タ㈝⏝㸪㐀成された㧗台の㐨㊰㠃✚が不᫂░であ

った㸬よって⛣㌿事ᴗ㈝⏝における建≀の建タ㈝のうち

公共タ建タ㈝とインフラᩚ備㈝は⪃慮しないものとす

る㸬以下に⥲㈝⏝の⟬出᪉ἲをまとめる㸬 

事業໌ ଲ象ஏ区 事業ඇ༽（千円）
市再生区画整ཀྵ事業 心෨ 45,208,807
災集移促進事業 心෨ 6,490,242
災害公営住整ඍ事業 上競技場跡ஏ 4,878,663
市再生区画整ཀྵ事業 上競技場跡ஏ 37,034
災害公営住整ඍ事業 原・駅周ว 8,374,468
市再生区画整ཀྵ事業 荒ཱི 839,213
災害公営住整ඍ事業 神ශ 6,393,704
災害公営住整ඍ事業 小乗ශ 292,931
災害公営住整ඍ事業 清水・ೖ 509,048
災害公営住整ඍ事業 宮ケ崎 1,985,795
市再生区画整ཀྵ事業 宮ケ崎 5,872,442
災害公営住整ඍ事業 石ශ 412,029

81,294,376　計12事業

移㌿事業㈝用 5) 
a) 建≀の建タ㈝ 
住宅 
住宅建タ㈝=⛣㌿必せ戸ᩘ×建タ工事単価 
b) ᩳ㠃地の宅地㐀成㈝ 
ᩳ㠃地宅地㐀成㈝=㟈⅏前宅地㐀成㈝の平均×㧗台㛤Ⓨ㠃✚ 

㸦㟈⅏前は H19-23 で⟬出㸧 
c) ⛣住㊧地ゎ体㈝ 
⛣住㊧地ゎ体㈝=⛣㌿建≀延床㠃✚×各建≀建タ単価×0.074 

建物被害㢠 5) 
建≀⿕害㢠=⿕⅏戸ᩘ×建タ工事単価 

災害廃棄物処理事業㈝用 5) 
⅏害廃Რ≀処⌮事ᴗ㈝⏝=⿕⅏戸ᩘ×116.9t/Ჷ×29,881.9 円/t 

図 1 女川町中心㒊の住宅㓄置ィ画図 
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㸳㸬事前㧗台移㌿シナリオに基づく被害㍍減効果 
(1)一括的な事前㧗台移㌿㸦シナリオ A㸧

女川⏫中心㒊における住宅の事前㧗台⛣㌿の㐣⛬を図

2 から図 5 に♧す㸬 
 まず国土地⌮㝔が提供している基┙地図情報を参↷し㸪

㟈⅏前の女川⏫中心㒊の地図データを入手㸬地⌮情報シ

ステムを⏝いて㟈⅏前の予想ὠἼᾐỈ域㸦平成 16 年度公

⾲㸧7)とそのᾐỈ域に含まれる建≀Ჷᩘを把握した㸬ḟ

に対㇟地区の㧗台㐀成が完了したᵝ子を図 3 に♧す㸬こ

れは⛣㌿先の住⎔境がᩚ備されたことを♧し㸪㈝⏝はᩳ

㠃地の宅地㐀成㈝がヱ当する㸬図 4 は⛣㌿先での住宅の

建タが完了したことを♧し㸪㈝⏝は建≀の建タ㈝である㸬

᭱後に図 5 は⛣㌿元地にṧっている住宅のゎ体完了を♧

し㸪㈝⏝は⛣住㊧地ゎ体㈝となる㸬

シナリオ A では㸪予想ὠἼᾐỈ域 7)に含まれる 571 世

帯を復⯆事ᴗで㐀成した㧗台と同じ場所に⛣㌿させる㸬

一᪉㸪ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏によるὠἼは予想ὠἼᾐỈ域より広

い⠊囲でᾐỈした㸬そのため⛣㌿していなかった 1,789世
帯が⿕⅏する⤖ᯝとなる㸬以上を㋃まえた事前㧗台⛣㌿

の⿕害㍍ῶ効ᯝを⾲ 2 に♧す㸬⥲㈝⏝はᴫね 4 割⛬度に

抑えられることがわかった㸬 

表 2 シナリオ Aによる事前㧗台移㌿の被害㍍減効果 

図 2 予想津波浸水域に含まれる建物の抽出 

図 3 移㌿場所㸦㧗台㸧㐀成の完了 

図 4 㧗台への住宅建タの完了 

図 5 移㌿元地の住宅㊧地のゎ体完了 

(2)段㝵的な事前㧗台移㌿㸦シナリオ B㸧
シナリオ B はシナリオ A に㛫ⓗᯟ⤌みを㏣加したも

のである㸬したがって㸪女川⏫のᮾ᪥ᮏ大㟈⅏以前の人

口ῶ少 8)㸦2005-2010 年度㸧を⪃慮しながら⛣㌿対㇟戸ᩘ

をタ定し㸪ẁ㝵ⓗに⛣㌿を⾜った㸬㧗台㐀成の╔手㡰と

ᮇ㛫は実㝿の復⯆ィ⏬ 9)を参↷㸬㧗台先での住宅の建タ

には一年のṓ᭶がかかると仮定した㸬シナリオ B の⛣㌿

スケジュールを図 6 に♧す㸬ヨ⟬によると㸪⛣㌿対㇟⪅

を㧗台へ⛣㌿させるのに 16 年のṓ᭶がかかることがわか

った㸬また⛣㌿にこれだけの㛫がかかるとすると㸪⛣

㌿の᭱中にᮾ᪥ᮏ大㟈⅏と同➼のὠἼが᮶くすることが

⪃えられる㸬よって㸪ᮾ北地᪉太平ὒἈ地㟈同ᵝのὠἼ

᮶くᮇを⾲ 3 の㏻りタ定し㸪各ケースにおける⿕害㍍

ῶ効ᯝを⟬出する㸬

図 6 シナリオ Bの移㌿スケジュール 

項 ౨ೖຌ震災 シナリオA 増減
අ災世ଵ数 2,360 1,789(75.8％) 571

移事業ඇ（億円） 734 136(18.5％) 598
建අ害額（億円） 541 410(75.8％) 156

災害ഉ棄処ཀྵ事業ඇ（億円） 82 62(75.6％) 20
総ඇ༽（億円） 1,357 608(44.8％) 774
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 Case-1 は㸪⛣㌿対㇟区域内に住むすべての住Ẹが事前

㧗台⛣㌿完了後にὠἼが᮶くするというタ定である㸬そ

れ以外の Case-2 から Case-6 のタ定では㸪各㧗台への⛣㌿

完了後にὠἼがⓎ⏕する㸬図 7 に♧す㏻り㸪ᮾ᪥ᮏ大㟈

⅏によってⓎ⏕したὠἼは㸪予想ὠἼᾐỈ域より広くᾐ

Ỉしたが㸪⛣㌿先の㧗台には及んでいない㸬したがっ

て㸪⿕⅏するのは事前⛣㌿ᮍ完了の住Ẹとし㸪その⿕⅏

⪅たちは復⯆に⛣㌿する㸦事後⛣㌿㸧とする㸬 
事前⛣㌿㛤始からὠἼがく᮶するまでの᪥ᩘと㈝⏝の

㛵係を図 8 に♧す㸬⛣㌿対㇟区域の住Ẹがすべて事前⛣

㌿完了した後にὠἼがく᮶した場合㸦Case1㸧の⥲㈝⏝

は㸪実㝿の復⯆でせした⥲㈝⏝の 4 割⛬度となる㸬また

Case-2 から Case-5 における⥲㈝⏝に㛵しても㸪ᮾ᪥ᮏ大

㟈⅏の⥲㈝⏝より小さく㸪事前⛣㌿が㐍んでいればい

るほど⥲㈝⏝を小さく抑えられることがわかった㸬中で

も᭱もὠἼ᮶くᮇが᪩い Case-5 の⥲㈝⏝は 698 億円で

あり㸪ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏の⣙ 5 割の支出で抑えることがで

きる㸬 

表 3 東北地方太平洋沖地㟈同様の津波来く時期のタ定 

㐜←
−
−
−
→

᪩

ὠ
Ἴ
く
᮶

ᮇ

Case-1 全⛣㌿完了後 
Case-2 ずい㐨への⛣住完了┤後 
Case-3 女川への⛣住完了┤後 
Case-4 宮ケ崎への⛣住完了┤後 
Case-5 㝣上➇技場㊧地への⛣住完了┤後

図 7 東日本大㟈災の津波浸水域と㧗台㐀成地 

図 8 移㌿㛤始から津波く来までの日数と総㈝用の㛵係 

㸴㸬まとめ 
 ᮏ◊✲では㸪ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏で⏒大な⿕害を受け㸪㧗台

⛣㌿を実した女川⏫を対㇟地とし㸪復⯆事ᴗに基づい

た事前㧗台⛣㌿シナリオを作成し㸪⿕害㍍ῶ効ᯝを᫂ら

かにした㸬 

 女川⏫における事前㧗台⛣㌿をした場合の⥲㈝⏝は㸪

ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏とẚ㍑して㸪⣙ 4 割から 5 割⛬度の支出で

抑えられることがわかった㸬一᪉㸪㝣前㧗⏣市における

事前㧗台⛣㌿をした場合の⥲㈝⏝ 5)はᮾ᪥ᮏ大㟈⅏とẚ

㍑して 2.5割から 4割⛬度の支出で抑えられる㸬両⪅の⿕

害㍍ῶ効ᯝに㐪いが⌧れた一つのせ因として㸪ᮾ᪥ᮏ大

㟈⅏によるὠἼᾐỈ域にどの⛬度予想ᾐỈ域の世帯ᩘが

含まれるか、という指ᶆが⪃えられる㸬女川⏫は㸪ᮾ᪥

ᮏ大㟈⅏での⿕⅏世帯ᩘが2,360世帯に対し㸪予想ᾐỈ域

にはその 2.5 割⛬度の 571 世帯しか含まれていない㸬一

᪉㸪㝣前㧗⏣市はᮾ᪥ᮏ大㟈⅏での⿕⅏世帯ᩘが2,079世
帯に対し㸪予想ᾐỈ域にはその 6.5 割⛬度の 1,379 世帯が

含まれていたため㸪事前⛣㌿によって⿕⅏を免れる割合

が女川⏫より大きかった㸬 
 ᮏ◊✲によって㸪㝣前㧗⏣市に加え㸪女川⏫おいても

事前㧗台⛣㌿の⿕害㍍ῶ効ᯝを♧した㸬㝣前㧗⏣市や女

川⏫のように㸪ᮾ᪥ᮏ大㟈⅏の復⯆において㧗台⛣㌿を

⾜った⮬体として㸪▼巻市やᮾᯇ島市が挙げられる㸬

この 2 つ⮬体における事前㧗台⛣㌿の⿕害㍍ῶ効ᯝを

᫂らかにすることを今後のㄢ㢟としたい㸬 

ㅰ㎡ 
 ᮏ✏の作成にあたり㸪データを提供してくださった女

川⏫に対しお♩を⏦し上げます㸬 
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居住地域における看護職者の減災・復興活動への参加可能性
Possibility of participation of nursing professionals in disaster mitigation and recovery 

activities in residential areas 
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 When a disaster causes extensive damage in a wide area or an epidemic of infectious diseases, it is necessary to consider 
how to collaborate with human resources in the affected area. Therefore, we will clarify the possibility of participation 
in disaster mitigation and recovery activities by nurses, who are considered to have a high degree of expertise and 
effectiveness in their roles as residents of the community, based on the results of a questionnaire survey. 

Keywords : nursing professionals, disaster mitigation, recovery activities, cooperation, talented person 

１．はじめに
(1) 研究背景

近年，日本各地で毎年災害が発生する事態となってい

る．さらには，南海トラフ地震の発生も危惧されており，

広域的かつ甚大な被害が発生した場合，外部からの支援

が得られない地域が発生する可能性もある．例えば，同

様の広域激甚災害であった東日本大震災では，避難所と

なっていた気仙沼市立浦島小学校において，避難してい

た気仙沼市立病院の看護師が唯一の医療従事者として避

難者の健康を守った事例がある．その看護師はヘリでの

搬送が必要かどうかの判断，ヘリで救助される順番，高

齢者のケア，慢性疾患患者の相談にのるなどしていた．

また，医療チーム介入時にも状況を説明し，状態に応じ

た薬剤の管理も行っていたという 1)． 
これまで，大きな被害が発生した被災地では，当該地

域内での共助に加え，外部からの支援を適切に受け入れ

る「受援力」の重要性が指摘されてきた 2)．しかし，東

日本大震災被災地での状況に加え，2020 年以降の新型コ

ロナウイルス感染症拡大に伴う地域間での往来制限を踏

まえると，その前提が崩れる恐れがある．外部からの支

援を十分に受けられない状況下では，被災地域内の人材

とどのように連携するかを検討する必要に迫られる．今

後は改めて地域内での相互扶助を見直し，災害時に人々

の命と健康を守るための方策を検討していく必要がある．

看護職者はその専門性からもその検討の重要な対象と

考えられる．しかし，多くの看護職者は災害発生時には

所属先への参集義務があるなど，居住地域に滞在できな

いことも多い．一方で，保健師・助産師・看護師・准看

護師といった看護職の免許保持者のうちには，現在看護

の職についていない潜在看護師の存在がある．その数は，

正確には把握されていないが，推計で約 71万人であり，

その割合は資格取得者の約３割にもおよぶ 3)．潜在看護

師であれば，地域における減災の取り組みや災害後の

様々な活動にその専門性を活用して貢献できる可能性が

ある．

(2) 研究目的

そこで，地域内に居住する住民としては活動の専門性

が高く，担う役割の有効性も高いと考えられる看護職者

の居住地域における減災・復興活動への参加可能性につ

いて，アンケート調査結果から明らかにする．さらにそ

の結果を踏まえ，実際に地域での連携，活用を進めるた

めに，どのような方策が必要であるのかについても検討

することを目的とする．

２．調査概要 
(1)調査対象

民間調査会社に保健師・助産師・看護師・准看護師の

資格取得者として登録している 20 歳以上の 400 名を対象

にオンラインで質問票調査を実施した．研究目的に即せ

ば，災害時に参集を求められず，居住地域での活動の可

能性が高い潜在看護師を調査対象とする必要がある．し

かし，潜在看護師は届出が努力義務であるため，実態を

把握することは困難である．そこで，当初看護系大学の

卒業生を対象としたアンケートの実施を検討していたが，

個人情報の目的外使用になることもあり，協力の得られ

る機関が見つからなかった．そこで，やむを得ず民間調

査会社によるオンラインでの調査を実施することとした． 

(2)調査概要

2021 年 9 月 27 日より調査を開始し，9 月 28 日に予定

数回収のため終了とした． 

質問内容は，回答者の属性および，減災・復興活動へ

の参加意欲，参加に際しての心理的ハードル，看護職者

一般の貢献可能性である．なお、ここでは，地域におけ

る減災・復興活動への参画意向および，その実現可能性

についてのみ検討を行い，看護職者としての専門的な貢

献可能性については取り扱わないこととする． 

３．調査結果 
(1)回答者の属性
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まず回答者の属性について整理する．400 票の回答が

得られたが，回答者の 93.8％が看護師免許を取得してお

り，保健師の資格を取得している人が 15％，助産師の資

格を取得している人が 6.3％であった．また，約９割が

女性で，30 代が最も多く，次いで 40 代であった． 

 災害ボランティアに関する興味・関心があると回答し

たのは約 35％で，回答者の約半数はどちらともいえない

と回答している．興味・関心がないと回答している人は

約 18％であった．被災経験がある人は約 16％で，災害支

援の経験を有する人は 7％であった． 

(2)活動への参加意欲

次に，回答者自身の居住地域における減災・復興活動

への参加意欲について整理する（図１）．「思う」・

「やや思う」を「参加意欲あり」とみなすと，「参加意

欲あり」が過半数を超えたのは「医療施設と地域での災

害対応訓練」「救護所の開設訓練」「医療施設と地域で

の事前協議」の３項目となった．回答を得られたのが現

役の看護職者からのものが多いこともあり，平時の業務，

もしくは所属先との連携が必要であったり，自身の専門

性に近い役割に関しては参加意欲が比較的高い傾向がみ

られることになった．一方で，地域住民が自主防災組織

などで活動をする場合に多く実施される「避難所運営マ

ニュアル作成」であったり，「災害への備えに関する啓

発活動」，地区防災計画策定時に検討されることの多い

「地域特性に応じた避難所の選定」といった項目では

「参加意欲あり」の割合が約４割を下回る結果となった．

「参加意欲あり」の割合が最も低いのは「自主防災組織

等への参加」であり，地域防災の重要な担い手として期

待される自主防災組織そのものへの参画に対しては看護

職者としてはあまり参加意欲が高くないという結果が得

られた．

ただし，「思わない」・「あまり思わない」を「参加

意欲なし」とみなした場合，すべての項目でその割合は

４割以下である．特に「参加意欲あり」で最も割合が高

かった「医療施設と地域での災害対応訓練」では「参加

意欲なし」の割合は約１割である．現役の看護職者であ

っても，地域における減災に向けた取り組みに関し，そ

の内容如何では参加を促せる可能性が明らかとなった． 

災害発生後の応急対策期から復旧・復興期に想定され

る活動に対しては，多くの回答者が参加意欲を示してい

る(図２)．災害発生後については傷病者の発生など様々

な健康被害が想起されることもあり，その活動に看護職

者としての専門性を発揮しやすいと考えていることが推

察できる．特に「救護所での活動」や「けが人の応急処

置」では「参加意欲あり」の回答が７割を超えているほ

か，「避難者の健康管理」「健康状態管理の巡回」では

「参加意欲あり」の回答が６割を超えている．自らの専

門性に近い医療に関わる活動に対して参加意欲を示す傾

向が見られているが，感染症拡大防止の対応や，避難生

活の継続による体の不調への対応に関して，これまでの

被災地では外部支援に多くを頼る部分もあったが，地域

内の看護職者がその役割を一部であっても担える可能性

が示唆された．また，被災地において重要とされる被災

者への「心のケア」については，最も多くの人が「思う」

と回答している．回答者の専門性と若干異なる部分があ

るかもしれないが，普段の業務が病気や怪我の人に寄り

添うという看護職の特徴が反映された結果となっている． 

一方で，「お茶会や足湯などの企画・運営」や「ボラ

ンティアの要請や調整」については「参加意欲あり」と

回答した人は４割以下という結果となった．また，「避

難所運営本部の業務」や「お茶会や足湯などの企画・運

営」は「参加意欲なし」という回答も約３割にのぼって

いる．具体的な活動内容を想像することが難しいこと，

さらには自身の専門性とは異なる役割を担うことになる

という懸念がこのような回答の背景にはあるのかもしれ

ない．事前の減災対策に関する活動と同様，看護職者の

専門性をどのように発揮できそうかという点が参加意欲

に影響を与えていることが明らかとなった．

 これらを踏まえると，事前に地域で取り組まれる各種

の減災活動よりも災害発生後、被災地で進められる被災

者支援や復興に向けた取組の方が活動への参加意欲が比

較的高いことが示された．とはいえ，事前・事後で共通

するのは，看護職者としての普段の業務や専門性に関係

する活動に関しては参加意欲が高く，例えばお茶会のよ

うに被災地でしばしば取り組まれるものの，そのイメー

ジおよび果たす役割を想像しにくいような取組，さらに

地域で継続的に参画を求められるような活動に対しては

参加意欲が低くなる傾向があるという結果となった．  

（3）減災・復興活動参加における心理的ハードル 

 先述の通り，多くの回答者が，特に復興のフェーズに

おける活動に対する参加意欲が比較的高い．また，災害

ボランティアに興味・関心があると回答した人は約 35％

である．しかし，実際に災害支援活動への参加経験があ

る人は 7％であり，被災後の様々な活動に参加したいと

いう思いを抱きながらも，実現していないのが現状であ

る．被災地が身近にない，という理由も想定されるが，

それ以外の参加できない理由の所在について回答結果を
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図１．減災活動への参加意欲 
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整理することで分析を試みる(図３)． 

 「支援体制が必要だ」や「保険などによる補償が必要

だ」に対して「思う」・「やや思う」と回答した人はそ

れぞれ８割を超えている．補償を含めた支援体制が充実

していないと活動への参画が進まない可能性が示唆され

る結果となった．さらには「地域よりも自分や家族のこ

とを大事にしたい」「活動への継続的な参加を強制され

たくない」も７割を超えている．活動への参画が自身や

家族の生活にもたらす影響についても懸念があることが

うかがえる．さらには「思う」という回答はそれぞれ３

割強ではあるが，「活動内容が自分にもできるものなの

か不安だ」「技術や知識に不安がある」についても６割

を超えている．地域での減災活動や災害後の支援活動は，

これまでにもできる人ができることをやる，という活動

が積み上げによるものが大きいが，実際に活動を経験し

ていない場合には不安があることがうかがえる結果とな

った．このように，活動をする際の環境を整えること，

自分自身や家族の生活との両立ができるようなバランス

を取ること，そして活動参画への不安を取り除くことが

必要であることが明らかとなった． 

一方で，「誘われれば参加してみたい」に対して「思

う」・「やや思う」と回答している人は約半数存在する

ほか，「看護職と知られたくない」への回答は約４割で

ある．先の活動へ参画することの不安に関する回答を踏

まえると，地域活動，もしくは被災後の各種活動への参

画については，看護職者の意思に委ねるだけでなく，参

加のハードルを下げるための方策を講じることで，その

可能性を向上させることができることが明らかとなった． 

４．世代や性別による参画可能性の違い 
(1)世代による活用

多くの看護職者にとって復興活動への参加は，時間確

保に対する困難感・負担感があり，さらに，活動内容に

対する不安がある．そのため，一歩を踏み出せないでい

ることがここまでで明らかとなった．しかし，こういっ

た時間を確保することの困難さや活動に対する不安は世

代によっても異なることも考えられる．そこで，世代間

での意識の違いについて整理する． 

 多くの職業がそうであるように，看護の職能もまた現

任教育が行われ，その専門分野に関する知識や技術を習

得していく．つまり，経験年数が増すほどに，その職能

は向上していく．そのため，年代が下がるほどに「技術

や知識に不安がある」という設問に対して「思う」・

「やや思う」と回答する人が多い結果となっている(図

４)．特に 20 代・30 代にその傾向は顕著である．40 代・

50 代では「思う」・「やや思う」と回答している人が６

割前後となり，60 代では４割程度まで減る． 

一方で，「思わない」・「あまり思わない」の回答は

20代・30代では 1割を下回るが，40代以上になっても２

割を超えることはない．災害看護教育が進められつつあ

り，被災地への派遣経験がある看護職者も一定数はいる

ものの，平時とは異なる環境であったり，平時であって

も所属先とは異なる地域での活動に際しては，こういっ

た不安感があることがわかる．ただし，世代が上がるご

とにその割合は低くなるため，例えば手始めに 40 代以上

の看護職者の参画を促すことなどが対応策として考えら

れる結果となった． 

 

 

 

また，「地域よりも自分や家族を大事にしたい」に対

して「思う」・「やや思う」と回答している人は 50 代以

上で約６割まで減少する(図５)．ただし，「思わな

い」・「あまり思わない」という回答が増えるのではな

く，どちらでもないという回答が増えている．このこと

から，50 代以上では地域よりも自分や家族を大事にした

いというよりも，“地域も自分や家族も大事にしたい”

と考える傾向があることがうかがえる．この世代は子育

てがひと段落する場合も多いという点からも，今まで家

族のために使われていた時間が，それ以外の活動へも差

し向けられる可能性を持ち始めている傾向があると考え

られる．また，50 代とは定年退職を控えた年代でもある．

ここまでは獲得してきた職能は職場において活かされて

きた．しかし，退職を契機にその職能が活かされる場所

が 1 つ減ることになる．そこで，その職能を活かす場が

地域へと向かうということも考えられる． 

 

 

 

 多くの人が時間的負担を感じている一方で，誘われれ

ば参加してみたいと考えている人は全体で半数近く存在

する(図３)．つまり，全ての世代にとって，参加のきっ

かけを適切に作ることができれば，一定数の看護職者は

その活動に参画する可能性を秘めている．図１・２でも

示したとおり，看護職者が自身の居住地域における減災

への取組や被災後の活動に参画する意向はそれなりに存

在する．そこで，「誘われれば参加してみたい」との回

答に世代間の違いがあるのかについてを整理する。その

傾向に大きな差は見られないが，50 代においては「思

う」・「やや思う」が約６割となった．図５で示した結

果と合わせて考えると，看護職者としての経験がおよそ
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図３．心理的ハードル 
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図４．技術や知識に不安がある 

図５．地域よりも自分や家族を大事にしたい 
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30 年を超え，家庭環境にも余裕が出てきた世代に対して，

適切な契機があれば地域での活動への参画が促される可

能性が重ねて示唆される結果となった． 

 

 

 

 

(2)男女による意識の違い

看護職者には女性が多いが，近年男性の看護職者は増

加傾向にある．今回の調査においても 49票（約12％）の

男性看護職者から回答を得ている．ここでは限定的な分

析にはなるものの，参画意識に関する男女による違いを

整理する． 

図７ 自主防災組織等への参加 

 図１で示したように，地域の平時からの減災活動への

参画意思については，「自主防災活動等への参加」に関

して「思う」・「やや思う」と回答した割合が最も低く

なっている．ただし，男女別で整理してみると，男性の

場合，「思う」・「やや思う」の割合が過半数を超える．

これは次に回答割合が低かった「避難所運営マニュアル

の作成」についても同様の傾向である（図８）．地域で

看護職者の参画を検討する際には，従来のイメージで女

性看護職者を想定してしまうことも多いと思われるが，

男性看護職者の存在を意識することで，多くの参画が得

られる可能性の存在も示唆された． 

図８ 避難運営マニュアルの作成 

５．まとめ 
 居住地域における減災・復興活動に対しては，事前に

地域で取り組まれる各種の減災活動よりも災害発生後，

被災地で進められる被災者支援や復興に向けた取組への

参加意欲が比較的高いことが示された．とはいえ，事

前・事後で共通するのは，看護職者としての普段の業務

や専門性に関係する活動に関しては参加意欲が高めとな

る一方，例えばお茶会のように被災地でしばしば取り組

まれるものの，そのイメージを想像しにくいような取組，

そして地域で継続的に参画を求められるような活動に対

しては参加意欲が低くなる傾向がうかがえる．また，

「心のケア」については最も多くの人が参加したいと思

うと回答しており，普段の業務が病気や怪我の人に寄り

添うという看護職の特徴が反映された結果となっている． 

 地域での減災活動や災害後の支援活動は，これまでに

も専門性を有しなくても，地域住民がボランタリーな活

動をすすめるという傾向もあり，参加に際しての技術・

能力的なハードルは高くないとも考えられるが，実際に

活動を経験していない場合には慣れない活動への参画に

は不安があることがうかがえる結果となった．これらの

結果から，活動をする際の環境を整えること，自分自身

や家族の生活との両立ができるようなバランスを取るこ

と，そして活動参画への不安を取り除くことが必要であ

ることが示唆された．地域活動，もしくは被災後の各種

活動への参画については，看護職者の意思に委ねるだけ

でなく，参加のハードルを下げるための方策を講じるこ

とで，その可能性を向上させることができる可能性が示

された． 

 現在，看護教育の現場においては災害看護教育が進め

られつつあり被災地での活動への理解が進むほか，被災

地への派遣経験がある看護職者も多くはないものの存在

する．しかし，平時と異なる環境であったり，平時であ

っても所属先とは異なる地域や環境における活動に際し

ては，不安を感じていることが明らかとなった．ただし，

世代が上がるごとにその割合は低くなる．それらを踏ま

え，看護職者の地域での活動への参画を促すためには 50

代以上の世代に対してアプローチをすることが方策の一

つとして考えられる．また，地域として看護職者の参画

を検討する際には，従来のイメージで女性看護職者を想

定してしまうことも多いと思われるが，男性看護職者は

女性の参加意欲が低い活動に対しても，高い活動意欲が

見られた．男性看護職者の存在を意識することで，多く

の参画が得られる可能性も示唆された． 

 さらに，多くの人が時間的負担を感じている一方で， 

参加のきっかけを適切に作ることができれば，一定数の

看護職者はその活動に参画する可能性を秘めていること

も明らかとなった．多数存在する看護職者ではあるが，

一律にその活躍を期待するのではなく，世代やアプロー

チを丁寧に検討することで，これまで以上の関わりを得

られる可能性があるといえる．

本調査においては，潜在看護師となっている看護職者

からの回答は少数しか得られていない．そのため，実際

に災害が発生した際に，居住地域において災害対応へ参

画する可能性の高い人たちの意見が十分には反映さてお

らず，今後は，潜在看護師の実態把握および，方策の検

討を進めていくことも必要である． 
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